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独立行政法人国際協力機構は、バングラデシュ人民共和国の GNSS 連続観測点及び験潮所整

備計画にかかる協力準備調査を実施することを決定し、同調査を国際航業株式会社、株式会社

パスコで構成される共同企業体に委託しました。 

調査団は、平成 30 年 1 月から平成 30 年 8 月までバングラデシュの政府関係者と協議を行う

とともに、計画対象地域における現地踏査を実施し、帰国後の国内作業を経て、ここに本報告

書完成の運びとなりました。 

この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の発展に役立つこ

とを願うものです。 

終わりに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 

 

平成 30 年 10 月 

独立行政法人国際協力機構 

社会基盤・平和構築部 

部長  安達 一 
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要  約 

1. 国の概要 

バングラデシュ人民共和国（以下、「バングラデシュ」）の国土面積は 14.7 万 km2と日本の

4 割程度であるが、多くの人口（1 億 6,175 万人、2017 年 1 月時点、バングラデシュ統計局）

を抱えている。宗教はイスラム教徒が 88.4％を占め、その他はヒンズー教徒、仏教徒、キリス

ト教徒である（2016 年、バングラデシュ統計局）。 

バングラデシュは二度の独立（1947 年、1971 年）を経て 1990 年に民主化へ向けた道筋がつ

けられ、一部期間を除いて基本的に 5 年ごとに総選挙が実施されてきている（1991 年、1996

年、2001 年、2008 年、2014 年）。バングラデシュ民族主義党（Bangladesh Nationalist Party、

以下「BNP」）とアワミ連盟のいずれかが政権を交互に担う歴史を辿ってきたが、2009 年に誕

生したハシナ・アワミ連盟政権は、2014 年の総選挙で BNP 率いる野党 18 連合がボイコットし

たこともあり、圧勝して二期目を迎えている。 

国民一人あたりの国内総生産（Gross Domestic Product、以下「GDP」）は 1,538 アメリカ

ドル（U. S. Dollar、以下「USD」）（2017 年度 ，バングラデシュ統計局）、成長率は 7.24％

（2017 年度、バングラデシュ統計局）である。労働人口市場は、農業：48.1％、サービス業：

37.4％、鉱工業：14.6％（2010 年度、バングラデシュ財務省）と第一次産業が多数を占めるが、

GDP 内訳は、サービス業：53.1％、工業・建設業：31.5％、農林水産業：15.4％（2016 年度暫

定値、バングラデシュ中央銀行）と第三次産業が中心である。 

2017 年度の経済成長率について、政府発表によれば経済成長の 3本柱である輸出、海外労働

者送金、農業セクターのうち、縫製品輸出及び海外労働者送金は対前年度比減となったが、農

業セクターは安定的に成長した。また，海外からの投資促進のため，電力・道路等の基礎イン

フラの整備が急務とされている。 

バングラデシュの財政は慢性的な赤字となっており、これを外国援助と国内銀行借入等で補

填する構造となっている。これは、主に政府の徴税能力及び歳入基盤の脆弱性、また非効率な

国有企業に対する財政による赤字補填に起因している。予算は主に一般予算（Revenue Budget）

と年次開発予算（Annual Development Programme）により構成され、2018 年度予算案では全体

の 29.3％が社会開発、31.7％がインフラ構築事業にあてられている。社会開発分野においては、

主に人間開発（26.1％）に、また、インフラ構築分野においては、農業・農村開発（13.0％）、

運輸（11.9％）、電力・エネルギー（5.2％）に優先的に配分されている。 

2. プロジェクトの背景、経緯及び概要 

第 7次五か年計画（2016～2020 年）に明記されているように、急激な発展を遂げつつあるバ

ングラデシュにとって、土地管理は喫緊の課題となっている。特に人口の集中する都市部では
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開発に伴う急激な都市化により、中心部のみならず郊外でも土地代の急騰が見られるため、都

市開発・都市計画に向けた基盤情報とできるよう、精度が高く効率的な地籍測量の実現が望ま

れている。他方、都市部及び周辺地域においては、道路等のインフラ開発が活発である。加え

て、地方・農村においても、小規模な道路、橋梁、灌漑等のインフラ開発が活発に行われてお

り、測量の効率化が大きく期待されている。 

かかる状況に鑑み、2015 年 9 月、バングラデシュ政府は我が国に対して電子基準点の調達（70

点。サーバー、データ処理ソフト、太陽光発電設備等を含む）、験潮所の整備（2 点。桟橋、

データ伝達システム、太陽光発電設備等を含む）、ソフトコンポーネントの実施を要請した。 

3. 調査結果の概要とプロジェクトの内容 

バングラデシュ政府の要請を受け、独立行政法人国際協力機構（Japan International 

Cooperation Agency、以下「JICA」）は、バングラデシュの全球測位衛星システム（Global 

Navigation Satellite System、以下「GNSS」）連続観測点及び験潮所整備計画にかかる協力

準備調査を実施することを決定し、第一次現地調査（2018 年 1 月 20 日～2月 9日）において、

以下の内容を確認した。 

 精度が高く効率的な測量を実現するため、電子基準点の整備が要請された。うち、屋上

設置型の電子基準点は約 70 点（テクニカルノートにより 73 点）である。電子基準点は、

主として GNSS 測量（リアルタイムキネマティック（Real-time Kinematic、以下「RTK」）

測量、スタティック測量 ）に活用される。なお、落雷による故障等の不測の事態に対

応できるよう、GNSS 受信機（通信ルーターを含む）については、代用機が要請された。

長期間にわたって観測の欠損が出ることは避けることが望ましいため、代用機も協力対

象に含めることを検討することとした。 

 地盤が軟弱で建築物建設や電子基準点の常設が難しい南部沿岸地域をカバーするため、

また、チョットグラム丘陵地帯等、機材据付け候補地が存在しないために電子基準点の

密度が低くなる地域をカバーする（当初の配点計画では配点密度が低くなっている地域

に対して追加で配点する）ため、可搬式電子基準点の調達が要請された。 

 電子基準点のデータを管理するデータセンターについて、電子基準点増設に伴うデータ

量増加に対応するため、サーバー、ソフト等の調達が改めて要請された。 

 験潮所について、南部チョットグラムに既存の施設・機材を有しているものの、バング

ラデシュ側は平均海面を正確に測定するためには 2点を追加する必要があるとして、験

潮所の整備を日本側に要請してきた。議論の結果、バングラデシュ側は 2点の追加整備

を本プロジェクトに含まないことに同意したが、既存チョットグラム験潮所の近代化

（データ収集の自動化及びオンライン接続）を要請してきた。現在は、SOB 職員が 1回

／月の頻度でデータを人手で回収しているため、機材の不具合や特異値が発生した場合
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にリアルタイムに状況が把握できないために発見が遅れ、欠測機関が長引くこと、また、

洪水対策等に平均海面データを活用するためにはリアルタイムでの状況把握が必要な

ことから、データ通信機材を設置したいとの意向を有している。 

 
この結果を踏まえ、第二次現地調査（2018 年 3 月 18 日～3月 23 日）、第三次現地調査（2018

年 5 月 12 日～6月 1日）を行い、国内解析を経て協力対象事業を以下のとおりとした。 

協力対象事業 

項目 内容 

機材調達 屋上設置型電子基準点システムの調達 

可搬型電子基準点システムの調達 

電子基準点管理システムの調達 

験潮儀システムの調達 

機材据付等 調達対象機材の据付、初期操作指導、運用指導 

技術指導 ソフトコンポーネント 

 

機材計画（調達、据付）、技術指導（ソフトコンポーネント）計画の妥当性について検証を

行い、計画内容を策定したのち、第四次現地調査（2018 年 8 月 11 日～8月 17 日）において概

略設計案の現地説明を行った。 

機材計画、ソフトコンポーネント計画の概略は以下のとおりである。 

機材計画の概要 

機材名称 数量 目的 

屋上設置型 

電子基準点 

システム 

電子基準点ユニット 73 

システム 

測位衛星から信号を受信し、電

子基準点管理システムにデー

タを送信する。公共建築物屋上

に常設する。 

太陽光発電ユニット 

可搬型 

電子基準点 

システム 

電子基準点ユニット 2 

システム 

衛星から信号を受信し、電子基

準点管理システムにデータを

送信する。常設が困難な地域で

の臨時観測等に用いる。 

太陽光発電ユニット 

電子基準点 

管理システム 

データセンターユニット 1 

システム 

電子基準点から受信した観測

データを受信・蓄積し、運用す

る。 

ソフトウェア 

験潮儀 

システム 

水位計ユニット 1 

システム 

海面の潮位変化を計測し、潮位

データを収集・処理・配信する。 データ記録・送信ユニット 

太陽光発電ユニット 

データセンターユニット 

ソフトウェア 
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ソフトコンポーネント計画の概要 

成果・活動 活動内容 

成果 1 
可搬型電子基準点設置等を含めた電子基準点ネットワークシステムの

運用を開始・継続することができる 

- 活動 1 可搬型電子基準点設置・システム初期設定に係る技術指導 

- 活動 2 基線解析ソフトを用いた座標決定作業に係る技術指導 

成果 2 験潮所の観測データの連続性を確保することができる 

- 活動 3 並行観測による器差特定を行うための技術指導 

成果 3 
ネットワーク型 RTK 測量用データの配信と、ネットワーク型後処理キネ

マティック測量用のデータを継続的に適切な品質で提供できる 

- 活動 4 観測データの配信とユーザー対応のための技術指導 

成果 4 
公共セクター及び民間セクターにおいて、電子基準点データの利活用促

進を図ることができる 

- 活動 5 
配信データの精度検証及びユーザーに対する技術講習を実施し、利活用

を促進するための技術指導 

- 活動 6 電子基準点の利活用の普及・促進のための広報に係る技術指導 
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4. プロジェクトの工期 

本プロジェクトの実施設計、機材調達に係る実施工程は、以下のとおりである。 

プロジェクトの工期 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

(交換公文締結）

（現地調査）

 （仕様レビュー等）

（入札図書作成）

（入札図書承認）

（入札・契約） 計6.0ヶ月

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18

（製作図作成） 計17.5ヶ月

（機器製作）

（海上輸送）

(内陸輸送)

(建築工事)

(機材据え付け工事)

(調整・試運転)

（初期操作指導）

（機器調達）

(機材据え付け工事)

(調整・試運転)

（初期操作指導）

（機器製作）

（海上輸送）

(内陸輸送)

(建築工事)

(機材据え付け工事)

(調整・試運転)

（初期操作指導）

（検収・引渡し）

（ソフトコンポーネント）

：国内作業 ：現地作業

電
子
基
準
点
シ
ス
テ
ム

電
子
基
準
点

管
理
シ
ス
テ
ム

験
潮
儀
シ
ス
テ
ム

実
施
設
計

機
材
調
達
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5. プロジェクトの評価 

(1) 妥当性 

本プロジェクトは、バングラデシュ全土において高精度で効率的な測量・地図作成を可能に

し、インフラ整備の効率化を実現するとともに、地理空間情報のデジタル化・高度活用のため

の基盤を整備するものである。バングラデシュ全国民が受益可能な経済成長の加速化に寄与す

るものと期待される。したがって、本プロジェクトの実施により、多数の貧困層を含むバング

ラデシュ一般国民が裨益するものと期待できる。 

また、本プロジェクトは第 7次五か年計画及びデジタルバングラデシュに大きく貢献する事

業と位置付けることができ、バングラデシュの長期計画に資すると期待できる。 

加えて、本プロジェクトは、バングラデシュに対する我が国の国別援助方針における重点分

野の一つ「中所得国家に向けた、すべての人が利益を享受する経済成長の加速化」に関連した

「経済インフラ整備」に合致している。 

なお、我が国は 2018 年時点で複数の円借款を実施中であるが、既にインフラ開発プロジェ

クトで電子基準点を活用した実績がある。具体的には、クロスボーダー道路網整備事業準備調

査、ダッカ都市交通整備事業、マタバリ超々臨界圧石炭火力発電事業（うちアクセス道路建設）

等の測量業務で使用されており、今後も継続してインフラ開発プロジェクトで活用されていく

と考えられる。 

このように、本プロジェクトは我が国の援助方針や動向と整合したものである。 

(2) 有効性 

本プロジェクトの実施により、以下のような定量的効果が期待できる。 

プロジェクトの定量的効果 

指標名 基準値（2018 年） 
目標値（2023 年） 

（事業完成 3年後） 

電子基準点の利用が増加する ユーザー数 

（すべての分野）： 

10 ユーザー 

 

測量分野以外での利用： 

1 分野 

 

 

280 ユーザー 

 

 

5 分野 

電子基準点の故障率が減少する 年間故障発生率： 

約 7％ 

 

3％ 

RTK 測量可能範囲が拡大する 測量可能な面積： 

17,000 km2 

（国土面積の約 12％） 

 

141,000 km2 

（国土面積の約 96％） 
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 また、定性的な効果としては、以下があげられる。 

 測量に係るユーザー満足度（測量に要する時間、精度等）が上昇する。 

 地理空間情報が効率的に作成できるようになる。 

 潮位に係る高度な利用（気象、海象の影響による異常な潮位変化の検出、除去）が実

施されるようになる。 

 農業機械の自動運転等、位置情報を利用したサービスが充実する。 

(3) 結論 

以上の内容により、本プロジェクトの妥当性は高く、また有効性が見込まれると判断される。 
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写真-1 既存電子基準点 
バングラデシュの主要都市６箇所に既存の電
子基準点が設置され、基準点測量等に活用され
ている。 

写真-2 プロジェクトサイト 
「屋上設置型電子基準点システム」は、衛星信
号の受信に影響が生じないよう建築物屋上に
設置する。 

  
写真-3 プロジェクトサイト 
「験潮儀システム」は、チョットグラムの験潮
所に設置される。機材は比較的良好に維持管理
されているものの、交換部品や消耗品の入手が
困難になっている。 

写真-4 プロジェクトサイト  
既存のシステムでは、験潮データはダッカから
職員が出向いて回収する。機材に不具合があっ
た場合には、発見が遅れ、欠測期間が長引くこ
とがある。 

  

写真-5 プロジェクトサイト 
ダッカの SOB ミルプール庁舎内に、「電子基準
点管理システム」が設置される。 

写真-6 プロジェクトサイト 
「電子基準点管理システム」が設置される SOB
ミルプール庁舎内のサーバー室は、空調設備や
電源等を備えている。 
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第１章 プロジェクトの背景・経緯 

１-１ 当該セクターの現状と課題 

１-１-１ 現状と課題 

(1) 測量に係る現状と課題 

第 7次五か年計画（2016～2020 年）に明記されているように、急激な発展を遂げつつあるバン

グラデシュ人民共和国（以下、「バングラデシュ」）にとって、土地管理は喫緊の課題となって

いる。特に人口の集中する都市部では開発に伴う急激な都市化により、中心部のみならず郊外で

も土地代の急騰が見られるため、都市開発・都市計画に向けた基盤情報とできるよう、精度が高

く効率的な地籍測量の実現が望まれている。 

他方、都市部及び周辺地域においては、道路等のインフラ開発が活発である。加えて、地方・

農村においても、小規模な道路、橋梁、灌漑等のインフラ開発が活発に行われており、測量の効

率化が大きく期待されている。 

こうした事情を背景に、バングラデシュ測量局（Survey of Bangladesh、以下「SOB」）は高精

度かつ効率的な測量・地図作成を可能とする電子基準点1の試験的導入を 2011 年に決定し、2018

年 2 月現在、ダッカ、チョットグラム等の大都市において 6 点に設置・運用している。政府機関

や大手の民間建設コンサルタントや測量会社は、設置された既存 6 点の電子基準点をインフラ開

発・工事の基準点測量2やリアルタイムキネマティック（Real-time Kinematic、以下「RTK」）測

量3に利用し、測量の効率化を目指している。しかしながら、観測点数が少なく点間距離が 150km

以上と長いため、現在は電子基準点 6 点の近傍でのみ実用に耐えうる精度での測量が実現されて

いるに過ぎない。基準点測量に要する時間を短縮することができ、迅速に地物を計測することが

できるため、大都市及び周辺部のみならず、バングラデシュ全土において電子基準点を活用して

精度の高い効率的な測量を実現することが求められている。こうした課題の解決に資するために

は、電子基準点の増設による電子基準点ネットワークの構築が必要である。 

(2) 標高計測に係る現状と課題 

標高計測にあたっては、測地学における地球の形状を示す精密な重力等ポテンシャル面（ジオ

イド）データの整備が必要であり、その基準として平均海面を決定することが不可欠である。バ

ングラデシュの平均海面はチョットグラム験潮所の観測データに基づき決定されており、同験潮

                             

1全球測位衛星システム（GNSS）衛星からの電波を受信するアンテナ、受信機、通信用機器等から構成される。測

量等への利活用が可能である。（出典：国土地理院の解説を参考とした） 
2位置の基準を設ける測量で、正確な位置（緯度、経度、標高）を求める。（出典：国土地理院の解説を参考とし

た） 
3 固定局の観測データや位置情報を移動局に転送して解析処理することで、移動局の位置を決定する。転送は無線

や携帯電話で行い、ほぼリアルタイムに測量を行うことができる。（出典：地理空間情報技術ミュージアムの解

説を参考とした） 
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所の機材は比較的良好に維持管理されているものの、1993 年の供用開始から 11 年経た 2004 年に

故障したデジタル式レコーダを交換し、さらに 14 年を経て交換部品や消耗品の入手が非常に困難

になっている。今後の継続的な利用を実現するためには、こうした交換部品や消耗品が調達可能

な機材に更新することが必要な状況である。 

また、ダッカからの出張により SOB 職員がデータを回収しているものの、その頻度が 1 回／月

であることから験潮記録の異常が生じた際に対応が遅れ、欠測期間が長引く恐れがある。欠測期

間を可能な限りなくすためにも、データをリアルタイムに入手・監視できるシステムとすること

が求められる。 

(3) 地理空間情報の利活用に係る現状と課題 

我が国を含めた世界各国と同様に、農業機械や建設機械の自動運転に向けた活用、物流の効率

化に向けた活用、測量の効率化のための活用等、急速な発展を遂げつつあるバングラデシュでは

電子基準点利活用の潜在的なニーズが高いと思われる。しかしながら、電子基準点の利活用は、

政府機関、民間測量会社等、非常に限定的である。SOB は利活用のニーズを十分に把握できてい

ないため、電子基準点利用に関し、広く情報発信して周知・普及させることが求められる。 

１-１-２ 開発計画 

(1) 第 7 次五か年計画（2016～2020 年） 

本プロジェクトの実施により、第 7次五か年計画（7th Five Year Plan, FY2016-FY2020）に掲

げている重点政策のうち、1）土地管理・運用の効率化、2）インフラ開発戦略、3）デジタルバン

グラデシュの実現に大きく資すると考えられる。また、間接的・中長期的には 4）気候変動対策、

災害対策、5）環境保全、森林保全、生物多様性保全、6）観光開発戦略、7）海洋資源・河川資源

運用戦略、8）農業分野開発戦略に資すると考えられる。 

(2) デジタルバングラデシュ 

2009 年に発足した第 2期ハシナ政権は、独立 50 周年にあたる 2021 年までに中所得国になるこ

とを目標とする「ビジョン 2021」を掲げ、全国の情報通信技術（Information and Communication 

Technology、以下「ICT」）化を目指す「デジタルバングラデシュ」を標榜し、社会・経済開発に

取り組んでいる。本政策は、行政の透明性と効率性の向上を目指す電子政府、ICT 活用の経済成

長策、ICT 人材の育成等から構成されている。 

デジタルバングラデシュには、地理情報システム（Geographic Information System、以下「GIS」）

や全球測位衛星システム（Global Navigation Satellite System、以下「GNSS」）技術を活用す

る農業・防災分野のアクションプランがあげられている。 
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表 １.１ 「デジタルバングラデシュ」の基本的なコンセプト 

項目 概要 

人材開発 

(Human Resource 

Development) 

「デジタルバングラデシュ」実現には、高度な ICT 技術を持った人

材が必要であり、その人材育成、開発を行う。あわせて、ICT 技術

（e-learning）を活用した教育も実施する。 

国民との接続 

(Connecting Citizen) 

貧富の差、識字能力の有無、都市・農村の居住場所を問わず、全て

の国民に対して「デジタルバングラデシュ」へのアクセスを確保す

る。国民が「デジタルバングラデシュ」から持続的な恩恵を得て、

政策の情報公開に資する。 

貧困者に優しい 

電子政府サービス 

(Digital Government for 

Pro-Poor Services) 

国民の生活スタイルに合わせた電子市民サービスと電子市民サービ

スを行き届ける電子行政の 2 つのコンポーネントから構成される。

教育、保健、農業、社会保障等が優先される。 

ビジネス分野の ICT 政策 

(ICT in Business) 

ビジネス分野では、ア）電子商取引、電子入札等の新しい市場への

アクセス、イ）「デジタルバングラデシュ」を支援するための ICT

セクターの育成、促進、ウ）ICT 分野の輸出セクターとしての育成

を掲げ、外貨獲得に貢献することを目指す。 

出典：Vision 2021 

(3) 開発計画と本プロジェクトとの関連、期待される役割 

SOB は、日本政府の債務救済無償見返り資金を活用して、デジタルマッピングの改善を行うた

め、Improvement of Digital Mapping System (以下「IDMS」)を 2007 年から開始し、現在まで実

施中である。バングラデシュの第 7次五か年計画（2016～2020 年）では、これまでの実績や技術

の定着を踏まえて、デジタルマッピングシステムの改善を主要実績の一つとしている。 

また、SOB は、同債務救済無償見返り資金の一部を活用して、2008 年に測量と地図作成に関す

る外国専門家の短期コンサルティングサービスの提案を求め、応札したフランスの IGN インター

ナショナル社により SOB の主な活動に関するレビューを目的とした調査が行われた。その結論と

して、最低 6 点の電子基準点を整備すること、他機関の験潮所を含めた測量により標高基準を再

整備すること、既存一次網の国際地球基準座標系（International Terrestrial Reference Frame、

以下「ITRF」）2005 への変換を行うことが提案されている。この提案のうち、電子基準点整備の

提案が SOB により採用され、2011 年末に 6点の電子基準点が設置された。 

SOBは、IDMSの順調な進捗を受け、国土空間データ基盤（National Spatial Data Infrastructure、

以下「NSDI」）の構築の検討を開始した。これを受け、2013 年から我が国は、技術協力「デジタ

ルバングラデシュ構築のための地図作成能力高度化プロジェクト（NSDI 構築支援）」を実施中で

ある。これまでに、地理空間情報の整備・更新、地形図の利活用に係る技術移転、第三国との比

較を含めた法制度の状況調査、電子基準点の整備を含めて、NSDI の構築に係るロードマップ（案）

を作成するための支援を行った。 

このように、本プロジェクトの実施機関である SOB は、バングラデシュ国の国家測量・地図作

成機関として、長年にわたり国家の基準となる測地網及び地理空間情報の整備・維持管理を行っ
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てきており、我が国との関係も良好である。現在のバングラデシュは、急速な経済成長を背景に

基礎インフラの整備、サイクロンや洪水等の自然災害対策立案といった課題を抱えており、SOB

は測量や地図作成の正確かつ効率的な実施に貢献することが大きく期待されている。 

１-１-３ 社会経済状況 

バングラデシュの国土面積は 14.7 万 km2と日本の 4 割程度であるが、多くの人口（1 億 6,175

万人、2017 年 1 月時点、バングラデシュ統計局）を抱えている。宗教はイスラム教徒が 88.4％を

占め、その他はヒンズー教徒、仏教徒、キリスト教徒である（2016 年、バングラデシュ統計局）。 

バングラデシュは二度の独立（1947 年、1971 年）を経て 1990 年に民主化へ向けた道筋がつけ

られ、一部期間を除いて基本的に 5年ごとに総選挙が実施されてきている（1991 年、1996 年、2001

年、2008 年、2014 年）。バングラデシュ民族主義党（Bangladesh Nationalist Party、以下「BNP」）

とアワミ連盟のいずれかが政権を交互に担う歴史を辿ってきたが、2009 年に誕生したハシナ・ア

ワミ連盟政権は、2014 年の総選挙で BNP 率いる野党 18 連合がボイコットしたこともあり、圧勝

して二期目を迎えている。 

国民一人あたりの国内総生産（Gross Domestic Product、以下「GDP」）は 1,538 アメリカドル

（U. S. Dollar、以下「USD」）（2017 年度4、バングラデシュ統計局）、成長率は 7.24％（2017

年度、バングラデシュ統計局）である。労働人口市場は、農業：48.1％、サービス業：37.4％、

鉱工業：14.6％（2010 年度、バングラデシュ財務省）と第一次産業が多数を占めるが、GDP 内訳

は、サービス業：53.1％、工業・建設業：31.5％、農林水産業：15.4％（2016 年度暫定値、バン

グラデシュ中央銀行）と第三次産業が中心である。 

2017 年度の経済成長率について、政府発表によれば経済成長の 3本柱である輸出、海外労働者

送金、農業セクターのうち、縫製品輸出及び海外労働者送金は対前年度比減となったが、農業セ

クターは安定的に成長した。また，海外からの投資促進のため，電力・道路等の基礎インフラの

整備が急務とされている。 

バングラデシュの財政は慢性的な赤字となっており、これを外国援助と国内銀行借入等で補填

する構造となっている。これは、主に政府の徴税能力及び歳入基盤の脆弱性、また非効率な国有

企業に対する財政による赤字補填に起因している。予算は主に一般予算（Revenue Budget）と年

次開発予算（Annual Development Programme）により構成され、2018 年度予算案では全体の 29.3％

が社会開発、31.7％がインフラ構築事業にあてられている。社会開発分野においては、主に人間

開発（26.1％）に、また、インフラ構築分野においては、農業・農村開発（13.0％）、運輸（11.9％）、

電力・エネルギー（5.2％）に優先的に配分されている。 

（注記以外の出典：外務省） 

                             

4 バングラデシュの会計年度は 7月～翌年 6月末。2015 年度は，2014 年 7 月から 2015 年 6 月末まで。 
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１-２ 無償資金協力の背景・経緯及び概要 

(1) 最終要請内容 

精度が高く効率的な測量を実現するため、電子基準点の整備が要請された。うち、屋上設置型

の電子基準点は約 70 点である。ただし、機材の据え付け対象となる候補地（公共建築物の屋上）

が確保されない、あるいは協力完了後の運営維持管理予算が担保されない場合には、電子基準点

の整備対象数を減らすことを第一次現地調査におけるミニッツに含めた。 

電子基準点は、主として GNSS 測量（RTK 測量、スタティック測量5）に活用される。SOB は 70km

間隔以下になるよう電子基準点の配置計画を検討していたものの、特にダッカ、チョットグラム

等の都市部では、電子基準点の密度を高く配置して測量精度を高める必要性が高いため、運営維

持管理が可能な範囲で、より高密度の電子基準点の設置点数を検討することとした。その結果、

最終的には 73 点（テクニカルノートによる）の屋上設置型電子基準点が要請された。なお、落雷

による故障等の不測の事態に対応できるよう、GNSS 受信機（通信ルーターを含む）については、

代用機（5～6台）が要請された。長期間にわたって観測の欠損が出ることは避けることが望まし

いため、代用機も協力対象に含めることを検討することとした。 

また、地盤が軟弱で建築物建設や電子基準点の常設が難しい南部沿岸地域をカバーするため、

また、チョットグラム丘陵地帯等、機材据付け候補地が存在しないために電子基準点の密度が低

くなる地域をカバーする（当初の配点計画では配点密度が低くなっている地域に対して追加で配

点する）ため、可搬式電子基準点の調達が要請された。 

電子基準点のデータを管理するデータセンターについて、当初の要請書では拡張にかかる具体

的な要請が不明確であったが、電子基準点増設に伴うデータ量増加に対応するため、サーバー、

ソフト等の調達が改めて要請された。 

験潮所について、南部チョットグラムに既存の施設・機材を有しているものの、バングラデシ

ュ側は平均海面を正確に測定するためには 2 点を追加する必要があるとして、験潮所の整備を日

本側に要請してきた。議論の結果、バングラデシュ側は 2 点の追加整備を本プロジェクトに含ま

ないことに同意したが、既存チョットグラム験潮所の近代化（データ収集の自動化及びオンライ

ン接続）を要請してきた。現在は、SOB 職員が 1 回／月の頻度でデータを人手で回収していバる

ため、機材の不具合や特異値が発生した場合にリアルタイムに状況が把握できないこと、また、

洪水対策等に平均海面データを活用するためにはリアルタイムでの状況把握が必要なことから、

データ通信機材を設置したいとの意向を有している。 

なお、これら要請機材及び施設の使用目的が、高精度で効率的な測量・地図作成等の民生使用

（非軍事用）であることをミニッツに含めた。 

                             

5 GNSS 受信機を複数設置して一定時間連続受信を行い、測点間の基線ベクトルを求める。（出典：測量士・測量

士補試験対策を参考とした） 
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表 １.２ 要請内容の変更状況 

当初要請（2015 年 9 月、要請書） 最終要請（2018 年 1 月、M/D） 

電子基準点（70 点） 

・電子基準点 

・機材保管庫 

・データ伝達システム 

・太陽光発電設備 

・避雷設備 

・データセンター保守 

・家具 

・車両  

・サーバー  

・データ処理ソフト 等 

屋上設置型電子基準点（約 73 点）(*) 

・電子基準点（アンテナ含む） 

・受信機（5～6台の代用機） 

・インターネット接続用ルーター（SIM カード含む） 

・太陽光発電設備、バッテリー、給電 

・避雷設備 

・機材輸送及び据付け 

可搬型電子基準点（2点） 

データセンター（1点） 

・サーバー、ストレージ 

・ソフト 

験潮所（2点） 

・宿泊施設 

・桟橋 

・データ伝達システム 

・太陽光発電設備  

・潮位記録機材 

・データ処理ソフト 等 

験潮所（1点） 

・既存チョットグラム験潮所の機材 

（自動データ収集、オンライン接続） 

 

ソフトコンポーネント ソフトコンポーネント(*) 

＊：テクニカル・ノートにて確認 

出典：要請書、Minutes of Discussions、Technical Notes  

(2) 電子基準点の配点 

電子基準点の配点計画にあたっては、各地域で期待されるサービスレベルに応じて、都市部で

は配点密度の高密度化による精度低下の防止、その他の地域では高い精度は求めないものの電子

基準点を利用した測量ができる密度を確保する必要がある。また、SOB は防犯対策が容易である

こと、洪水の影響を受けにくいことから、電子基準点を公共建築物の屋上に設置することを要請

している。設置候補地の選定にあたっては、上空視界の確保、屋上設置に適した階数・構造を有

する建築物の選択、防犯措置の確認、設置許可の取得等、実務上生じる各種の要素に配慮する必

要がある。 

SOB が要請した 70 点の配点計画（2015 年 9 月時点）は、設置が明らかに困難な湿地帯や山岳地

域を除いて、全土が電子基準点から最大 40km 以内の距離になるよう、約 70km 間隔を目安として

国土全体に機械的に配点したものであった。そのため、上空視界が確保された建築物の有無、設

置建築物の管理者による設置許可の可能性、維持管理の容易さ等、具体的な設置場所の選定にあ

たって検討が必要な技術的要素や手続きの容易さ等を検証しておらず、実現性を考慮したもので

はなかった。そのため、独立行政法人国際協力機構（Japan International Cooperation Agency、

以下「JICA」）技術協力プロジェクトにおいて、専門家が SOB との技術的議論をもとに、電子基

準点を設置するための条件を示したチェックリストを用意し、SOB にチェックリストの使用方法
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に関する技術移転を行い、設置場所の選定基準を浸透させた。 

配点計画については SOB が見直しを行い、要請 70 点のうち 64 点を 64 の District 中心部に配

点し直し、隣接点が近すぎる点については中心部から郊外の適切な位置に移動した。6 点は電子

基準点間の距離が大きい地域を選定して Upazila 中心部に配置して密度の平均化を図った。その

結果、計 70 点を設置候補地とした（2018 年 1 月、本調査開始時）。 

調査団は、防犯対策（門扉の設置、警備員の配置）が施されている可能性が高いこと、また、

SOB と同じ行政組織が所有しているため設置許可取得が容易であろうことから、公共建築物を設

置候補地として選定したのは合理的であると判断した。加えて、上空視界を確保するためには建

物高さ（階数）の高い公共建築物が望ましいため、こうした候補建築物が多い District の中心都

市を候補地として選定したことも合理的であると判断した。配点密度が小さい場合には、District

の中心部についで候補建築物が多い Upazila の中心部を候補地としたことも合理的である。 

そのうえで、本調査団は、電子基準点の利活用ニーズの高いダッカやチョットグラム周辺で、

電子基準点間の距離が過大である（電子基準点の密度が不足する）と判断し、ダッカやチョット

グラムからの主要交通路の近くに 4 点を追加する提案を行った。一方、マングローブ湿地帯周辺

では電子基準点密度が過密であると判断し、１点を対象外とする提案を行った。SOB との協議の

結果、電子基準点（屋上設置型）の設置候補地は 73 点（2018 年 2 月、テクニカルノートによる）

である。なお、現時点では電子基準点から 30km 以内の距離で RTK を使用しているが、本プロジェ

クトでネットワーク型 RTK を採用することになれば、観測不能地域が出にくく、電子基準点設置

場所間の距離が若干増えても、精度劣化は少なくなると考えられる。 
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図 １.１ 電子基準点配点計画（基準点周囲半径 30km 範囲） 
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図 １.２ 電子基準点配点計画（基準点周囲半径 40km 範囲） 

(3) 験潮所の要請内容 

SOB によれば、新規増設の目的は①既存験潮所のバックアップ、②観測している平均海面のチ

ェック、③平均海面の海域による変化、④その結果の将来のジオイドモデル決定への利用である。 
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①については、津波、高潮により験潮所が破損する事例はあり、必要性はある程度認められる

ものの、その発生頻度予測が明らかではなく、バックアップのために新設することについて経済

合理性の観点からさらなる検討が必要と考えられる。 

②については、同験潮所に政府間海洋学委員会（Inter-governmental Oceanographic Commission、

以下「IOC」）が 3方式 4台の験潮儀(フロート式 1台、圧力式 1台、電波式 2台)を設置して観測

を行っており（実施担当機関はハワイ大学）、データは SOB だけでなく一般に公開されているた

め、チェックのために比較対照するデータはすでに得られている。よって、必要性が高いとはい

いがたい。 

③については、海象観測であり、研究的要素が強く、また、SOB に対して行った聞き取り調査

からは SOB の業務範囲に含まれるのか、あるいはバングラデシュの上位計画に必要性の記載があ

るのかも不明であり、さらなる検討を必要とする。なお、現地調査期間内に許可が得られず聞き

取り調査を行うことができなかったが、海軍水路部がこの業務を担当していると推測できる。 

④については、平均海面を複数箇所で測った結果をどのようにジオイドモデル決定に反映する

のかの道筋が明らかになっておらず、SOB 自身によるジオイドモデル決定のための計画策定が必

要である。なお、精密なジオイドモデルの決定により、電子基準点を標高の決定にも利活用でき

るようになることから、ジオイドモデルの決定は今後行うべき重要な事業であると考えられる。 

また、水開発庁（Bangladesh Water Development Board 、以下「BWDB」）や 内航水運公社

（Bangladesh Inland Water Transport Authority、以下「BIWTA」）等の験潮業務を行う他機関

においても多数の験潮所を有している。BWDB 及び BIWTA の験潮所における潮位記録は目視観測ま

たはアナログ式のペンレコーダによるものであり、精度も SOB のものより劣ることから、SOB は

その利用を考えておらず、現状においてはその判断は適正である。しかしながら、これらの機関

においては電波式験潮儀の導入が進められており、今後、これらの験潮儀の利用可能性について

も調査のうえ、追加の験潮所建設が必要なのか、データの共用により SOB の験潮の目的が達成さ

れるのか、判断されるべきと考えられる。 

一方、既存験潮所については機材を増設する必要がある。SOB は従来方式とは異なる電波式験

潮儀を新たに導入し、データ取得と送信を行う機材に接続し、送信されたデータを SOB の既存の

ネットワーク内に新たに設置した専用サーバーにより受信、処理、保管、配信を行うことを要請

している。 

また、BWDB 及び BIWTA とも SOB の験潮データがリアルタイムに近い形で提供されるならば歓迎

する、利用したいとのことである。BWDB の場合は洪水監視の観点からリアルタイムに近い形を望

み、BIWTA は業務である潮位予測の結果と実際の潮位を比較することで潮位異常の発見が早期に

できることを望んでいる。SOB 自身もデータの早期公開には積極的であり、データの送信頻度は

リアルタイムもしくは数分から 1 時間までの間隔で行うことで、他機関の要望に応える効果があ

ると考えられる。 
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１-３ 我が国の援助動向 

我が国は、長年にわたりバングラデシュにおいて地理空間情報分野での協力を継続してきた。

これらの協力を通じて、我が国との関係も良好である。 

表 １.３ 我が国の援助動向（地理空間情報） 

協力内容 実施年度 案件名 概要 

技術協力 

プロジェクト 

2013 年度～ 

実施中 

 

デジタルバングラデシュ 

構築のための 

地図作成能力高度化 

プロジェクト 

SOB 職員のデジタル地図関連技術が

向上することを目標にした技術支

援。 

1) SOB 職員の地図作成作業の円滑

化と技術定着、2) 国土空間データ

基盤（National Spatial Data 

Infrastructure、「NSDI」）の導入

に向けた SOB の Geo-Portal のウェ

ブサイト開設を含む。 

技術協力 

プロジェクト 

2009 年度～ 

2013 年度 

デジタル地図作成能力 

向上プロジェクト 

SOB が進める地図作成事業におい

て、対象分野で SOB 職員が自立して

作業を行える技術レベルに達し、

IDMS プロジェクトが計画通りに実

施されることを目標にした技術支

援。 

債務救済無償 

見返り資金 

2007 年度～ 

実施中 

Improvement of Digital 

Mapping System of 

Survey of Bangladesh

（IDMS） 

日本政府の債務救済無償見返り資

金を活用して、デジタルマッピング

の改善を行う。全国及び主要都市の

地形図を整備することを目的とす

る。 

フォローアップ 

協力 

2003 年度 国土測地基準点網 

整備計画 

レコーダー、データ処理用コンピュ

ーター等の一部機器の修復及び更

新等を行った。 

開発調査 2002 年度～ 

2004 年度 

ダッカ首都圏地域 

地図情報整備計画調査 

ダッカ首都圏を対象として、地形図

の作成及びデジタル化を行い、共同

作業を通して、調査業務に関係する

技術移転を行うもの。 

無償資金協力 1999 年度 測量局地図作成機材 

整備計画 

測量機材と地図印刷機材の供与を

行った。 

開発調査 1992 年度～ 

1994 年度 

国土測地基準点網 

整備計画調査 

国土測地基準点網の整備とSOBへの

技術移転を目標とした開発調査。験

潮所の建設や埋石作業を含む。 

出典：外務省、独立行政法人国際協力機構 

１-４ 他ドナーの援助動向 

電子基準点、験潮所及び関連施設整備について、他ドナーが実施中、もしくは準備中の協力は

存在しない。 
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第２章 プロジェクトを取り巻く状況 

２-１ プロジェクトの実施体制 

２-１-１ 組織･人員 

本プロジェクトを担当する主管官庁は国防省（Ministry of Defence）、実施機関は SOB である。 

国防省の組織図は、以下のとおりである。SOB は国防省傘下の組織であり、バングラデシュの

国家測量・地図作成機関として、長年にわたり国家の基準となる測地網及び地理空間情報の整備・

維持管理を行ってきた。 

 
出典：SOB（バングラデシュ測量局） 

図 ２.１ 国防省（Ministry of Defence）の組織図 
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プロジェクト完了後の運営・維持管理は継続して SOB が行う。SOB の組織図を以下に示す。 

 
出典：SOB（バングラデシュ測量局） 

図 ２.２ SOB の組織図 

SOB は既に 6 点の電子基準点とそのデータを処理するサーバー、１点の験潮所を有している。

これら既存施設の運営・維持管理及び外部へのデータ配信は測地課（Geodetic Detachment）で実

施されており、本プロジェクト完了後の運営・維持管理は測地課が実施する予定である。測地課

には 2018 年 2 月現在で 17 名の職員が所属しており、必要に応じて他部署から一時的に人員を補

充しながら業務を運営している。職員 17 名のうち 13 名が技術職で、管理技術者 1 名の下に 6 名

の監督職員（Supervisory Officer）と 6名の技師（Engineer）が在籍している。なお、担当者 2

名が各々の勤務時間のおよそ 30％を験潮業務に充てており、残りの時間は他の測地業務に充てて

いる。 

本プロジェクト実施により電子基準点数の増加、データセンターの拡張、験潮所の機材増設が

行われる。これらの機材について SOB は基本的な技術を有しているものの、各機材の運営及び維

持管理業務が増大するため、測地課の現体制のままでは対応は難しいと思われる。そのため、運

営・維持管理に関する技術水準の向上が必要となる。 

なお、主管官庁の国防省はバングラデシュの国防を担う機関であるが、SOB は軍の指揮命令系

統から完全に切り離された文民組織である。電子基準点は、高精度かつ効率的な測量や地理空間

情報作成を目的に利活用され、軍事利用には供されない。 
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２-１-２ 財政・予算 

本プロジェクト実施に際して必要となるバングラデシュ側負担経費については、SOB により確

保される。SOB の予算は特定のプロジェクトのための開発予算（Development Budget）と一般予

算（Revenue Budget）に区分されており、開発予算は国家経済評議会執行委員会（Executive 

Committee for National Economic Council、以下「ECNEC」）による承認を経て、確保される。 

また、本プロジェクト完了後の運営・維持管理費についても、実施機関である SOB により確保

される。運営・維持管理費は開発予算及び一般予算から支出される。一般予算の過去 3年の年間

予算と支出額は下表のとおりである。一般予算・支出ともに過去 3年で増加している。 

表 ２.１ SOB の年間一般予算と支出（単位：BDT） 

年度 2014～2015 2015～2016 2016～2017 

一般予算 247,200,000 304,600,000 415,200,000 

支出 243,000,000 300,200,000 397,400,000 

出典：SOB（バングラデシュ測量局） 
 
今後の一般予算案について、その内訳（一部抜粋）は下表のとおりである。施設の運営・維持

管理は、その内容に従い表中の「機材費」または「修理・メンテナンス費」に計上される。この

2項目の合計額は 2019-2020 年度で 13,500,000BDT である。 

表 ２.２ SOB の予算案（一般予算、単位：BDT） 

項目／会計年度 2016～2017 2017～2018 2018～2019 2019～2020 

研究・開発費 500,000 500,000 600,000 600,000 

研修費 1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000 

コンピューター・事務用品費 1,500,000 1,500,000 1,500,000 1,500,000 

機材費 4,000,000 7,000,000 9,400,000 9,500,000 

修理・メンテナンス費 3,000,000 3,000,000 4,000,000 4,000,000 

人件費等 405,194,000 436,607,000 464,580,000 498,155,000 

出典：「デジタルバングラデシュ構築のための地図作成能力高度化プロジェクト（NSDI 構築支援）」報告書 

 
既存の電子基準点 6点（データサーバーを含む）に係る運営・維持管理は、2017 年 6 月までは

SOB 職員及び民間業者によって実施されてきた。SOB は民間業者とのメンテナンス契約を締結して

いる。直近の契約は 2016 年 3 月から 16 か月間の契約であり、GNSS 受信機本体、アンテナ、ソフ

トウェアの保障（部品交換含む）、3 か月ごとの現地企業エンジニアによる電子基準点の訪問メ

ンテナンス、電子基準点とデータサーバーとの間の通信費及び外部へのデータ配信にかかる全て

の通信費が含まれていた。一方、データサーバー等その他の交換部品代、機材メーカーのエンジ

ニアの出張保守費は契約に含まれておらず、交換が必要な場合は部品代金を別途支払うという契

約内容であった。この契約実績に基づき本プロジェクトで増設する予定の電子基準点 73 点（可搬

型 2 点を除く）の維持管理費を試算すると 35,770,000BDT である。これは 2019-2020 年度の一般

予算案の約７%に相当し、「機材費」と「修理・メンテナンス費」の合計額を上回る。本プロジェ

クト完了後は、これに加えて電子基準点管理システム、験潮所の維持管理費も必要となる。した
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がって、本プロジェクト完了後の運営・維持管理を確実に行えるよう、メンテナンス契約内容の

見直し（簡略化）、開発予算の確保、SOB の一般予算増額が予定されている。 

２-１-３ 技術水準 

2011 年以来、SOB は既存 6点の電子基準点（データサーバー含む）を運営・維持管理してきた。

運営・維持管理を担当している測地課には技術者が 13 名在籍しており、うち 7名は電子基準点の

運営・維持管理に携わっている。また、7 名中 4 名はデータサーバーの運営・維持管理にも対応

している。 

電子基準点（データサーバー含む）の維持管理について、SOB 職員が対応（故障原因の特定・

交換）できない不具合等が発生した場合に備え、SOB は 2017 年 6 月まで民間業者との委託契約を

締結してサポートを受けていた。サービス内容は、バッテリー等の定期的な部品交換、故障時の

対応（部品交換含む）、定期点検、清掃（ソーラーパネル等の周辺機器を含む）、ソフトウェア

のバージョンアップ等から構成される総合パッケージ契約である。この期間において SOB 職員は

民間業者のエンジニアとともに 3 か月ごとの定期訪問メンテナンスを行っており、現在では SOB

職員自身により電子基準点を構成する部品交換、ケーブルの配線、ファームウェアのアップデー

ト、受信機の再起動等を実施することが可能である。ただし、定期訪問によるメンテナンスにつ

いて、作業マニュアルやチェックリスト等のドキュメントは整備されておらず、担当職員の記憶

に頼って実施されているため、実施内容や品質にばらつきがある。 

2017 年 7 月以降は、維持管理に関する民間業者との契約は締結していないが、受信機やルータ

ーの故障については SOB 職員では対応できないため、必要時に個別のサポートを委託することに

している。なお、落雷被害による部品交換を除き、2017 年 7 月以降に民間業者の技術的サポート

が必要な不具合は発生していない。 

データサーバーの運営・維持管理については、4 名の SOB 職員が担当している。ただし 4 名と

も情報通信技術（Information and Communication Technology、以下「 ICT」）に関する技術的

背景を持っていないうえ、測地課員としての測量作業と並行して運営・維持管理業務を実施して

いる。そのため、特に維持管理に関しては外部の SOB 職員（ICT 担当、測地課外）と SOB が雇用

している外部 ICT コンサルタントに頼っているのが実情である。 

ソフトウェアについて、SOB は地図データや空中三角測量成果等（航空写真や衛星等の画像デ

ータを含む）を集中管理しており、データサーバーを運用するための基本的な能力は有している

と考えられる。一方、SOB には ICT に関する知識を十分に有する職員が少ないため、障害発生時

の原因の特定・分析・切り分けが適切に行えず、ソフトメーカーからのサポートを受けていても

不具合を解消するのに時間がかかる場合がある。 

験潮所の運営・維持管理は、SOB 職員が 1 回／月の頻度で験潮所があるチョットグラムを訪問

して実施している。訪問時に記録紙とデータの回収、必要な部品の交換、験潮儀の校正を行って

いる。また、１回／年の頻度でダイバーを雇用し導水管に溜まった泥土の除去作業を行っている。
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現在設置されているフロート式験潮儀の運営・維持管理については、SOB は現状でも十分な技術

水準を有している。一方、国際的潮流では、フロート式から電波式に移行されつつあるが、電波

式験潮儀については運用経験がない。基本的な運用については、既存のフロート式験潮儀と電波

式験潮儀との大きな相違がないが、機材の維持管理や校正方法、水準点と験潮儀間の水準測量の

方法等、機材特有の扱い方を習得し、また、新旧験潮儀の並行観測を行って観測データの連続性

を保つことが必要である。 

このように、SOB は運営・維持管理実績を通じて基本的な技術を有しており、プロジェクト実

施に対する支障はなく、初期操作指導、運用指導、ソフトコンポーネントによる技術指導を行う

ことで、本プロジェクトの円滑な立ち上がりや完了後の自立発展性が維持できると判断される。 

２-１-４ 既存施設・機材 

(1) プロジェクトサイトにおける既存施設・機材 

本プロジェクトは、屋上設置型電子基準点システム、可搬型電子基準点システム、電子基準点

管理システム、験潮儀システムを含むが、機材の据付対象となるプロジェクトサイトは機材ごと

に異なる。 

 1) 屋上設置型電子基準点システム 

屋上設置型電子基準点システムの据付対象となるプロジェクトサイトは、バングラデシュ全国

に散在する 73 点の公共建築物屋上である。屋上は鉄筋コンクリート構造の陸屋根であり、電子基

準点の据付に支障がなく、また、建築物の安全性についてはバングラデシュ側により担保されて

いる。公共建築物の屋上には、給水タンク、エレベーター塔屋等が整備されているものの、本プ

ロジェクトの実施に支障のある施設・機材は存在しない。 

 2) 可搬型電子基準点システム 

可搬型電子基準点システムは、SOB テジガオン（Tejgaon）庁舎に納入・保管される。可搬型の

ため、据付工事は発生しない。 

 3) 電子基準点管理システム 

電子基準点管理システムの据付対象となるプロジェクトサイトは、既存の SOB ミルプール庁舎

である。SOB ミルプール庁舎にはサーバー室が整備されており、空調設備、空気清浄機、電源（予

備含む）が供給されている。 

 4) 験潮儀システム 

験潮儀システムの据付対象となるプロジェクトサイトは、既存のチョットグラム験潮所である。

チョットグラム験潮所は 1992 年度から 1994 年度まで JICA 開発調査として実施された「バングラ

デシュ国・国土測地基準点網整備計画調査」において、同国の標高の基準となる平均海面の決定

を行うために建設された観測施設である。同験潮所には、フース型フロート式験潮儀が設置され、
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アナログ式ペンレコーダとデジタル式レコーダの 2 種の記録装置により験潮データを連続的に記

録している。1993 年から 1994 年まで JICA 専門家の指導の下に行われた験潮業務により、バング

ラデシュ国の標高の基準となる平均海面の位置が定められた。 

SOB は、1993 年 1 月に観測を開始して以来、今日まで 25 年間にわたり験潮所を維持管理してい

る。験潮データの回収は 1 回／月の頻度で SOB 職員が同地に出張し、記録紙とメモリーカードを

測量局本庁に持ち帰ることで行い、メモリーカードに記録されたデジタルデータを PC に取り込む

とともに記録紙との比較照合を行い、デジタルデータに過誤がないか点検を行っている。 

SOB の験潮業務の目的は標高の基準となる平均海面の位置の監視であり、その目的のためにデ

ジタルデータを 1 カ月毎に平均化し、月毎及び年毎の平均海面の高さとしてまとめ、潮位に大き

な変動がないことを確認している6。オリジナルの験潮データ（6 秒間隔）及び月毎の験潮データ

（1時間間隔）は有償で提供されている（1時間データは 500BDT／年、6秒データは 300BDT／月）。

主なユーザーは験潮業務を行う機関である BWDB、BIWTA、海軍水路部のほか、研究機関である水

モデリング研究所（Institute of Water Modeling 、以下「IWM」）、ダッカ大学、海外を含めた

研究機関である。 

験潮所の機材は、比較的良好に維持管理されてはいるものの、ペンレコーダは設置当初から同

じ機材が利用されており、また、デジタル式レコーダは 2004 年に故障のために JICA プロジェク

トの予算で入れ替えが行われ、現有機は 14 年目を迎えている。現有のフロート式験潮儀は海水を

導入した験潮井戸の中にフロートを浮かべるタイプのものであるが、我が国の気象庁では、その

多くがフロート式から電波式の機材に替わっており、同じく国土地理院でも 2017 年度に 1点がフ

ロート式から電波式に切り替わっている。日本のみならず国際的潮流では電波式験潮儀への移行

が進められており、バングラデシュの他の機関においても電波式の導入が進みつつある。 

既存機材の有する課題としては、データの回収が月に 1 回のみであるため、験潮記録に異常が

あってもその対応が遅れ、欠測期間が長引くことがあげられる。異常を早期に発見できるように

すべきである。また、1 回／月のデータ回収のために職員 1 名が 2 泊 3 日あるいは 3 泊 4 日で出

張しているが、この業務の効率化を図ることも考慮すべきである。また、験潮儀及び記録装置（ア

ナログ、デジタルとも）を製作した企業が既になく、部品や消耗品の入手が困難になっており、

2017 年に記録紙調達の入札を実施したが応札者がなく、現在は記録紙のストックがない状態であ

る。この事例は製作企業以外からの消耗品の調達も困難であることを示している。さらにデジタ

ル式レコーダは設置後 11 年で故障し、代替機も 14 年目を迎えているため、近い将来の故障発生

が危惧され、早期に機材を更新すべき状況となっている。 

 

                             

6 験潮所で定めた仮想の基準面からの高さで示すと、1993 年から 1994 年までの平均海面高は 3.486m、1994 年か

ら 2012 年までのものは 3.478m である。 
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(2) プロジェクトサイト以外の既存施設・機材 

 1) 電子基準点（データサーバー含む） 

SOB は、地理空間情報の作成・更新・提供だけでなく、国家の位置と測量の基準となる国家測

地網の構築と維持管理をも担っている。測地網のデータは、地籍測量等を実施する他の政府機関

だけでなく、地理空間情報の作成やインフラ開発に関係する測量を実施するため民間でも広く利

用されている。他方、デジタルバングラデシュの政策理念に基づき、SOB はデータの利用手続き

の簡素化やオンライン手続きへの移行を進め、その一環として電子基準点を設置した。 

既存の電子基準点は、1点はダッカ（SOB テジガオン（Tejgaon）庁舎、測地部の建築物屋上）、

他の 5点はチョットグラム（Chattogram）、クルナ（Khulna）、マウルビバザール（Maulavi Bazar）、

ラジシャヒ（Rajshahi）、ランプール（Rangpur）の軍用地に設置された。点間距離は、約 130～

200km である。実用に耐えうる精度での測量は、これら大都市の近傍に限定されている。観測デ

ータは、GNSS 受信機によるスタティック測量と RTK 測量に提供されている。ただし、RTK 測量に

提供されているデータは、複数の電子基準点から送信されるデータを活用するネットワーク型RTK

向けではなく、単独の電子基準点から送信されるデータを活用する一般の RTK 測量向けである。 

既存の電子基準点には、トリンブル社の「NetR9」が採用されている。電子基準点は測量の基準

となるものであり、相応の性能が求められる。また、GNSS 測量だけでなく、モバイルマッピング

システム（Mobile Mapping System、以下「MMS」）等の多目的な用途に使用されていく可能性が

ある。このため、現行機種と同等以上の性能を確保する必要がある。 

電子基準点ネットワークを全国展開し、そのデータをオンラインサービスで幅広くかつ都市部

／農村部を問わず提供していくことが望まれる。また、落雷により GNSS 受信機、ルーターが故障

し、観測の欠損が発生したため、故障発生率を低く抑えることが望まれる。 

表 ２.３ トリンブル社 NetR9 の性能 

性能項目 主な仕様 

捕捉衛星 GPS、GLONASS、Galileo 等 

測位性能 高精度スタティック測量  水平：3mm+0.1 ppm7 RMS8、高さ：4mm+0.4 ppm RMS 

RTK 単基線<30km       水平：8mm+1 ppm RMS、高さ：15mm+1 ppm RMS 

Network RTK             水平：8mm+0.5 ppm RMS、高さ：15mm+0.5 ppm RMS 

記録容量 内部メモリ：8GB、 

外部メモリ：1TB 以上（ただし既存機材には外部メモリは設置されていない） 

防塵・防水規格 IP67 

内部バッテリー 最大 15 時間の連続動作が可能 
 
 
なお、既存の電子基準点 6点は、2011 年の設置から約 7年が経過し、まもなく耐用年数（我が

                             

7 Parts Per Million（100 万分の 1の意）。主に濃度を表すために用いるが、不良品発生率などの確率も表す。 
8 Root Mean Square（二乗平均平方根）。統計値や確率変数を二乗した値の平均値の平方根であり、単位が元の統

計値・確率変数と同じという点が特徴である。 
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国の国土地理院では受信機を 7 年で更新）を迎える。バングラデシュ国の保守計画に関する政府

承認を前提とするが、SOB によれば、バングラデシュ側の開発予算により既存 6 点の更新を検討

していくとのことである。 

既設のデータサーバーは、全国 6 点に配置された電子基準点の観測データを集積し、観測デー

タの蓄積とスタティック測量及び RTK 測量の利用者にデータ配信を行う目的で設置されており、

2011 年 12 月以来、2017 年 9 月に落雷の影響で電子基準点に接続していたスイッチングハブに過

電流が流れたことによる破損を除き、大きなハードウェア障害を発生することなく継続的に運用

されている。しかしながら、データサーバーの設置場所は SOB テジガオン庁舎 3 階の執務室の一

部を間仕切りしている状態であり、空調管理、防塵対策や施錠管理は必ずしも十分なものではな

い。また、SOB 全体のネットワークとは切り離され、独自のインターネット回線契約をインター

ネットサービスプロバイダ（Internet Service Provider、以下「ISP」）と締結している。SOB

の内部ネットワークからサーバーへ直接アクセスできず、また、システム管理やデータ抽出作業

をインターネット経由で行っているため外部からの侵入も可能でありセキュリティが脆弱である。

さらに、外部公開用のインターネットプロトコル（Internet Protocol、以下「IP」）アドレスは

ドメイン登録されておらず、IP アドレスがそのまま公開されている状況である。そのため、サー

バーやネットワーク機器の攻撃に IP アドレスが悪用される危険性がある。 

SOB テジガオン庁舎に設置されているサーバーは 2 台の物理サーバーで構成され、それぞれ同

じソフトウェアが導入され、冗長化9がされている。ただし、設計規模は電子基準点 6点を対象と

したものであり、電子基準点の増設にシステム構成（CPU、メモリ、記憶容量）が対応できず、ま

た導入後 6 年を経過し、耐用年数を迎えようとしているため、機材の一部更新・拡張による対応

は現実的ではない。また、ソフトウェア構成（ライセンス数）も 6点を対象としている。 

観測データのバックアップについては、自動化されておらず、担当職員が手動で外部メディア

へ複写し、その間隔も特に定めていない状況である。システムに障害が発生した際に、初期イン

ストール作業やデータ復元作業等が必要となり、システムの復旧時間が長くなるため、自動バッ

クアップの導入やバックアップ徹底のための手順化等が強く望まれる。 

２-２ プロジェクトサイト及び周辺の状況 

２-２-１ 関連インフラの整備状況 

(1) バングラデシュの電気事情 

バングラデシュでは近年電化率が上昇しており、電力へのアクセスが可能な人口は 1990 年の

22％から 2016 年には 76％となっている。一方で、クーラー等の空調設備の利用が一般化し、電

力需要が増大しており、特に気温が高い時期には停電が頻繁に発生する。 

                             

9 万が一に備え、代替用の設備を用意しておき、故障や障害が発生した場合にサービスを継続的に提供できるよう

にすること。（出典：デジタル用語辞典） 
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(2) バングラデシュの携帯電話網事情 

バングラデシュでは携帯電話網が急速に発達している。2013 年時点では国営の Teletalk 社の

みが実施していた 3G ネットワークも、2018 年現在では Grameenphone、Banglalink、Robi、Airtel、

の各社が参入し、全土の主要地域をカバーするようになった。インターネットへのアクセスが容

易になり、データ通信が一般的に普及している。 

(3) バングラデシュの道路事情 

主要道路は全国に張り巡らされているが、沿岸部を中心に雨季には水没する地域が多い。また、

道路が整備されておらずアクセスが困難な地域も存在している。 

モータリゼーションに伴い、車両等の排気ガス、粉塵、埃や煤煙等に起因する大気の悪化等も

懸念されている。 

(4) 屋上設置型電子基準点システムのプロジェクトサイト 

本プロジェクトで協力対象とする屋上設置型電子基準点システムは、バングラデシュ政府、ま

たは地方行政庁が所有する既存公共建築物の屋上に設置される予定である。公共事業局（Public 

Works Department、以下「PWD」）の協力を得て実施された SOB による公共建築物の選定調査の結

果をふまえ、現地再委託によりサイト状況調査を行った。 

サイト状況調査により確認した内容は、以下のとおりである。 

 1) アクセシビリティ 

主要都市からのアクセス、建物内の通路幅等を調査し、特段の支障なく機材を設置可能である

ことを確認した。 

 2) サイト所有者の同意取り付けのプロセス 

機材を設置するにあたり、長期的なサイト（公共建築物）の使用許可を所有者から得る必要が

ある。このため、サイトの所有者（機関）名、許可取得に係る担当者名・連絡先、プロセス等を

確認し、支障なく使用許可を取得できる見込みであることを確認した。機材の据付に先立ち先方

負担にて同意を取り付ける。 

 3) 電子基準点の機能を阻害する要因の確認 

気象レーダー、携帯電話の電波塔や GNSS 衛星からの電波が乱反射するような障害物（貯水槽、

鉄製の梯子・工作物等）等を調査し、特段の支障がないことを確認した。 

 4) 建築構造に対する安全性の確認 

本プロジェクト実施中及び完了後に電子基準点システムが継続して利活用できるよう、据付対

象建築物の構造が安全・堅牢であることが不可欠である。以下の判断基準により確認した。 

 バングラデシュ建築基準（1995 年版）（Bangladesh National Building Code, 1995）に則

って建設されていること。または（1995 年以前に建設された場合等）、構造の安全性を示
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す設計図等を有していること。 

 建て増しされていないこと、また、建て増しの計画がないこと。 

 対象建築物の屋上において、発電機が稼働していないこと。 

 柱及び梁に構造クラックが生じていないこと。 

なお、目視で確認できる安全性は極めて限定的であるため、プロジェクト実施中及び完了後の

建築物の安全担保については先方責任とすることで合意している。 

屋上設置型電子基準点システムのプロジェクトサイトとして選定された公共建築物は、下表の

とおりである。 

表 ２.４ 屋上設置型電子基準点システムのプロジェクトサイト 

No. 所在地、建物名称 

1 Barguna Polytechnic Institute 

2 Barisal Barisal Passport Office 

3 Bhola Sarkari Shishu Paribar (Balika) 

4 Char fashion Govt. Tafnal Baret Model Multilateral High School (TB High School) 

5 Patuakhali Sarkari Shishu Paribar (Balika) new 

6 Alikadam Matamohoree Bhabon, Alikadam Cantonment 

7 Bandarban Bandarban Govt. Women’s College 

8 Brahmanbaria Police Fari (New Building) 

9 Chandpur Chandpur Circuit House 

10 Banshkhali,  

Chattogram 

Banshkhali Adarsho High School 

11 Chattogram Chattogram Port Authority Girls High School and College 

12 Sitakundu Shadek Mastan Govt. Primary School 

13 Comilla Alekjan Memorial High School (New Building) 

14 Laksam Laksam Model Pilot High School 

15 Teknaf Fire Service & Civil Defence 

16 Cox’s bazar Meteorological Observatory Office 

17 Feny Roads ＆ Highway Department 

18 Khagrachari Primary Training Institute ( PTI ), PTI Women hostel 

19 Dighinala Meteorological Observatory Office 

20 Hatia Sukh Char U.P. Banga Bandhu High School, Cyclone Shelter  

21 Noakhali Zilla Register Office 

22 Rangamati Education Office 

23 Dhamalcot Resident-2, Survey of Bangladesh 

24 Faridpur Computer Science Engineering Building, Engineering Collage 

25 Gazipur Horticulture Research Center building (HRC),  

Bangladesh Agricultural Research Institute (BARI) 

26 Shreepur  

(Gazipur) 

New building of Upazila Parisad (Upazilla Nirbahi Office) 

27 Gopalganj Fisheries Polytechnic Institute, Academic Building 

28 Kishoreganj Shishu Paribar 
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No. 所在地、建物名称 

29 Madaripur Department of Youth Development (Juba Unnayn (Mohila Hostel)) 

30 Manikganj Technical training center (TTC) 

31 Munshiganj Diabetes Hospital (New) Munshiganj 

32 Norsingdi Shishu Academy Building 

33 Rajbari Department of Youth Development 

34 Tangail Primary Training Institute 

35 Bagerhat Institute of Marine Technology (IMT), Mohila Hostel 

36 Mongla, 

Bagerhat 

Chalna Bandar Model High School 

37 Chuadanga Technical Training Center 

38 Jessore Jessore New MM Collage Science Building 

39 Jhenaidah Jhenaidah Polytechnic Institute 

40 Koyra, Khulna Koyra Modinabad Model High School (Cyclone Shelter Building) 

41 Kustia Public Library 

42 Meherpur Primary Training Institute 

43 Narail Narail Technical Training Center (TTC), Dormitory Building 

44 Satkhira Technical Training Center 

45 Fulbaria 

(Mymensingh) 

Fulbaria Pilot High School (New building)  

46 Phulpur 

(Mymensingh) 

Phulpur Degree College 

47 Netrakona Bangladesh Meteorological Department (Dormitory building) 

48 Khaliajuri 

(Netrakona) 

Zilla Porishad Dak Banglow 

49 Sherpur Roads＆ Highway Department 

50 Bogra Deputy Commissioner Office 

51 Chapai 

Nawabganj 

Chapai Nawabganj Polytechnic Institute 

52 Panchbibi Fire Service & Civil Defence 

53 Naogaon Technical Training Center (TTC) 

54 Porsha 

(Naogaon) 

Muktizoddha Complex 

55 Natore BADC Building 

56 Pabna Pabna Passport Office 

57 Rajshahi Higher Secondary Teachers’ Training Institute (Hostel) 

58 Sirajganj NID Bhaban 

59 Tarash Upazilla Health Complex 

60 Dinajpur Islamic Foundation & Imam Training Center 

61 Gaibandha Youth Development Department 

62 Kurigram Technical Training Center (TTC) 

63 Lalmonirhat Youth Development Department 

64 Patgram 

(Lalmonihat) 

Fire Service & Civil Defence 
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No. 所在地、建物名称 

65 Nilphamari Youth Development Department 

66 Panchagarh Youth Development Department 

67 Rangpur Cotton Research Center 

68 Thakurgaon Youth Development Department 

69 Habiganj Deputy Commissioner Office 

70 Moulovibazar Mukijoddha Complex 

71 Sunamganj Bangladesh Nutrition Research Institute 

72 Kanaighat, 

Sylhet 

Kanaighat Upazila Parishad New Building  

73 Sylhet Building-3, Deputy Commissioner Office 

 

(5) 可搬型電子基準点システム及び電子基準点管理システムのプロジェクトサイト 

可搬型電子基準点システム及び電子基準点管理システムのプロジェクトサイトは、SOB ミルプ

ール庁舎、SOB テジガオン庁舎である。道路に面しておりアクセスや機材の搬入には支障がない。

また、建築物内に電源が供給されており、プロジェクトの実施に支障はない。 

(6) 験潮儀システムのプロジェクトサイト 

験潮儀システムのプロジェクトサイトであるチョットグラム験潮所は道路からのアクセスが可

能である。既存の機材は太陽光発電により電源を確保している。同様に、本プロジェクトも太陽

光発電による電源確保が必要である。 

２-２-２ 自然条件 

(1) 気温 

平均最高気温は 25〜35℃である。3月から 11 月にかけて気温の高い期間が続くが、乾季や夜間

には寒くなることもある。2014 年にはラジシャヒ管区で最高気温が 42.6℃に達している。 

表 ２.５ 月別最高気温（2006 年～2017 年の平均値）（単位：℃） 

  1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 

ボリシャル 31.00 35.60 37.50 39.00 37.50 37.00 35.40 35.60 36.20 35.60  34.00  30.60  

チョットグラム 32.40 35.50 38.40 40.70 39.50 35.80 35.40 35.50 35.70 36.50  35.30  32.40  

ダ ッ カ 30.20 35.90 38.50 40.20 38.00 37.00 35.80 36.10 36.50 36.50  34.50  31.00  

ク ル ナ 31.00 36.20 38.50 40.70 40.70 38.80 36.20 36.50 36.50 36.00  34.40  30.70  

マイメンシン 29.50 32.90 36.70 38.00 37.50 36.40 36.00 37.50 37.00 36.40  34.80  30.80  

ラジシャヒ 29.40 36.80 40.50 42.50 42.60 42.00 37.70 37.80 37.90 36.50  33.80  30.20  

ランプール 28.70 32.20 35.50 38.50 38.20 37.10 37.00 37.80 36.20 36.20  32.70  29.50  

シ レ ッ ト 31.70 35.00 37.20 39.20 38.00 39.60 37.20 37.60 37.80 37.00  35.00  31.00  

出典：バングラデシュ気象局 
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出典：バングラデシュ気象局 

図 ２.３ 月別最高気温（2006 年～2017 年の平均値）（単位：℃） 

(2) 湿度 

バングラデシュの気候は、典型的な熱帯モンスーンであり、全国的に一年を通して湿度が高い。

特に雨の多い 6月～10 月は月間の平均湿度が 80％～90％程度である。 

表 ２.６ 月別平均湿度（2006 年～2017 年の平均値）（単位：％） 

  1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 

ボリシャル 81  76  74  78  81  86  89  88  88  86  83  83  

チョットグラム 72  67  70  77  80  85  86  85  84  84  78  78  

ダ ッ カ 68  59  57  66  72  78  80  80  80  75  69  72  

ク ル ナ 79  74  71  73  76  83  87  86  86  83  79  82  

マイメンシン 82  75  75  79  80  85  86  86  86  84  82  84  

ラジシャヒ 79  73  65  68  76  82  86  86  85  83  79  81  

ランプール 82  75  68  74  79  83  83  84  84  81  78  82  

シ レ ッ ト 75  66  64  74  79  86  84  85  84  79  75  76  

出典：バングラデシュ気象局 
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出典：バングラデシュ気象局 

図 ２.４ 平均湿度（2006 年～2017 年の平均値）（単位：％） 

 

℃ 



第２章 プロジェクトを取り巻く状況 

２-１４ 

(3) 降水 

雨季（5月～10 月）と乾季（11 月～翌年 4月）に分かれている。管区によって降水量に差があ

り、最も降雨の多いシレット管区の年間降水量は 4,000mm に近い。雨季には雨が降る日が続き、

激しい風を伴うこともある。 

表 ２.７ 月間降水量（2006 年～2017 年の平均値）（単位：mm） 

 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 年間 

ボリシャル 6  16  18  98  221  371  447  346  297  157  30  3  1,978  

チョットグラム 5  11  31  136 338  697  733  485  379  275  40  3  3,060  

ダ ッ カ 3  16  31  120  200  333  433  351  253  144  19  8  1,824  

ク ル ナ 15  24  19  49  184  306  454  368  309  130  27  2  1,872  

マイメンシン 7  14  37  135  265  428  412  385  264  95  9  4  2,008  

ラジシャヒ 8  9  20  70  160  205  256  236  204  91  11  4  1,257  

ランプール 7  11  30  102  285  395  357  369  302  119  2  3  1,990  

シ レ ッ ト 5  33  103  477  619  833  597  691  500  184  30  5  3,924  

出典：バングラデシュ気象局 
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出典：バングラデシュ気象局 

図 ２.５ 月間降水量（2006 年～2017 年の平均値）（単位：mm） 

(4) 風力 

 1) サイクロン 

5 月頃から 10 月頃にかけて、ベンガル湾で発生した亜熱帯性低気圧が発達してできたサイクロ

ンが沿岸部を直撃し、暴風雨によって多くの被害を発生させている。特にチョットグラム管区、

ボリシャル管区で過去に大きなサイクロンを記録している。 

表 ２.８ バングラデシュで発生した主要なサイクロン 

発生日 

(年/月/日) 
状況 場所 

最大風速 

（km/時） 

最大 

上昇 

潮位 

（ft） 

中心 

気圧 

（mbs） 

1960/10/11 猛烈な低気圧性暴風雨 チョットグラム 160 (=44m/s) 15 - 

1960/10/31 猛烈な低気圧性暴風雨 チョットグラム 193 (=54m/s) 20 - 

1961/5/9 猛烈な低気圧性暴風雨 チョットグラム 160 (=44m/s) 8-10 - 
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発生日 

(年/月/日) 
状況 場所 

最大風速 

（km/時） 

最大 

上昇 

潮位 

（ft） 

中心 

気圧 

（mbs） 

1961/5/30 猛烈な低気圧性暴風雨 チョットグラム (フェニ近辺) 160 (=44m/s) 6-15 - 

1963/5/28 猛烈な低気圧性暴風雨 チョットグラム～ 

コックスバザール 

209 (=58m/s) 8-12 - 

1965/5/11 猛烈な低気圧性暴風雨 チョットグラム～ 

ボリシャル沿岸部 

160 (=44m/s) 12 - 

1965/11/5 猛烈な低気圧性暴風雨 チョットグラム 160 (=44m/s) 8-12 - 

1965/12/15 猛烈な低気圧性暴風雨 コックスバザール 210 (=58m/s) 8-12 - 

1966/11/1 猛烈な低気圧性暴風雨 チョットグラム 120 (=33m/s) 20-22 - 

1970/10/23 猛烈な低気圧性暴風雨 

（ハリケーン級） 

クルナ～ボリシャル 163 (=45m/s) 中程度 - 

1970/11/12 ハリケーン風を伴う 

猛烈な低気圧性暴風雨 

チョットグラム 224 (=62m/s) 10-33 - 

1974/11/28 猛烈な低気圧性暴風雨 コックスバザール 163 (=45m/s) 9-17 - 

1981/12/10 低気圧性暴風雨 クルナ 120 (=33m/s) 7-15 989 

1983/10/15 低気圧性暴風雨 チョットグラム 93 (=26m/s) - 995 

1983/11/9 猛烈な低気圧性暴風雨 コックスバザール 136 (=38m/s) 5 986 

1985/5/24 猛烈な低気圧性暴風雨 チョットグラム 154 (=43m/s) 15 982 

1988/11/29 ハリケーン風を伴う 

猛烈な低気圧性暴風雨 

クルナ 160 (=44m/s) 2-14.5 983 

1990/12/18 低気圧性暴風雨 コックスバザール沿岸部 115 (=32m/s) 5-7 995 

1991/4/29 ハリケーン風を伴う 

猛烈な低気圧性暴風雨 

チョットグラム 225 (=63m/s) 12-22 940 

1994/5/2 ハリケーン風を伴う 

猛烈な低気圧性暴風雨 

コックスバザール～ 

テクナフ沿岸部 

278 (=77m/s) 5-6 948 

1995/11/25 猛烈な低気圧性暴風雨 コックスバザール 140 (=39m/s) 10 998 

1997/5/19 ハリケーン風を伴う 

猛烈な低気圧性暴風雨 

シタクンドゥ 232 (=64m/s) 15 965 

1997/9/27 ハリケーン風を伴う 

猛烈な低気圧性暴風雨 

シタクンドゥ 150 (=42m/s) 10-15 - 

1998/5/20 ハリケーン風を伴う 

猛烈な低気圧性暴風雨 

チョットグラム沿岸部 173 (=48m/s) 3 - 

2000/10/28 低気圧性暴風雨 サンダルバン沿岸部 

（モングラ近辺） 

83 (=23m/s) - - 

2002/11/12 低気圧性暴風雨 サンダルバン沿岸部 

（ライマンガル川近辺） 

65-85 (=24m/s) 5-7 998 

2004/5/19 低気圧性暴風雨 コックスバザール沿岸部 

（テクナフ～アクヤブ沿岸部） 

65-90 (=25m/s) 2-4 990 

2007/11/15 ハリケーン風を伴う 

猛烈な低気圧性暴風雨 

（Cyclone SIDR） 

クルナ～ボリシャル沿岸部 

（バレシャワル川近辺） 

223 (=62m/s) 15-20 942 

2009/5/25 低気圧性暴風雨 

（Cyclone AILA） 

西ベンガル～クルナ 

（サガール沿岸部） 

70-90 (=25m/s) 4-6 987 
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発生日 

(年/月/日) 
状況 場所 

最大風速 

（km/時） 

最大 

上昇 

潮位 

（ft） 

中心 

気圧 

（mbs） 

2013/5/16 低気圧性暴風雨 

（Cyclone MAHASEN） 

ノアカリ～ 

チョットグラム沿岸部 

100 (=28m/s) - - 

2015/7/30 低気圧性暴風雨 

（Cyclone KOMEN） 

チョットグラム～ 

コックスバザール沿岸部 

65 (=18m/s) 5-7 988 

2016/5/21 低気圧性暴風雨 

（Cyclone ROANU） 

ボリシャル～ 

チョットグラム沿岸部  

128 (=36m/s) 4-5 992 

2017/5/30 猛烈な低気圧性暴風雨 

（Cyclone MORA) 

チョットグラム～コックスバ

ザール沿岸部、クトゥビア近辺 

146 (=41m/s) - - 

出典：バングラデシュ気象局 

 2) 竜巻 

乾季から雨季への変わり目となる 4～5月頃、気圧変化の影響及び風向が変わることにより竜巻

が発生する。影響を受けている地域は、主にベンガル湾沿岸部である。 

表 ２.９ バングラデシュで発生した主要な竜巻 

発生日 発生場所 
被災面積 

(km2) 

継続時間 

(分） 

最大風速 

（km/時） 
死亡者数 被災者数 

被災額 

（百万タカ） 

1969/4/14 デムラ 155.5-168.4 5-7 644 922 16,511 40-45 

1973/8/17 マニクガンジ 20.7 8-10 322 100 1,000 10 

1974/4/10 ファリドプール 25.9-39.9 12-15 242 46 算定不能 数百万タカ 

1974/4/11 ボグラ 25.9-31.1 10-15 242 28 75 10 

1976/5/9 ナラヤンガンジ 2.59 1-2 242 1 42 数百万タカ 

1977/4/1 ファリドプール 51.8 2-3 322 500 6,000 12 

1989/4/26 サトゥリア 150.2 数分間 388-419 526 算定不能 数百万タカ 

1990/4/20 シラジゴンジ 77.7 40 193 29 2,000 - 

1991/5/7 ガジプール - 数分間 298 46 400 - 

1991/5/18 グラナディ 207.2 数分間 251 17 400 - 

1995/5/8 ロウハジャング - 数分間 250 34 数百人 - 

1996/5/13 タンガイル 6 地区 16 村落 5-8 320-400 570 30,000 - 

2013/4/22 ブラモンバリア 20 村 数分間 170 31 500 - 

出典：バングラデシュ気象局 

 3) 風速 

サイクロンや竜巻による影響で、チョットグラム管区、ボリシャル管区、クルナ管区において

強風が記録されている。 
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表 ２.１０ 月別最大風速（2006 年～2017 年の最大値）（単位：m/s） 

  1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 

ボリシャル 4.12  6.17  9.26  8.23  10.29  12.35  6.17  7.72  7.72  10.29  41.16  4.12  

チョットグラム 10.29  10.29  16.46  16.46  23.15  14.40  10.29  10.29  10.29  12.86  20.58  8.23  

ダ ッ カ 5.14  5.14  10.29  10.29  9.26  6.17  7.20  5.14  6.17  11.32  10.29  5.14  

ク ル ナ 4.12  6.17  7.72  6.17  10.29  8.23  11.83  7.72  7.20  11.32  33.44  3.60  

マイメンシン 4.63  5.14  6.17  6.69  12.86  6.17  6.17  7.72  7.72  6.17  5.14  4.12  

ラジシャヒ 6.69  4.63  6.69  6.17  7.72  6.69  6.69  6.69  6.69  7.20  6.69  4.63  

ランプール 13.89  6.17  6.17  8.23  14.40  7.20  6.17  6.17  9.26  10.29  9.26  4.12  

シ レ ッ ト 6.17  8.23  20.58  18.52  15.43  9.26  8.23  9.26  9.26  8.23  12.35  6.17  

出典：バングラデシュ気象局 
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出典：バングラデシュ気象局 

図 ２.６ 月別最大風速（2006 年～2017 年の最大値）（単位：m/s） 

(5) 落雷 

4 月から 9月の雨季に落雷が多く発生する。特にシレット管区は落雷が多い。 

表 ２.１１ 落雷発生回数（2006 年～2017 年の平均値） 

  1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10月 11月 12月 年間 

ボリシャル 0.3  6.4  12.9  28.6  56.4  55.4  24.8  35.8  44.4  26.4  1.7  0.0  293.1  

チョットグラム 0.0  2.1  9.9  26.3  45.4  38.2  11.6  15.2  31.1  26.2  3.1  0.3  209.4  

ダ ッ カ 0.4  4.7  17.0  37.7  53.4  43.2  22.1  41.6  45.9  22.6  0.5  0.4  289.5  

ク ル ナ 0.3  6.0  8.8  16.0  32.6  27.7  17.0  19.2  20.1  13.0  1.5  0.0  162.2  

マイメンシン 1.1  3.8  15.2  55.4  74.3  77.7  49.6  64.8  64.1  22.5  0.0  0.2  428.7  

ラジシャヒ 1.3  3.1  14.5  31.4  53.7  57.2  37.9  42.2  51.3  16.6  0.6  0.0  309.8  

ランプール 0.9  3.1  13.8  38.8  75.8  67.5  42.9  49.5  57.1  14.7  0.0  0.1  364.2  

シ レ ッ ト 1.0  12.5  50.5  157.5  160.9  163.8  78.5  120.9  107.9  38.3  1.5  0.7  894.0  

出典：バングラデシュ気象局 
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出典：バングラデシュ気象局 

図 ２.７ 落雷発生回数（2006 年～2017 年の平均値） 

(6) 地震 

地震の発生頻度は少なく、近年は地震による大きな被害はほとんど記録されていない。ただし、

稀にマグニチュード 6.0 を超える地震が発生している。 

表 ２.１２ バングラデシュ（周辺含む）において発生した地震 

発生日 

震源地 
地震の 

大きさ(*) 
発生日 

震源地 
地震の 

大きさ 
北緯 東経 北緯 東経 

度 分  度  分  度 分  度  分  

1918/7/8 24 30 91 0 7.6 2012/9/29 6 10 92 46 5.3 

1923/9/9 25 18 91 0 7.1 2012/10/3 26 51 92 48 5.1 

1930/9/2 25 30 90 0 7.1 2012/10/16 36 14 69 47 5.0 

1932/3/24 25 0 90 0 7.4 2012/11/11 23 47 95 55 6.6 

1932/3/27 24 30 92 0 7.4 2012/11/11 22 47 95 43 5.7 

1932/11/9 26 30 92 0 7.4 2012/11/12 23 13 95 59 5.7 

1933/3/6 26 0 90 30 7.6 2012/12/22 22 24 94 36 5.5 

1935/5/21 28 48 89 18 6.3 2013/1/9 25 20 94 57 5.9 

1941/1/21 27 0 92 0 6.8 2013/3/2 24 14 92 0 5.4 

1954/2/23 28 30 91 30 6.5 2013/3/6 28 18 82 4 5.0 

1959/2/22 28 30 91 30 5.7 2013/4/1 23 24 95 58 5.0 

1964/2/18 27 30 91 6 5.6 2013/4/3 18 43 95 3 5.8 

1967/9/6 24 6 91 42 5.0 2013/4/4 19 18 95 44 5.7 

1967/9/15 27 24 91 48 5.8 2013/4/11 19 29 95 56 5.2 

1967/11/14 25 0 91 30 5.1 2013/4/16 28 49 95 8 5.3 

1968/12/27 24 6 91 36 5.2 2013/8/2 24 5 94 40 5.2 

1969/11/5 27 42 90 12 5.0 2013/10/3 27 16 88 24 5.5 

1970/7/25 25 42 88 30 5.2 2013/11/6 26 12 93 4 5.5 

1971/2/2 23 48 91 48 5.4 2014/1/29 23 52 93 42 5.2 

1976/6/23 21 24 88 42 5.3 2014/5/21 18 8 87 50 6.1 

1984/5/21 23 42 91 30 5.3 2014/9/9 22 6 93 36 5.3 

1984/9/30 25 24 91 30 5.4 2014/11/17 20 42 94 24 5.5 

回数 
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発生日 

震源地 
地震の 

大きさ(*) 
発生日 

震源地 
地震の 

大きさ 
北緯 東経 北緯 東経 

度 分  度  分  度 分  度  分  

2007/5/20 27 15 88 44 5.3 2014/11/22 23 31 93 31 5.6 

2008/7/5 26 7 91 39 5.1 2015/4/21 29 29 81 56 5.0 

2009/9/21 27 40 91 36 6.4 2015/4/25 28 5 84 52 7.5 

2009/10/30 27 29 91 36 5.2 2015/4/25 27 43 85 49 5.1 

2009/12/31 27 31 91 15 5.4 2015/4/25 28 11 84 52 6.4 

2010/9/11 25 52 90 39 5.2 2015/4/25 27 55 85 39 5.4 

2011/2/4 24 51 94 35 6.4 2015/4/25 27 44 85 55 5.0 

2011/2/24 19 26 94 3 5.0 2015/4/25 27 52 85 34 5.0 

2011/3/24 20 7 99 49 6.8 2015/4/25 27 59 84 43 5.0 

2011/3/24 20 30 99 47 5.4 2015/4/25 27 38 85 30 5.3 

2011/3/25 20 48 99 48 5.0 2015/4/25 28 26 87 20 5.7 

2011/5/5 30 21 80 36 5.0 2015/4/25 27 59 85 26 5.0 

2011/5/15 36 41 70 59 5.9 2015/4/25 28 9 84 40 5.2 

2011/6/3 9 41 92 53 5.6 2015/4/25 28 12 85 49 5.3 

2011/6/20 24 59 98 50 5.3 2015/4/26 27 34 84 53 5.6 

2011/8/9 24 48 98 44 5.0 2015/4/26 27 48 86 11 6.6 

2011/9/18 27 48 88 17 6.8 2015/4/26 27 42 85 50 5.0 

2011/9/18 27 31 88 41 5.3 2015/4/26 27 46 85 47 5.3 

2011/10/20 21 32 70 9 5.1 2015/4/27 26 59 88 18 5.3 

2011/11/7 36 28 71 0 5.5 2015/5/12 27 46 86 10 7.1 

2011/11/21 24 49 95 3 5.9 2015/5/12 27 54 86 19 5.6 

2011/11/28 25 14 97 38 5.1 2015/5/12 27 52 86 23 5.3 

2011/12/1 7 39 93 54 5.3 2015/5/12 27 40 86 17 6.0 

2011/12/3 7 31 93 57 5.4 2015/5/12 27 38 85 56 5.0 

2012/3/6 8 21 93 28 5.5 2015/5/12 27 49 85 49 5.1 

2012/3/12 36 13 73 3 5.7 2015/5/12 27 43 86 3 5.2 

2012/4/11 2 3 92 26 8.7 2015/5/13 27 43 84 18 5.1 

2012/4/11 0 41 92 27 8.1 2015/5/16 27 32 86 13 5.6 

2012/4/14 6 17 91 51 5.4 2015/6/13 14 6 93 30 5.2 

2012/4/15 2 34 92 6 6.2 2015/6/28 26 38 90 27 5.4 

2012/4/21 1 40 93 12 6.1 2015/8/23 27 42 86 13 5.0 

2012/4/25 8 59 93 8 5.7 2015/11/19 27 54 85 36 5.0 

2012/4/30 1 45 89 16 5.7 2015/11/27 22 38 95 0 5.4 

2012/4/30 15 2 93 11 5.4 2015/12/19 29 26 81 39 5.3 

2012/5/11 25 52 92 59 5.3 2016/1/4 24 50 93 15 6.6 

2012/6/11 35 16 68 56 5.4 2016/2/5 27 39 85 8 5.1 

2012/6/11 36 9 69 18 5.6 2016/2/22 28 7 85 3 5.1 

2012/7/1 25 31 94 42 5.5 2016/4/13 23 21 94 26 7.2 

2012/7/10 25 38 96 8 5.2 2016/8/1 21 24 94 36 5.0 

2012/7/12 36 7 70 36 5.8 2016/8/23 23 45 94 24 5.0 

2012/7/15 25 29 94 29 5.6 2016/8/24 21 0 94 36 6.8 
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発生日 

震源地 
地震の 

大きさ(*) 
発生日 

震源地 
地震の 

大きさ 
北緯 東経 北緯 東経 

度 分  度  分  度 分  度  分  

2012/7/19 37 25 71 59 5.7 2016/11/28 27 51 86 34 5.3 

2012/7/22 25 16 96 9 5.2 2017/1/3 24 4 92 5 5.5 

2012/7/29 23 6 94 12 5.6 2017/1/4 23 17 94 30 5.1 

2012/8/3 26 29 96 31 5.1 2017/2/24 24 8 93 30 5.0 

2012/8/23 28 17 82 51 5.0 2017/8/3 24 18 93 30 5.1 

2012/9/13 36 45 71 43 5.1 2017/11/18 29 30 95 0 6.3 

2012/9/25 36 46 69 17 5.2 2017/12/29 22 6 94 23 5.0 

*:地震の大きさはマグニチュードで示す。 

出典：バングラデシュ気象局 

(7) 洪水 

洪水による被害が頻繁に発生する。特にチョットグラム管区等で大きな洪水被害がみられる。 

２-２-３ 環境社会配慮 

本プロジェクトで計画する機材は、既存の施設内に設置される。プロジェクトの実施によるサ

イト内や周辺に対する環境や社会への望ましくない影響が最小限、あるいは、ほとんどないと考

えられ、国際協力機構環境社会配慮ガイドラインではカテゴリーCに分類される。 

プロジェクトの実施にあたり環境影響評価（Environmental Impact Assessment、以下「EIA」）、

初期環境調査（Initial Environmental Examination、以下「IEE」）等、バングラデシュ国内で

の環境社会配慮に関する調査、申請、許可等の手続は不要である。 

２-３ その他 

２-３-１ 地球規模の測地基準座標系に関する国連総会決議 

スマートフォンやカーナビゲーション等の普及により、容易に緯度・経度が測れ、位置が把握

できるようになった。しかしながら、地球が完全な球体ではなく、その形状や自転速度が常に少

しずつ変化しているため、正確な緯度・経度の測定には高度な技術を要する。様々な場所で正確

な位置を測り、地球の正確な形状とその変化を知ることは、情報化社会の発展や社会生活の安全、

利便性向上において、必要かつ重要である。 

2015 年 2 月に行われた国連総会では、正確な緯度・経度測定の重要性を認め、世界各国で連携

して「地球規模の測地基準座標系」を維持する協力を強化することを決議している。この決議は、

日本を含む 52 か国の共同提案であり、測量分野では初めての国連総会決議であった。 

世界各国の位置の基準は、国家測量機関が整備する測地網（三角点、水準点より構成）である。

数千、数万点に上る測地網（日本では 12 万点以上）を維持管理するための予算を確保することは

大きな負担であるが、位置精度の維持は不可欠である。このため、維持管理が容易で測量業務を

効率化でき、将来のスマート社会の実現に不可欠な電子基準点への移行が求められている。本プ

ロジェクトは、こうした国際的潮流に合致したものである。 



第２章 プロジェクトを取り巻く状況 

２-２１ 

２-３-２ 携帯電話の電波障害 

(1) 背景 

電子基準点の据付候補地は公共建築物の屋上であり、市街地に位置している。市街地には携帯

電話のアンテナが林立し、かつバングラデシュでは 2018 年 3 月から第 4 世代移動通信システム

（4th  Generation、以下「4G」）へ移行しているため、4G LTE で用いられる携帯電話基地局の

アンテナによる電波と、電子基準点の GNSS 衛星の受信電波とが干渉する恐れがある。そのため、

1) 干渉する可能性のある周波数、2) 世界無線会議での決議（2015 年）、3) バングラデシュに

おける 4G の動向、4) 携帯電話基地局の設置状況について、バングラデシュ電気通信規制委員会

（Bangladesh Telecommunication Regulatory Commission、以下「BTRC」)が公開している情報の

収集及び通信会社との面談を行った。 

(2) 干渉する可能性のある周波数 

携帯電話基地局からの信号が GNSS からの信号と干渉する可能性のある周波数帯域は、全地球測

位システム（Global Positioning System、以下「GPS」）の L1 帯(中心周波数 1575.42MHz)であ

り、GPS、 Global Navigation Satellite System、（以下「GLONASS」）、 準天頂衛星システム

（Quasi-Zenith Satellite System、以下「QZSS」）、 Galileo 及び BeiDou の衛星からの受信に

影響する。日本における実例では、干渉の影響により±2cm 程度の高さの精度劣化が生じている。 

(3) 世界無線会議での決議 

携帯電話基地局が使用できる周波数帯は、各国の無線通信規制を担う組織により決定されるが、

国際的な大枠は世界無線通信会議（World Radio communication Conference、以下「WRC」）の下

で決定されている。バングラデシュは日本と同様に WRC の決議に従っており、航空移動の無線局

と合意することを条件に、GPS の L1 帯に影響する周波数の一部を、4G の携帯電話基地局のために

各国が割当てできることになっている。日本では、2012 年以降、L1 帯の一部を 4G の携帯電話基

地局に割当てており、2013 年以降、日本の一部地域で電波干渉が発生している。 

(4) バングラデシュにおける 4G の動向 

バングラデシュでの周波数の割当は、BTRC が担当し、国家周波数割当計画（National Frequency 

Allocation Plan）として公表されている。直近では、BTRC による携帯電話基地局の無線割当ス

ペクトルのオークションが2018年2月に実施された。これにより、バングラデシュの大都市では、

4G サービスが開始されるためサービス向上に期待する報道が多い。このオークションの対象周波

数は、900MHz、1,800MHz、 2,100MHz であり、4G LTE にも使用可能であるが、これらの周波数は、

GNSS の L1 帯に干渉する可能性は無く、現時点では問題が無い。ただし、今後、割当計画が変更

される可能性もある。 

(5) 携帯電話基地局の設置状況 

バングラデシュでの携帯電話基地局は 400w で送受信し、設置間隔はダッカやチョットグラム等
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の大都市部では約 300m、地方では約 8km である。日本の国土地理院の実例では、携帯電話の影響

を受けた電子基準点は、携帯電話基地局から 1km 以内にある。 

(6) プロジェクトの方向性 

現時点では、携帯電話が利用する周波数は、GNSS の L1 帯に干渉しないため、特段の問題はな

いと考えられる。しかしながら、今後の計画が未定であるため、電波干渉が発生した場合に備え

て、電波干渉の少ない地点への移設が可能な電子基準点を計画する。 

一方、地方都市においても、市街地では携帯電話基地局の電波の影響を受けないような設置場

所の選定は困難な可能性が高い。日本の国土地理院によれば、周波数が混信しても受信機の直前

に減衰器を設置すれば、かなり改善されること、また、減衰器の価格は比較的安い部品であるこ

とから、プロジェクト完了後にバングラデシュ側で十分に対応できると思われる。 

なお、今後も GNSS の L1 帯に干渉しない周波数帯を利用することが望ましいため、SOB に対し

て、周波数割当計画に注意を払うことを要望している。 

２-３-３ 再生可能エネルギー利用 

2011 年に南アフリカで開催された COP17 において、2020 年を目途にすべての国が参加する地球

温暖化対策に向けた枠組みの構築を目指すこととなった。地球温暖化対策には、温室効果ガスの

排出を抑制することや、人為的に排出された温室効果ガスを回収することが有効な手段であり、

太陽光発電は温室効果ガスの削減に有効であることが広く知られている。地球温暖化に対しては、

バングラデシュも例外なく対策が求められている。 

バングラデシュでは、全国民に電気を供給すること、電気の安定供給を確実にすること、適当

な価格で電気を共有することを長期目標として、電力部門改善のための政策綱領 2000（Policy 

Statement on Power Sector Reform 2000)を策定した。続いて、2008 年 12 月には、当時 1%であ

った再生可能エネルギーのシェアを 2015 年には 5％、2020 年には 10％まで拡大することを目標

に、再生可能エネルギー政策（Renewable Energy Policy）が導入された。同政策では、再生可能

エネルギーとして、太陽光、風力、バイオマス、水力、地熱、潮汐等の活用を推進するものとし

ている。加えて、電力需要が拡大している事情もあり、特に公共建築物については、電力需要を

賄うため太陽光発電パネルを導入するよう指導されている（出典:Power Division, Ministry of 

Power, Energy and Mineral Resources, Bangladesh）。 

本プロジェクトで協力対象とする電子基準点は、すでに電源が引き込まれている公共建築物の

屋上に据えつけられる。よって、電源への接続は比較的容易であるが、建築物と電子基準点の所

有者・利用者が異なるため、電源への接続許可・電気料金負担の合意に相応の時間を要する恐れ

がある。協力対象事業の完了と同時に電子基準点の活用を確実に開始するためには、系統電源と

は独立した電源を確保することが望ましい。なお、自然災害発生時等には給電（発電・送電）施

設が機能しない恐れがあるが、独立の設備を有することで、周辺給電インフラの状況によらずサ



第２章 プロジェクトを取り巻く状況 

２-２３ 

ービスを継続することが可能である。 

これらに鑑み、本プロジェクトでは、独立した太陽光発電設備により電子基準点等に電気を供

給する。太陽光発電による電気供給は日中に限られるため、あわせて蓄電設備を整備する。 

２-３-４ 座標系 

世界の測量行政においては、国際地球基準座標系（International Terrestrial Reference Frame、

以下「ITRF」）が一般的に広く採用されている。ITRF は、観測結果から地殻変動等を考慮し、よ

り正確に地球の形状に表す様に順次更新されており、1992、2000、2008、2014 等が存在している。

他に、米国国防総省の座標系であるが、広く有名な世界測地系（World Geodetic System、以下「WGS」）

がある。 

 SOB は、座標系に WGS84、地図投影に Bangladesh Universal Transverse Mercator （BUTM）2010

を採用し、地形図作成を行っている。一方、基準点の座標は、座標系に ITRF1992、あるいは ITRF2008

を採用しており、座標系が異なっている現状がある。 

表 ２.１３ SOB が管理する基準点 

No. 対象となる基準点 座標系 備 考 

1 三角点 ITRF1992 標石基準点 

2 水準点 標高 標石基準点、チョットグラム平均海面 

3 電子基準点 ITRF2008  

 
SOB によれば、本プロジェクトによる電子基準点網の構築後における座標系の運用方針は、以

下のとおりである。 

 地形図について、WGS84 を継続する。 

 測量について、ITRF2008 を正式な成果として提供する。 

 ITRF2014 は、国際的な活動（アジア全体での地殻変動による座標の変動を把握するプロジェ

クト等）で活用する。 

 
なお、日本における座標系は ITRF94（西日本と北海道）と ITRF2008（東日本）を採用している。

座標系の頻繁な変更は国民へ大きな負担を及ぼす恐れがあるため、今後の座標系の変更は未定と

なっている。我が国における過去の変更事例は以下のとおりである。 

 ITRF1994 への移行：測量法・同施行令改正（衛星測位への対応、世界測地系への移行） 

 ITRF2008 への移行：測量法施行令改正（東北地方太平洋沖地震への対応） 

 
バングラデシュでは、測量の座標系と地形図の座標系が異なっている。地形図上でその差異が

見分けられる訳ではなく、また、短期的には移行期間中の基準、整合をどう調整するのかという

課題や行政コストを誰が負担するのかといった課題があるが、長期的には座標系を統一すること

が望ましいと考えられる。よって、本プロジェクトの実施後、座標系に関する長期的な考え方を

継続して検討するよう、バングラデシュ側に求めることが必要である。 
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第３章 プロジェクトの内容 

３-１ プロジェクトの概要 

(1) 上位目標とプロジェクト目標 

第 7次五か年計画（2016～2020 年）に明記されているように、バングラデシュにおいて土地管

理は喫緊の課題となっており、精度が高く効率的な地籍測量の実現が望まれている。また、全土

にわたって道路、橋梁、灌漑等のインフラ開発が活発に行われており、測量の効率化が大きく期

待されている。さらに、電子基準点は測量の効率化のみではなく、農業機械や建設機械の自動運

転に向けた活用、物流の効率化に向けた活用が可能であり、我が国でも利活用が広がりつつある。

バングラデシュにおいても、広く情報発信して利活用を促進することが求められつつある。 

なお、標高計測にあたっては平均海面を決定することが不可欠であるが、バングラデシュの平

均海面を決定するチョットグラム験潮所の機材は交換部品や消耗品の調達が困難であり、継続的

に利用可能な機材に更新することが必要な状況である。 

バングラデシュの国家測量機関 SOB は高精度かつ効率的な測量・地図作成を可能とする電子基

準点の試験的導入を 2011 年に決定し、2018 年 2 月現在、6点が設置・運用されている。しかしな

がら、観測点数が少なく点間距離が 150km 以上と長いため、6 点の電子基準点近傍でしか実用に

耐えうる精度での測量は実現されていない。さらに、標高計測にあたっては、測地学における地

球の形状を示す精密な重力等ポテンシャル面（ジオイド）データの整備が必要であるが、その基

準となる平均海面を決定するチョットグラム験潮所の機材は消耗品が調達できない、継続・安定

した観測が実現できない等の問題を抱えている。 

本プロジェクトは、バングラデシュ全土において電子基準点網を整備するとともに、平均海面

の決定を行う潮位観測機材を増設するものである。バングラデシュ全土において高精度で効率的

な測量・地図作成を可能とし、インフラ整備の効率化を実現するとともに、地理空間情報のデジ

タル化・高度活用のための基盤を整備し、もってバングラデシュ全国民が受益可能な経済成長の

加速化に寄与することを目標とする。 

(2) プロジェクトの概要 

本プロジェクトは、上述した目標を達成するために、バングラデシュの電子基準点網を整備す

るとともに、平均海面の決定を行う潮位観測機材を増設し、これらの運営・維持管理を継続的に

実施できる体制を確立するものである。この中において、協力対象事業は電子基準点網の中核と

なる電子基準点システム 75 点（屋上設置型 73 点、可搬型 2 点）と電子基準点管理システム、潮

位観測をする験潮儀システムの機材を調達し、運営・維持管理体制を確立するための技術指導（ソ

フトコンポーネント）を実施するものである。 
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３-２ 協力対象事業の概略設計 

３-２-１ 設計方針 

(1) 基本方針 

 1) 協力の内容 

バングラデシュにおいて、2018 年 2 月現在、6点の電子基準点が設置・運用されているものの、

実用に耐えうる精度での全土にわたる測量は実現されておらず、かつ、ユーザーも限定的である。

バングラデシュ国全土に電子基準点ネットワークを展開し、精度を確保するため、点間距離を約

40km とし屋上設置型電子基準点システムを整備する。原則として公共建築物の屋上に据え付ける

が、自然保護区等のため常設の設置が困難な南西部や島嶼部での一時的な観測、電波干渉等の要

因により十分な精度のデータが取得出来ない地域での臨時の観測を行えるよう、あわせて可搬型

電子基準点システムを調達する。 

また、電子基準点の配点数が増えるため、精度やサービスの利便性を確保するためには、デー

タサーバーやソフトウェアの強化も必要不可欠であり、電子基準点管理システムの拡張を行う。

また、験潮儀システムを協力対象に含める。 これら協力対象とする機材については、長期的な運

営・維持管理が可能になるよう、過剰な技術を要しないグレードとする。 

加えて、官民への利用普及や継続的な運営・維持管理技術を確立することを念頭にした技術指

導（ソフトコンポーネント）を協力対象に含める。 

一般家具、車両等については、バングラデシュ側で整備するものとし、協力対象範囲としない。 

表 ３.１ 協力の範囲 

項目 内容 

機材調達 屋上設置型電子基準点システムの調達 

可搬型電子基準点システムの調達 

電子基準点管理システムの調達 

験潮儀システムの調達 

機材据付等 調達対象機材の据付、初期操作指導、運用指導 

技術指導 ソフトコンポーネント 

 

電子基準点の観測データを配信するソフトウェアは、電子基準点の配点密度、測量精度、ユー

ザーの利便性を考慮し、SOB がこれまで運用してきた RTK 方式ではなく、ネットワーク型 RTK に

対応することを原則とする。本方式の採用により、測量精度が確保でき、かつ、全土にわたる利

活用が可能になるため、電子基準点の利活用促進と普及に貢献することができる。 

なお、電子基準点を利用した測量作業は主に日中に行うが、交通量の往来の激しい道路や鉄道

の保線作業等における測量作業は夜間に実施されることが多い。また、後処理用のデータ処理は

日中の測量作業と並行して実施せず、夜間に行う可能性が高い。したがって、24 時間 365 日の運

用を前提とする。 
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RTK 方式 

 既知点と観測点の距離は 10～30㎞程度が限界 

 電子基準点の点間距離が長いと、精度が確保

できないエリアができる 

ネットワーク型 RTK 方式 

 既知点と観測点の距離は 70 ㎞程度まで可能 

 電子基準点の点間距離があっても補正するこ

とが可能で、精度を確保できる 

出典：国土地理院 

図 ３.１ RTK 方式とネットワーク型 RTK 方式との比較 

 2) 屋上設置型電子基準点システム、可搬型電子基準点システム 

GNSS 衛星からの電波を良好に受信するために上空視界を確保し、かつ防犯対策等を考慮し、屋

上設置型電子基準点システムは公共建築物屋上に据え付ける。既存の電子基準点ではアンテナ、

GNSS 受信機、ソーラーパネル等が一体型となっているが、据付対象建築物の多様な形状・サイズ

等に柔軟に対応できるよう、分離型を採用する。また、新たな携帯電話の受信基地が設置される

等の影響により、現時点で予期できない電波の受信障害が発生する可能性があるため、障害が発

生した場合に移設が可能な据付方法とし、コンクリート等で固定することは避ける。 

屋上設置型電子基準点システムと建築物の所有者が異なるため、付帯設備として、ガードフェ

ンス等で区切りを設けて責任範囲を明確する。設計にあたっては、強風等の自然条件にも配慮す

る。また、落雷対策として避雷針とアースを設置し、電子基準点ネットワークの安定的な運用と

サービス停止期間の短縮を実現する。 

屋上設置型電子基準点システムで消費する電源は、太陽光発電システムにより供給する。発電

電力を効率的に充電・利用するため、また、電圧と電流を安定化させるため、充放電コントロー

ラー等の設置を行う。 

なお、可搬型電子基準点システムについても、ガードフェンス等の付帯設備を除いて同様の構

成とする。 
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図 ３.２ 電子基準点（CORS）の構成 

 3) 電子基準点管理システム 

電子基準点の観測データの集積・蓄積、観測データの解析・配信を行う。既存 6 点の電子基準

点データについては、SOB テジガオン庁舎のデータサーバーで集積・蓄積、解析・配信を行って

いるものの、新たに整備される電子基準点から得られるデータの解析や、拡大する測量業務等に

対応できる能力を有していないため、SOB ミルプール庁舎内のサーバー室内に新たに機材を据え

付ける。 

電子基準点の観測データを配信するソフトウェアは、上述のようにネットワーク型 RTK に対応

することを原則とする。本プロジェクト完了後のソフトウェア保守経費が増大しないよう考慮し、

ソフトウェアの構成・仕様・価格を決定する。 

電子基準点管理システムを稼働するためのハードウェアは、高い信頼性と可用性を確保しつつ、

省エネルギー化が実現できるよう物理サーバーの数を最小化した構成とする。外部と接続する必

要のある Web サーバーとデータ処理用サーバーはサイバー攻撃からのリスクを低減させるために

物理的に分け、Web サーバーについては非武装地帯10（DeMilitarized Zone、以下「DMZ」）内に

配置する。 

サーバーのハードウェア障害によるシステム停止時間を最小化するために、サーバーの予備機

を準備する。障害発生時に予備機を使用してシステムを稼働させ、長期間停止を防止する。 

 

                             

10 組織の内部ネットワークと危険の多い外部ネットワーク（一般的にインターネット）の間に設置されている隔

離されたネットワーク領域のこと。 

※格納庫と太陽光

パネルは、屋上に設

けるコンクリート

基礎上に設置する。
太陽光パネル 

遠隔操作 
格納庫 

※アンテナタワ

ーの高さは、屋上

の状況により変

更する。 

充放電コン

トローラー 

蓄電池 通信 

アンテナ 

電源制御装置 

ボルト固定 

屋上 

: 避雷器 
データ 
センター 

アンテナタワー

基礎部分 

ルーター GNSS 

受信機 

アンカー 

ボルト 

GNSS アンテナ 
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庁内ネットワーク

SOBテジガオン庁舎 SOBミルプール庁舎（サーバー室）

電子基準点 電子基準点データ利用者

観測者 データ解析 研究機関等

モバイル
通信

無線通信

（既設）
庁内ネットワーク

インターネットVPN

インターネット

データ
解析用

データ
ベース用

バック
アップ用

Web用

（DMZ）

電子基準点用サーバー
電子基準点稼働監視/
データ処理用パソコン

 
図 ３.３ プロジェクト完了後の電子基準点ネットワーク構成図 

 
他方、以下については、相手国側負担とする。 

 テジガオン庁舎とミルプール庁舎とのネットワーク接続 

測地課からモニタリングできる仕組みを構築するため、測地課がある SOB テジガオン庁舎とサ

ーバー室がある SOB ミルプール庁舎はネットワーク接続されている（無線、帯域 300Mbps）。庁

舎間の回線の安定化と冗長化を図るために、インターネットバーチャルプライベートネットワー

ク（Virtual Private Network 、以下「VPN」）で接続を準備し、回線の二重化を図る。 

 外部公開用サブドメインの申請 

SOB は「sob.gov.bd」のドメインを保持している。SOB のサブドメインとなるよう外部公開用の

Web サーバーのアドレスをバングラデシュコンピュータ評議会（Bangladesh Computer Council）

に申請する。 

 SOB ネットワークへの参加 

本プロジェクトで整備する電子基準点管理システムは、SOB のネットワークの一部に取り込ま

れる。そのために、SOB の内部イントラネットで有効な IP アドレスの発行やドメインコントロー

ラーへの登録設定を行う。 

 4) 験潮儀システム 

験潮儀システムは維持管理が容易な電波式験潮儀を導入する。電波式験潮儀は機材から海面ま
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での距離を、機材から放射された電波が海面に反射して返ってくるまでの伝搬時間を計測するこ

とにより計測するもので、我が国においても気象庁、国土地理院において導入が進められている。

我が国の気象庁では 2008 年から電波式の試験観測を始め、2011 年以降全国に展開しているが、

故障のために交換した事例はない。フロート式に比べて電波式は可動部分が少ないため、故障や

劣化の度合いが少なくメンテナンスが容易であること、また、電波式は他の方式と比べて精度が

高いことから、国際的潮流では電波式への移行が進められている。バングラデシュにおいてもBWDB

が 2017 年にこの機材を 36 点に導入して観測を開始しており、BIWTA も 2020 年までに 53 点を調

達予定である。 

なお、電波式を導入することで、校正作業を 1 回／年程度（フロート式は 1 回／月）に減らす

ことができること、また、データのデジタル処理により波の影響の除去ができるため、機材を験

潮井戸の外部に設置することにより、現在は 1 回／年の頻度で実施している験潮井戸の清掃（泥

の除去）が不要となる等、験潮儀の維持管理にかかる手間・費用が縮減されるという利点がある。 

加えて、データの自動収集とオンライン接続によるデータの送信を実現する。データの回収作

業（1 回／月）が不要であり、かつリアルタイムでデータを SOB ミルプール庁舎に送信し、監視

することで験潮データの異常を早期に発見でき、欠測の期間を短縮することができる。また、験

潮所で得られたデータを BWDB、BIWTA、その他の関係機関がリアルタイムに近い形で共有するこ

とで、洪水予測や潮位予測等に利用されるようになる。加えて、国際機関（IOC 等）に SOB 験潮

所のデータが登録されれば、世界的な海面変動の分析に利用できるようになる。 

電源は、プロジェクトサイト周辺には系統電源が引き込まれていないため、太陽光発電により

供給する。また、データ受信側として専用のサーバーを調達し、データの受信、処理、保管、配

信の機能を持たせる。 

なお、機材の増設にあたっては、験潮記録の継続性・連続性が重要であるため、新旧の機材で

並行観測を行い、それぞれの機材の特性から生じる機材間の差異（器差）を特定する必要がある。 
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SOBミルプール庁舎
太陽電池モジュール
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図 ３.４ 験潮所機材構成 

 5) 技術指導 

SOB は 2011 年に設置した 6点の電子基準点から収集したデータの蓄積、解析及びユーザーへの

データ配信／提供を実施しており、電子基準点（データセンター含む）の運営と維持管理に関し、

一定レベルの知識と経験を有している。また、験潮所に関しても 1993 年の観測開始以来、現在に

至るまで大きなトラブルもなく運営と維持管理を実施してきた。よって、SOB は本事業で調達す

る機材の運営と維持管理に関し、現時点で一定の知識と経験を有していると評価できる。 

しかし、本事業で調達する機材を有効に利活用するためには、SOB がこれまで経験していない

業務について技術を習得することが課題となる。これらの課題を解決するために、以下に示す事

項を計画方針としたソフトコンポーネントを実施することにより機材の運営・維持管理能力の技

術水準の向上を図る必要がある。 

 
 SOB が可搬型電子基準点ネットワークの初期設定を実施し、SOB 独自で運用を開始・継続す

るための技術と知識の確立を図る。 

 SOB が験潮所の新旧機材での潮位観測データの連続性を確保するための技術と知識の確立

を図る。 

 SOBがネットワーク型RTK測量用データの配信とネットワーク型後処理キネマティック測量

用データの提供するための技術と知識の確立を図る。 

 SOB が測量分野と測量以外の分野での電子基準点データの利活用促進を目的とした広報活

 
     ︓協力対象事業 
 

︓相手国負担 
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動を行うための技術と知識の確立を図る。 

 
これらの方針でソフトコンポーネントを計画し、本プロジェクトの円滑な運用開始と維持管理

の持続性を確保する。 

特に、験潮所については、新旧の験潮儀の器差を確認するため、新旧機材の並行観測を行う必

要がある。新旧機材の観測結果の比較自体には技術的な困難はないが、新旧機材で差異が出た時

の原因の発見能力やその対処法の考案については、日本の経験を学ぶことが役に立つと考えられ

ることから、SOB 験潮担当職員に対する日本人による技術指導を検討する。無償資金協力事業の

期間内で能力開発を行い、プロジェクト期間中に並行観測から一定の成果を出すことを経験し、

プロジェクト期間終了後においても SOB が継続して観測を行い、さらに確実な結果を出すことを

目標とする 

また、ユーザーが電子基準点を利用するためには、専用の測量機材が必要になる。測量機材の

価格はバングラデシュの価格水準では約 2～3 百万 BDT（約 3～4 百万円、GNSS 受信機＋ローバー

のセット）と比較的高額であるが、既に政府機関だけでなく、複数の民間会社においても機材が

購入されている。大規模なコンサルティング会社は勿論であるが、20 名程度の小規模な測量専門

の会社においても機材購入を進めており、またレンタルも可能であることから、電子基準点のバ

ングラデシュ全土への導入により、さらに電子基準点を活用する傾向が加速化すると考えられる。

また、大手測量機材メーカーの現地代理店、測量部門を有する建設コンサルタント、測量会社か

らの情報によれば、単に廉価な機材ではなく、精度や耐久性等に信頼のある欧米や日本メーカー

の機材に対して購入意欲が高い。電子基準点ネットワークにおいても高精度かつ安定的に維持運

用されることが期待されている。 

 SOB は、観測・蓄積された電子基準点のデータを政府機関だけでなく、民間会社にも広く提供

する計画である。既存 6 点の観測データは提供を開始しており、全国を網羅する電子基準点ネッ

トワークに対する政府機関、民間会社等からの期待は高い。  

(2) 自然環境条件に対する方針 

地震の発生に配慮し、安全性が保てる建築物に機材を据え付ける。調達対象機材は、サイクロ

ン等の強風に配慮し、ガードフェンス等の付属設備を含めて安全な構造とする。 

電子基準点システムは公共建築物の屋上に設置し、洪水等の被害を避ける。あわせて、豪雨時

には屋上に滞水する可能性があるため、電子基準点等の設置に先立ちコンクリート基礎を設ける。

コンクリート基礎は、倒れ・移動がないよう屋上にアンカーで固定し、かつ、雨漏りがないよう

に防水処理を施す。なお、精密機材の格納ボックスは、高温多湿、防塵対策を行う。 

また、落雷に対処するため、避雷針とアースを設置する。なお、避雷針の高さは、アンテナや

機材の格納ボックスを保護できる高さを確保する。また、アース接続先は、周辺への悪影響を避

けるように配慮する。 
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(3) 社会経済条件に対する方針 

バングラデシュでは恒常的に電力が不足しており、停電も多く発生する。農村部の電化も十分

ではなく、停電時には都市部以上に長引く傾向である。電子基準点の据付対象となる公共建築物

には系統電源が引き込まれているが、設置する建築物は他省庁の所有・管轄であるため、利用許

可や同意を得ることは非常に困難である。このため、電子基準点システムの電源は系統電源と連

系せず、独立型の太陽光発電を採用する。あわせて、夜間や雨天時を含めて 24 時間 365 日の運用

を可能にするため、蓄電池を整備する。 

また、道路、鉄道、バス等の公共交通ネットワークが十分に発達しておらず、電子基準点シス

テムに何らかの故障や問題が発生した場合、速やかに発生場所にアクセスすることは困難である。

あわせて、SOB は地方部に支所等の組織は有しておらず、首都ダッカに職員が集中している。地

方部における故障や問題に迅速に対応することが難しいため、携帯電話網を活用したリモートコ

ントールシステムを採用する。 

(4) 建設事情／調達事情若しくは業界の特殊事情／商習慣に対する方針 

 1) 資機材の調達先に対する方針 

電子基準点システム、験潮儀システムの機材については、バングラデシュで機材を調達した経

験がなく商流が未熟なため、また、第三国調達の明確な優位性はないため、本邦調達とする。 

バングラデシュには、日本、米国、欧州等の大手測量機材メーカーの現地代理店が複数存在し

ており、インド等近隣国の大手測量機材メーカーの現地法人との技術提携や支援網を構築してい

る。このため、電子基準点システムについては、スペアパーツの供給や機材の修理に十分に対応

できる。さらに、これまで SOB の電子基準点の保守を担当してきた現地代理店は、これまでの保

守サポート経験を踏まえ、新たな保守サポート体制構築の検討も始めており、プロジェクト完了

後のメンテナンスに支障はない。 

また、電子基準点管理システムの機材については、現地 ICT 関連企業のサービスが充実してお

り、継続的なメンテナンスを考慮し、現地調達とする。バングラデシュの ICT 関連企業は、日本、

米国、欧州等の主要なサーバー及びネットワーク関連機材のサプライヤーと正規代理店契約や販

売店契約を結んでいる。また、機材の調達と据付だけでなく、サーバーの初期設定、各種ネット

ワーク機材の接続設定から導入時の初期指導を行える技術者を抱えている。さらに、正規代理店

ではスペアパーツも保持しており、サポートセンターを設置している企業や保守要員を複数名待

機させている企業も存在する。なお、電子基準点管理システムのソフトウェアは、電子基準点シ

ステムと同様に、日本、米国、欧州等の大手測量機材メーカーのサポートを受ける想定である。 

 2) 建設事情に対する方針 

本プロジェクトには、屋上設置型電子基準点システム等の据付工事が含まれる。具体的には、

設備基礎工事等を実施する。プロジェクトサイトが全土に展開しているため、主要都市のみなら



第３章 プロジェクトの内容 

３-１０ 

ず地方・遠隔地においても施工能力の担保が求められる。バングラデシュでは技術を有する施工

業者は都市部に集中しているため、遠隔地での工事には都市部から施工技術者を派遣している。

このため、本プロジェクトの据付工事についても、都市部の施工技術者を地方に派遣する計画と

する。 

また、バングラデシュ国内では、主要な建設資材であるセメント、鉄筋、パイプ類等は自国産

の製品が流通しており、現地調達が可能である。 

(5) 現地業者（建設会社、コンサルタント）の活用に係る方針 

屋上設置型電子基準点システムの据付に関しては、対応が可能な複数の現地業者が存在するた

め、現地業者を活用する方針とする。あわせて、施工精度を確保するため邦人若しくは第三国技

術者を適切に配置する。 

電子基準点管理システム機材の据付、調達においては、現地 ICT 関連企業のサービスが充実し

ており、現地業者の活用が可能である。したがって、現地業者を活用する方針とする。 

(6) 運営・維持管理に対する対応方針 

運営・維持管理は、実施機関である SOB が実施する。SOB は、電子基準点（データサーバー含

む）や験潮所を運営・維持管理してきた経験があり、落雷による故障等を除いて概ね適切に維持

管理してきた。したがって、基本的な運営・維持管理は可能であると考えらえる。 

一方、本プロジェクトの実施に伴い、電子基準点の点数が大幅に増加する。よって、初期操作

指導、運用指導、ソフトコンポーネントにより技術力の向上を図る。 

(7) 施設、機材等のグレードの設定に係る方針 

 1) 電子基準点システム、電子基準点管理システム 

自立発展性や持続性を確保するため、運営・維持管理が容易な機材を計画する。電子基準点に

ついては、これまで比較的良好に運用されてきたため既存 6点のグレードと同等にする。 

電子基準点の増設に伴い、電子基準点管理システム機材を SOB ミルプール庁舎の 5 階にあるサ

ーバー室内に据え付ける。サーバー室内にサーバーラックを増設し、電子基準点ネットワークに

必要なサーバー機材、ネットワーク機材、ストレージ機材、バックアップ装置、コンソール機材

等を新設のサーバーラック内に格納する。すべての機材は SOB の既設ネットワーク内に参加し、

SOB テジガオン庁舎の測地課からシステムをモニタリングできる構成とする。 

電子基準点管理システムは増設後の合計 81 点（既存 6 点、屋上設置型 73 点、可搬型 2 点）の

電子基準点の観測データが集積でき、ネットワーク型 RTK 測量用の補正データが配信可能なハー

ドウェア構成、ソフトウェア構成とする。すべてのサーバー機材は SOB のネットワーク内に参加

し、SOB の ICT 管理者の監視下で運用する。ネットワーク環境は SOB で構築されたものを利用す

る。サーバーは、バングラデシュ国の電力事情を考慮し、かつ、SOB における既設のサーバー構

成を参考とし、物理サーバーの数量を最小化して省スペース、省エネルギー化が図られる構成と
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する。また、サイバー攻撃の犠牲とならないようにセキュリティ対策を講じる。 

なお、これらのシステムについて、ハードウェア障害によるシステム停止時間を最小化するた

めのサーバーの設置や、データの損傷や損失の防止、システム復旧時間の短縮を図るために、シ

ステムのフルバックアップの取得及び日々蓄積されるデータの自動バックアップを行う仕組みを

構築する。 

 2) 験潮儀システム 

電波式験潮儀については、世界各国において験潮業務に使用されている実績を重視してグレー

ドを設定する。験潮データはデータ量が小さいため、データ取得、送信に必要な機材はオーバー

スペックとならないよう費用対効果の大きい仕様とする。電源は、太陽光発電による供給とする。 

我が国気象庁の導入事例では校正頻度は 1 回／年程度であるが、SOB にとって初めての導入で

あるため、1 回／月程度の校正作業により安定性を確認することが必要である。したがって、校

正作業に必要となるレーザー距離計をあわせて調達する。 

データ受信側の機材は、SOB ミルプール庁舎 5 階にあるサーバー室内に設置する。SOB の既存

ネットワーク内に接続し、チョットグラム験潮所からの験潮データの受信、受信データの SOB テ

ジガオン庁舎からのアクセス、及び外部からの Web アクセスが可能な構成とする。現時点ではシ

ステム停止によるユーザーへの影響が大きいとは考えにくいため、冗長化は行わない。 

(8) 工法／調達方法、工期に係る方針 

 1) 調達方法に対する方針 

本プロジェクトにより調達する機材は、無償資金協力の方針に従い、一般競争入札で決定する

本邦業者により調達されることを前提とする。 

 2) 工法に対する方針 

自然条件や社会経済条件を踏まえ、適切な工法を選定する。また、現地業者の活用を考慮し、

可能な限り一般的な工法とする。 

 3) 輸送計画に対する方針 

バングラデシュ国外からの調達品は、チョットグラム港に荷揚げし、ダッカ、クルナ、ラジシ

ャヒの倉庫まで大型のトレーラーで陸送し、倉庫から各サイトまでを小型のトラックで輸送する

計画とする。 

 4) 工期に対する方針 

工期は、機材の製作期間、輸送期間、諸手続きに要する期間、据付工事期間、初期操作指導期

間、検査・検収期間及び技術支援に要する期間を考慮して策定する。 

また、バングラデシュの雨季には国土の約 30％近くが水没し、沿岸部では機材の内陸輸送、据

付工事が困難になることから、可能な限り乾季に内陸輸送、据付工事を実施する工程を計画する。 



第３章 プロジェクトの内容 

３-１２ 

３-２-２ 基本計画（機材計画） 

(1) 全体計画 

本プロジェクトで協力対象とする機材は、GNSS 衛星からの信号を受信する機材として「電子基

準点システム（屋上設置型、可搬型）」、それらの信号を蓄積・配信する機材として「電子基準

点管理システム」、及び験潮を行うために必要な機材として「験潮儀システム」とする。 

屋上設置型電子基準点システムは、電子基準点ユニットと太陽光発電ユニットから構成する。

上空視界が確保でき、設置許可取得が容易であり、かつセキュリティを確保しやすいため、公共

建築物の屋上に設置する。設置対象とする建築物は県（District）、あるいは郡（Upazila）の中

心都市の公共建築物とする。また、常設が難しい地点での臨時の観測を実施するため、可搬型を

あわせて協力対象に含める。電子基準点ユニットで消費する電源は、太陽光発電ユニットから供

給し系統電源には接続しない。 

電子基準点管理システムは、電子基準点と連動してデータを管理する機材であり、データセン

ターユニットとソフトウェアから構成する。サーバー関連機器は、SOB ミルプール庁舎のサーバ

ー室に設置し、電子基準点モニタリング用デスクトップ PC は測地課のある SOB テジガオン庁舎に

設置する。 

験潮儀システムは、水位計ユニット、太陽光発電ユニット、データセンターユニット、ソフト

ウェアから構成する。水位計ユニット、データ記録・送信ユニット、電源を供給する太陽光発電

ユニットはチョットグラムにある既存の験潮所に設置する。験潮儀と連動するデータセンターユ

ニット、ソフトウェアは SOB ミルプール庁舎のサーバー室に設置する。 

表 ３.２ 調達機材一覧表 

機材名称 設置・納入場所 

A 屋上設置型電子基準点システム A-1 電子基準点ユニット 公共建築物屋上 

A-2 太陽光発電ユニット 

B 可搬型電子基準点システム B-1 電子基準点ユニット SOB テジガオン庁舎 

B-2 太陽光発電ユニット 

C 電子基準点管理システム C-1 データセンターユニット SOB ミルプール庁舎、 

SOB テジガオン庁舎 C-2 ソフトウェア 

D 験潮儀システム D-1 水位計ユニット チョットグラム 

験潮所 D-2 データ記録・送信ユニット 

D-3 太陽光発電ユニット 

D-4 データセンターユニット SOB ミルプール庁舎 

D-5 ソフトウェア 
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(2) 機材計画 

 1) 屋上設置型電子基準点システム 

A-1 屋上設置型電子基準点システム・電子基準点ユニット 

電子基準点ユニットは、GNSS 衛星からの信号を受信し、それらを保存し、電子基準点管理シス

テムにデータを送信する機材である。電子基準点ユニットの構成と主要な仕様は下表のとおりで

ある。 

表 ３.３ 屋上設置型電子基準点システム・電子基準点ユニットの仕様 

構成品 主要な仕様 数量 

GNSS 受信機  捕捉衛星：GPS、GLONASS、QZSS 

 国土地理院測量機器検定：1級 

 受信可能信号： 

GPS（L1, L2, L5）、GLONASS（L1, L2）、QZSS(L1, L2, L5) 

 受信チャンネル数： 

打上げ予定の衛星や信号数の増加を考慮し 400 以上とする 

 精度： 

高精度スタティック測量 水平 3 mm + 0.1 ppm RMS 

高さ 3.5 mm + 0.4 ppm RMS 

短縮スタティック測量  水平 3 mm + 0.5 ppm RMS 

    高さ 5 mm + 0.5 ppm RMS 

RTK 単基線<30 ㎞  水平 8 mm + 1 ppm RMS 

    高さ 15 mm + 1 ppm RMS 

 防塵／防水：IP67(IEC60529)規格以上 

 記録容量： 

上述の捕捉衛星の 1 秒サンプリングの観測データが 90 日以

上保存できること 

73 

GNSS アンテナ  衛星信号の捕捉：GPS、GLONASS、QZSS 

 国土地理院測量機器検定：1級 

 チョークリングアンテナ、カバー用ドーム付 

 防塵／防水：IP67(IEC60529)規格以上 

73 

アンテナタワー  高さ：2 m 

 材質：ステンレス鋼材 

 建物屋上に設置する基礎部分にボルト固定できること 

73 

傾斜計  気泡管等により GNSS アンテナの傾きを把握する 

 電源等が必要のない簡易なものとする 
73 

携帯電話 

モジュール、 

または通信ルーター 

 GNSS 観測データをデータセンターに送信する機能 

※格納庫内に設置するため、電波強度等に留意すること 

 2G（GMS）、3G、4G 対応 

 VPN 通信対応 

 SIM スロット：2つ以上 

 アンテナ：格納庫の外に設置できること、屋外用、高利得 

 バングラデシュ国の法令を遵守すること 

73 
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構成品 主要な仕様 数量 

携帯電話用 SIM 

カード 

 バングラデシュ国内の携帯電話用 SIM カード 

 データ通信が可能なもの 

 通信ルーターに 2社の SIM カードをセットする 

 2G（GMS）、3G、4G 対応 

 VPN 通信対応 

73 

電源制御装置  遠隔で GNSS 受信機、ルーター等の電源制御をおこなう 

 コンセント数：2個以上 

 機能：死活監視による電源制御（OFF、ON）、ネットワーク

による電源制御（OFF、ON） 

73 

格納庫  GNSS 受信機、通信設備、蓄電池等の格納 

 格納庫内の冷却、または温度調整機能 

 防塵／防水：IP55(IEC60529)規格以上 

 防錆、耐塩に配慮すること 

73 

避雷器  雷等によって発生した瞬間的な過渡的過電圧（サージ）を制

限し、GNSS 受信機等を保護する 

① GNSS アンテナと GNSS 受信機間 

② 通信ルーターと外部アンテナ間 

③ 電源制御装置と GNSS 受信機間 

④ 電源制御装置と通信ルーター間 

73 

マニュアル  媒体：CD－ROM もしくは DVD、及び印刷物 

 言語：英語 
5 

代用品  GNSS 受信機（電源ケーブルを含む） 

 GNSS アンテナ（アンテナケーブルを含む） 

 携帯電話モジュール、または通信ルーター（電源ケーブルを

含む） 

2 

 
① GNSS 受信機の捕捉衛星 

捕捉する GNSS 衛星は、実用性、安定性、世界的な普及状況等を考慮し、GPS、GLONASS、QZSS

を要求仕様とする。 

② 受信可能信号 

GPS は、L1（周波数：1575.42MHz）、L2（1227.60MHz）、及び L5（1176.45MHz）の測位信号を

送信している。GNSS 測量では、3km 以下の近距離では 1 周波（L1）のみ受信できれば支障がない

が、3km 以上の長距離では電離層の影響があるため 1 周波のみでは測量精度を確保することがで

きない。測量精度を確保するためには L1、L2 両方に対応できる機器が必要となる。さらに、L5

の周波を利用することで、観測時間を短縮することが可能となるため、GNSS 受信機、アンテナは

3周波以上を受信できる仕様とする。 

③ 受信チャンネル数  

現在、ダッカ上空で確認できる測位衛星は 50 以上であり、今後、さらに増加していく見通しで

ある。また、各測位衛星の信号の近代化により、新たな信号も増えていくことも計画されている。

このため、バングラデシュ国上空で受信可能な測位衛星、及びそれらの信号を受信できるチャン
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ネル数を 400 チャンネル以上の仕様とする。 

④ 観測データの取得間隔及び記録 

GNSS 衛星から取得する観測データの取得間隔は、GNSS 測量での使用条件や使用頻度を考慮し、

1秒間隔のみを要求仕様とする。なお、その他の取得間隔のデータ（5秒間隔、30 秒間隔等）は、

GNSS データ解析ソフトウェアで対処できるため、GNSS 受信機では設定しない。 

 また、捕捉する GNSS 衛星は GPS、GLONASS、QZSS の 3 種であるが、機材の故障等により観測デ

ータを送信できない場合には SOB が現場訪問してデータを取得できるよう、観測データを一定期

間保存できる記録能力を GNSS 受信機に確保する。SOB 職員による巡回頻度は 1 回／3 か月である

ため、90 日間のデータが保存できる容量とする。 

日本の国土地理院が定めている「マルチ GNSS 測量マニュアル（案）」では、観測データの取得

間隔や使用する衛星数が定められているので、これらも参考とした。 

表 ３.４ 概算の GNSS 観測データ量（推定） 

衛星名 
想定受信

衛星数 

データ 

取得間隔 

観測データ量(MB) 

1 日分 30 日分 60 日分 90 日分 

GPS 7.4 

1 秒間隔 

94.3 2,829 5,658 8,487 

GLONASS 7.4 75.4 2,262 4,524 6,786 

QZSS 4.0 30.6 918 1,836 2,754 

合計 36.8 305.0 6,009 12,018 18,027 

 

⑤ アンテナタワー 

建築物の屋上には、貯水タンク、階段、他のアンテナ等の障害物が散在している場合がある。

これら障害物と一定の距離を確保し、かつアンテナの上空視界を確保できるよう、タワーとこれ

らの障害物とを分離するだけでなく、設置するアンテナタワーの高さを確保することも重要とな

る。よって、アンテナの高さは 2m とする。 

また、観測データの連続性を確保するため、アンテナは変動・移動することなく固定すること

が望ましい。耐候性や耐錆性を確保してタワー交換によるアンテナの変動を避けるよう、タワー

の材質はステンレス鋼材とする。 

⑥ 通信ルーター及び SIM カード 

GNSS 衛星の観測データは、通信ルーターから携帯電話網を使用して、SOB ミルプール庁舎の電

子基準点管理システムに送信される。バングラデシュの携帯電話市場には複数の事業者が存在す

るため、屋上設置型電子基準点システムのプロジェクトサイトにおいて、通信状況が良い携帯電

話網を選択する。また、通信ルーターは、機密性の高い格納箱内に設置するため、電波強度に留

意し、アンテナは格納庫外に設置する。 

なお、ルーター等の通信機材は、バングラデシュ国の通信に関連する法令等を遵守する。 
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⑦ 遠隔操作による電源制御 

SOB は地方事務所が無く、職員が地方には配置されていないため、電子基準点システムに何ら

かの問題が生じた場合、ダッカから職員が当該地に出向くことになる。しかしながら、通信ルー

ター等の電源オン・オフで復旧することも多いため、遠隔で電源のオン・オフを操作できるよう

にし、復旧時間を軽減する。 

⑧ 冷却・温度調整 

バングラデシュの自然条件を考慮し、GNSS 受信機、通信設備、蓄電池等の格納庫には冷却、ま

たは温度調整機能を設ける。 

⑨ 防水・防塵対策 

GNSS 受信機とアンテナは、国際規格 IP67（6:完全な防塵構造、7: 水に浸しても影響がないよ

うに保護する）以上とする。また、GNSS 受信機、通信設備、蓄電池等の格納庫は、通信ルーター

の通信強度や格納庫内の温度調整機能を確保すると高度な防水性は期待できない。したがって、

IP55（5:粉塵からの保護、5: 噴流に対して保護する）とし、防水・防塵対策を図る。 

⑩ 落雷対策 

落雷対策として避雷針を導入する。なお、機材が保護できる十分な高さを確保する。さらに、

アンテナと GNSS 受信機間等に避雷器を設置し、雷サージ等への安全性を高める。 

⑪ 設計基準風速 

バングラデシュでは管区別に設計基準風速が定められており、日本の最大設計基準風速 46m／

秒（沖縄等）を上回っている。このため、屋上設置型電子基準点システム（アンテナや太陽光発

電ユニットを含む）の設置においては、風力による荷重（風圧力）に十分に留意すると共に、風

の影響を受けやすい屋上端部を避けて設置する。 

表 ３.５ 管区毎の設計基準風速 

No. 管区名 設計基準風速 

1 バリサル管区 260 km/h 72.2 m/s 

2 チョットグラム管区 260 km/h 72.2 m/s 

3 ダッカ管区 242 km/h 67.2 m/s 

4 クルナ管区 252 km/h 70.0 m/s 

5 マイメンシン管区 217 km/h 60.3 m/s 

6 ラジシャヒ管区 202 km/h 56.1 m/s 

7 ロンプール管区 210 km/h 58.3 m/s 

8 シレット管区 195 km/h 54.2 m/s 

出典：Bangladesh Building National Code 

⑫ 代用品（GNSS 受信機、GNSS アンテナ、通信ルーター） 

GNSS 衛星の測位信号の受信は、可能な限り欠測を避けることが望ましい。このため、故障等が

発生した際、修理期間中の欠測を避けるため代用品を含める。 
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A-2 屋上設置型電子基準点システム・太陽光発電ユニット 

既存の電子基準点は、アンテナ、GNSS 受信機、太陽光発電設備等が一体型として設計されてい

るが、本プロジェクトでは据付対象建築物の多様な形状に対応できるよう、原則として電子基準

点ユニット（アンテナ、GNSS 受信機含む）とは分離して計画する。なお、電子基準点ユニット（全

体、または一部）と太陽光発電ユニットを一体型とすることを妨げない。 

表 ３.６ 屋上設置型電子基準点システム・太陽光発電ユニットの仕様 

構成品 仕様 数量 

太陽電池モジュール  太陽光を利用した直流電流の発生装置 

 準拠規格：IEC61215（結晶系）または IEC61646（薄膜系）、

IEC61730（安全性認証規格） 

 定格出力 140 W／ピーク以下（36 セル以下）のパネル 

 総出力：220 W 以上 

 モジュール変換効率：14%以上 

 設置形態：屋上（架台）設置 

73 

太陽電池架台  太陽電池モジュールを設置する土台 

 傾斜角 15 度 

 防錆、耐塩に配慮すること 

73 

充放電 

コントローラー 

 上述の太陽電池モジュールの制御：充電・放電（同時可） 

 デジタルメーター：V（電圧）、A（電流） 
73 

蓄電池  ディープサイクルバッテリー（密閉型、鉛蓄電池） 

 蓄電池容量：合計 2.0 kWh 以上 

 電子基準点ユニットへの 72 時間以上の連続供給（雨天時等

の無日射時） 

73 

避雷器  雷等によって発生した瞬間的な過渡的過電圧（サージ）を制

限し、GNSS 受信機等の機材を保護する 

① 太陽電池モジュールと充放電コントローラー間 

73 

マニュアル  媒体：CD－ROM もしくは DVD、及び印刷物 

 言語：英語 
5 

 
① 発電量 

屋上設置型電子基準点システムの消費電力は、合計約 20Wh、480W／日となる。 

表 ３.７ 屋上設置型電子基準点システムの消費電力 

負荷項目 消費電力（Wh） 備考 

GNSS アンテナ 0.7～1.2 GNSS 受信機より供給 

GNSS 受信機 3.5～5.0  

通信用ルーター 3.5～8.5  

電源制御装置 5.0 程度  

その他 3.0 程度  

合計 17.7～21.7  

 
系統電源に接続しないため、消費電力に加えて太陽光による発電がされない場合（雨天等）に

備えて蓄電することが必要である。よって、一日当たりの消費電力の 150％に相当する 720w を発
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電する計画とする。蓄電池が発熱・発火しないよう、蓄電池と太陽電池モジュールの電圧（原則

として 12V）を整合させることが不可欠であり、具体的には太陽電池モジュールの定格出力は 140W

以下（36 セル以下）とする必要がある。したがって、総出力 220W（110W×2）以上を要求仕様と

する。 

表 ３.８ 管区別予想発電量一覧表 

管区名 
月別平均日射量 

年平均 

日射量 

システム 

ロス 

システム 

容量 

予想 

発電量(*) 

（最小値～最大値） (kWh/m²/日) (%) (W) (W/日) 

バリサル管区 3.83～5.65 4.51 73% 220 724.31  

チョットグラム管区 4.02～5.51 4.55 73% 220 730.73  

ダッカ管区 4.02～5.76 4.65 73% 220 746.79  

クルナ管区 3.83～5.83 4.55 73% 220 730.73  

マイメンシン管区 3.82～5.86 4.64 73% 220 745.18  

ラジシャヒ管区 4.03～5.95 4.87 73% 220 782.12  

ロンプール管区 3.89～6.20 4.86 73% 220 780.52  

シレット管区 3.94～5.62 4.57 73% 220 733.94  

*:予想発電量＝年平均日射量×システムロス×システム容量（太陽電池モジュール） 

参考：RETScreen, Natural Resource Canada, Government of Canada 

② 蓄電池容量 

蓄電池容量は、総量 2.0kWh 以上のディープサイクルバッテリーとする。ディープサイクルバッ

テリーは、他の蓄電池と比較して、少量の電流を長時間供給する能力に優れ、繰り返し充放電が

可能である。また、蓄電池容量は、雨天時等の日射がなく太陽光による発電がない状況を想定し、

72 時間以上の連続供給を行える容量（1,440W）とする。 

③ 太陽電池架台 

発電効率の観点ではバングラデシュにおける太陽電池モジュールの最適傾斜角は、約 22～28 度

の範囲である。一方で、傾斜角が大きくなると風圧力が大きくなるため、設計基準風速の大きな

本プロジェクトでは、傾斜角を小さくして水平に近づけることが望ましい。太陽電池モジュール

表面に付着した埃等を降雨により清掃できるよう、傾斜角を 15 度に設定する。 

 2) 可搬型電子基準点システム 

B-1 可搬型電子基準点システム・電子基準点ユニット 

アンテナタワーを除いて屋上設置型電子基準点システムの電子基準点ユニットと共通の仕様と

する。2～3週間程度の期間、固定して設置することが想定されるため、安定して据え付けること

が求められる。また、可搬型のため軽量化も求められる。 

なお、悪天候下では観測を実施しないため、GNSS 受信機を保護する避雷器を除き、落雷対策（避

雷針、アース）は含まない。また、設計基準風速も適用しない。 
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表 ３.９ 可搬型電子基準点システム・電子基準点ユニットの仕様 

構成品 仕様 数量 

GNSS 受信機  捕捉衛星：GPS、GLONASS、QZSS  

 国土地理院測量機器検定：1級 

 受信可能信号： 

GPS（L1, L2, L5）、GLONASS（L1, L2）、QZSS(L1, L2, L5) 

 受信チャンネル数： 

打上げ予定の衛星や信号数の増加を考慮し、400 以上とする 

 精度： 

高精度スタティック測量 水平 3 mm + 0.1 ppm RMS 

高さ 3.5 mm + 0.4 ppm RMS 

短縮スタティック測量  水平 3 mm + 0.5 ppm RMS 

高さ 5 mm + 0.5 ppm RMS 

RTK 単基線<30 ㎞ 水平 8 mm + 1 ppm RMS 

   高さ 15 mm + 1 ppm RMS 

 防塵／防水： IP67(IEC60529)規格以上 

 内部メモリ： 上述の捕捉衛星の 1 秒サンプリングの観測デ

ータが 90 日以上保存できること 

2 

GNSS アンテナ  衛星信号の捕捉：GPS、GLONASS、QZSS 

 国土地理院測量機器検定：1級 

 チョークリングアンテナ、カバー用ドーム付 

 防塵／防水：IP67(IEC60529)規格以上 

2 

アンテナタワー  GNSS アンテナを据え付ける機材 

 材質：SUS304（ステンレス鋼材） 

 軽量かつ安定性があること 

 格納庫との一体型も可とする 

2 

傾斜計  気泡管等により GNSS アンテナの傾きを把握する 

 電源等が必要のない簡易なものとする 
2 

携帯電話 

モジュール、 

または通信ルーター 

 GNSS 観測データをデータセンターに送信する機能 

※格納庫内に設置するため、電波強度等に留意すること 

 2G（GMS）、3G、4G 対応 

 VPN 通信対応 

 SIM スロット：2つ以上 

 アンテナ：格納庫の外に設置できること、屋外用、高利得 

 バングラデシュ国の法令を遵守すること 

2 

携帯電話用 SIM 

カード 

 バングラデシュ国内の携帯電話用 SIM カード 

 データ通信が可能なもの 

 通信ルーターに 2社の SIM カードをセットする 

 2G（GMS）、3G、4G 対応 

 VPN 通信対応 

2 

電源制御装置  遠隔で GNSS 受信機、ルーター等の電源制御をおこなう 

 コンセント数：2個以上 

 機能：死活監視による電源制御（OFF、ON）ネットワークに

よる電源制御（OFF、ON） 

2 
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構成品 仕様 数量 

格納庫  GNSS 受信機、通信設備、蓄電池等の格納 

 格納庫内の冷却、或いは温度調整機能 

 防錆、耐塩に配慮すること 

 防塵／防水：IP55(IEC60529)規格以上 

2 

避雷器  雷等によって発生した瞬間的な過渡的過電圧（サージ）を制

限し、GNSS 受信機等を保護する 

 GNSS アンテナと受信機間に設置する 

 プロトコル：GNSS 

 電源：DC 

2 

マニュアル  媒体：CD－ROM もしくは DVD、及び印刷物 

 言語：英語 
2 

 
B-2 可搬型電子基準点システム・太陽光発電ユニット 

屋上設置型電子基準点システムの太陽光発電ユニットと共通の仕様とする。ただし、太陽光発

電ユニットを一体型の製品とし、可搬を容易に行えることを推奨する。なお、悪天候下では観測

を実施しないため、落雷対策（避雷針、アース）は含まない。また、設計基準風速も適用しない。 

表 ３.１０ 可搬型電子基準点システム・太陽光発電ユニットの仕様 

構成品 仕様 数量 

太陽電池モジュール  太陽光を利用した直流電流の発生装置 

 準拠規格：IEC61215（結晶系）または IEC61646（薄膜系）、

IEC61730（安全性認証規格） 

 定格出力 140 W／ピーク以下（36 セル以下）のパネル 

 総出力：220 W 以上 

 モジュール変換効率：14%以上 

 設置形態：屋上（架台）設置 

2 

太陽電池架台  太陽電池モジュールを設置する土台 

 傾斜角 15 度 

 防錆、耐塩に配慮すること 

2 

充放電 

コントローラー 

 上述の太陽電池モジュールの制御：充電・放電（同時可） 

 デジタルメーター：V（電圧）、A（電流） 
2 

蓄電池  ディープサイクルバッテリー（密閉型、鉛蓄電池） 

 蓄電池容量：合計 2.0 kWh 以上 

 電子基準点ユニットへの 72 時間以上の連続供給（雨天時等

の無日射時） 

2 

マニュアル  媒体：CD－ROM もしくは DVD、及び印刷物 

 言語：英語 
2 

 

 3) 電子基準点管理システム 

C-1 電子基準点管理システム・データセンターユニット 

電子基準点管理システムのデータセンターユニットは、バングラデシュ全土に配置された各電

子基準点からの観測データを受信・蓄積し、電子基準点管理システムを運用するために必要なハ
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ードウェアである。電子基準点ネットワークのデータ管理を担うため、信頼性・可用性・保守性・

機密性を確保した構成とする。 

表 ３.１１ 電子基準点管理システム・データセンターユニットの役割 

項目 具体的な役割 

信頼性  電子基準点管理システムを構成するアプリケーションが正常に稼働できる 

 本プロジェクトで協力対象とする電子基準点から送信される観測データを蓄

積できる 

 利用者の要求に応じて電子基準点観測データを配信できる 

 ネットワーク型 RTK 測量用の補正データをリアルタイムに解析し、利用者へ送

信できる 

可用性  電子基準点管理システムを安定して運用できる 

 外部からのアクセス負荷によるシステム障害の発生を防止できる 

 システムメンテナンスや障害発生時によるシステム停止時間を最小限にでき

る 

保守性  電子基準点管理システムを構成するサーバー及び関連機器が正常に稼働して

いるか監視できる 

 障害時の復旧対応が容易かつ部品交換などの復旧に要する時間を最小限にで

きる 

 電子基準点管理システムの運用や構成に関するマニュアルや手順書が整備さ

れ、内容が把握できる 

機密性  電子基準点管理システムの外部からの不正アクセス等による情報の流出を防

止できる 

 悪意のあるプログラムによるシステム障害が発生しないようにシステムを守

ることができる 

 情報の改ざん、誤操作によるデータ損失による障害に備え、システムやデータ

をバックアップできる 

 
機材の構成と仕様は下表のとおりとする。 

表 ３.１２ 電子基準点管理システム・データセンターユニットの仕様 

構成品 仕様 数量 

小規模モジュール型 

データセンター 

 電子基準点管理システムを運用するために必要な機材を格

納する 

 空調設備、電源管理装置（電源タップ、無停電装置を含む）、

環境モニタリング装置（温度、湿度）が一体型の小規模型デ

ータセンター 

 サイズ：モジュール型 19 インチラック、高さ 42 ユニット以

下 

 収容ユニット数：電子基準点管理システムを構成するサーバ

ー及びネットワーク等の関連機器（本表中「*」を付した機

材）が格納できる空ユニット数を確保する 

 入出力装置：電子基準点管理システムを構成する各サーバー

及び関連機器を操作するためのキーボード、ビデオモニタ

ー、マウス一体型タイプ 

 切り替え装置：入出力装置から各サーバーへ接続するための

1 
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構成品 仕様 数量 

バーチャルメディア機能11に対応した切り替え装置と入出力

ケーブル 

 バーチャルメディア：USB 接続 DVD-ROM ドライブ 

 無停電装置：ラック内に搭載された各機材へ電源を安定供給

するための出力電力容量を確保し、バッテリー稼働時間は電

源障害発生時に各機器を安全に終了処理するために必要な

時間（15 分以上）を確保する 

 入力電圧範囲：230V、50Hz に対応可能なこと 

 電源管理ソフトウェア：死活監視による電源制御（OFF、ON）

電源管理、スケジュールシャットダウン/起動、ネットワー

クによる電源制御（OFF、ON）、アラーム監視 

 パネル：前面（施錠付き）、側面、上面（ファン付き）、背

面（施錠付き） 

 ブランクパネル 

Web サーバー(*)  電子基準点管理システムの Web アプリケーション実行用サ

ーバー 

 Web アプリケーションの安定稼働に必要な CPU 及びメモリ、

ハードディスク（容量・回転速度）を搭載する 

 外部からのアクセスを許可し、かつ外部ネットワークからの

内部ネットワークへの不法な接続から守るために、Web サー

バーは DMZ（非武装地帯）に設置する 

 サイズ：19 インチラックマウント型 

 電源装置：複数電源ユニット 

 OS：Windows Server 2016 Standard 

1 

データベース 

サーバー(*) 

（DB サーバー） 

 電子基準点管理システムのデータベースアプリケーション

実行用サーバー 

 データベースアプリケーションの安定稼働に必要な CPU 及

びメモリ、ハードディスク（容量・回転速度）を搭載する 

 DB サーバーは外部からのアクセスが不可能な内部ネットワ

ークに設置し機密性を確保する 

外部からのアクセスは Web サーバーからの通信のみとする 

 サイズ：19 インチラックマウント型 

 電源装置：複数電源ユニット 

 OS：Windows Server 2016 Standard 

1 

データ解析 

サーバー (*) 

（AP サーバー） 

 電子基準点管理システムの電子基準点データ解析アプリケ

ーション実行用サーバー 

 AP サーバーはデータ解析アプリケーションの稼働に必要な

CPU 及びメモリ、ハードディスク（容量・回転速度）を搭載

する 

 AP サーバーは 1 台の物理サーバーに集約し、物理サーバー

の数量を最小化する 

 AP サーバーは外部からのアクセスが不可能な内部ネットワ

1 

                             

11 バーチャルメディア機能により、切り替え装置に直接接続されている USB ドライブを接続されているサー

バーに仮想ドライブとして認識させ、ソフトウェアのインストールや更新に使用することができる。 
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構成品 仕様 数量 

ークに設置し機密性を確保する 

外部からのアクセスは Web サーバーからの通信のみとする 

 サイズ：19 インチラックマウント型 

 電源装置：複数電源ユニット 

 OS：Windows Server 2016 Standard 

バックアップ 

サーバー(*) 

 電子基準点管理システム全体のバックアップイメージの取

得及び電子基準点観測データ等のデータバックアップ用サ

ーバー 

 バックアップサーバーはバックアップアプリケーションの

稼働に必要な CPU 及びメモリを搭載し、各サーバーのシステ

ムイメージ及び電子基準点関連データを外部バックアップ

メディアに格納する 

 バックアップサーバーは外部からのアクセスが不可能な内

部ネットワークに設置し機密性を確保する 

 サイズ：19 インチラックマウント型 

 電源装置：複数電源ユニット 

 OS：Windows Server 2016 Standard 

1 

予備サーバー (*)  上記サーバーのハードウェア障害時に電子基準点管理シス

テムのシステム停止時間を最小化するためのサーバー予備

機 

 サーバー予備機は、上記サーバーのハードウェア障害時に電

子基準点管理システムを継続させるために必要な CPU 及び

メモリ、ハードディスク（容量・回転速度）を搭載する 

 サイズ：19 インチラックマウント型 

 電源装置：複数電源ユニット 

 OS：Windows Server 2016 Standard  

1 

ストレージ装置(*)  電子基準点管理システム全体のデータ格納装置 

1年間分の 1秒間隔の観測データ及び電子基準点管理システ

ムのリプレース12を行うまでの期間の 30 秒間隔データの加

工済み観測データが格納できる容量とする 

 サイズ：19 インチラックマウント型 

 電源装置：複数電源ユニット 

 FC-SAN スイッチ：電子基準点管理システムのサーバー及び

ストレージ装置、バックアップ装置の機器を接続する 

1 

バックアップ装置(*)  電子基準点管理システムのシステムイメージ及び観測デー

タを外部メディアに保管する装置 

 各サーバーのイメージ及び定期的に観測データをバックア

ップできる外部メディア数を確保する 

 サイズ：19 インチラックマウント型 

1 

ネットワーク 

機器 (*) 

 電子基準点からの観測データを受信及びネットワーク型RTK

測量用の補正データを送信する装置 
1 

                             

12 システム運用開始後、年数が経過しサーバーやシステムが古くなり、故障や破損する前にシステムを更新する

こと。リプレースは一般的には 5～7年を目途に行うことが一般的である。 



第３章 プロジェクトの内容 

３-２４ 

構成品 仕様 数量 

（VPN ルーター）  電子基準点からの観測データを受信するために必要な回線

速度を確保する 

 既設/外部ネットワークを接続するために必要なポート数を

確保する 

 サイズ：19 インチラックマウント型 

ネットワーク 

機器(*) 

（L2 スイッチ） 

 SOB の既設ネットワークと接続し、Web サーバーを接続する

装置 

 SOBの既設ネットワークとWebサーバーを接続するために必

要なポート数を確保する 

 サイズ：19 インチラックマウント型 

1 

ネットワーク 

機器 (*) 

（L3 スイッチ） 

 SOB の既設ネットワークと接続し、電子基準点管理システム

の各サーバー（Web サーバーを除く）と接続する装置 

 既設ネットワークと電子基準点管理システムの各サーバー

を接続するために必要なポート数を確保する 

 サイズ：19 インチラックマウント型 

1 

デスクトップ PC  電子基準点管理システム及び電子基準点の稼働状況のモニ

タリング、基線解析実行用デスクトップ PC 

 電子基準点管理システムのモニタリング用アプリケーショ

ン及び基線解析ソフトウェアの稼働に必要な CPU 及びメモ

リ、ハードディスク（容量・回転速度）を搭載する 

 電子基準点管理システム及び電子基準点の稼働状況をモニ

タリングするために必要なネットワーク装置を搭載する。 

 筐体：デスクトップ型 

 光学ドライブ：DVD+/-RW と同等 

 電源装置：複数電源ユニット 

 モニター：24 インチ以上、LCD 

 無停電電源装置：停電等の電源トラブル時に機器を安全に終

了処理するために必要な時間（5分以上）を確保する 

 OS：Windows 10 Professional 64bit  

 アプリケーション：Microsoft Office 2016 Professional

（インストールメディア付き） 

1 

ネットワーク機器 

（L3 スイッチ） 

 SOB の既設ネットワークと接続し、電子基準点システムモニ

タリング用デスクトップ PC と接続する装置 

 既設ネットワークとデスクトップ PC を接続するために必要

なポート数を確保する 

1 

関連ソフトウェア  アンチマルウェア対策ソフトウェア:各サーバーおよびデス

クトップ PC へインストールする 

 バックアップソフトウェア 

1 

マニュアル  媒体：CD－ROM もしくは DVD、及び印刷物 

 言語：英語 
2 

その他  システム運用監視ソフトウェア 

 電源ケーブル、ネットワークケーブル等のケーブル類：機器

接続に必要な本数 

1 
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① システム構成 

本システムが管理対象とする電子基準点が 81 点（屋上設置型、可搬型、既存を含む）と、これ

までの 6 点から大きく増加するのに加え、サービス内容にはネットワーク型 RTK 測量用の補正デ

ータ配信までを含む計画である。電子基準点から配信されるデータを蓄積でき、かつリアルタイ

ムにデータ解析ができるサーバー及びネットワーク構成とし、高負荷に耐えられ、信頼性、可用

性を確保する。 

システムは、電子基準点管理システムを構成するアプリケーションが動作し、各アプリケーシ

ョンの役割に応じて Web サーバー、データベースサーバー、データ解析サーバー、バックアップ

サーバー、予備サーバーから構成され、関連機器としてストレージ装置およびネットワーク機器、

これらの機器を格納するための小規模モジュール型データセンター、電子基準点管理システムお

よび各電子基準点の稼働状況をモニタリングするためのデスクトップパソコンとする。 

② オペレーティングシステム（OS） 

現行の電子基準点管理システムのソフトウェアは Windows オペレーティングシステム

（Operating System、以下「OS」）で稼働している。また多くのメーカーのアプリケーションソ

フトウェアは Windows OS で動作するものが主流であること、また、運用時の保守が容易であるこ

とから、本プロジェクトのサーバーに導入する OS は Windows Server とし、サーバーの CPU のコ

ア数に応じてライセンスを購入する。バージョンは、Microsoft 社のサポートライフサイクルを

考慮し、Windows Server 2016 Standard（メインストリームサポート終了：2022 年 1 月 11 日、

延長サポート終了：2027 年 1 月 11 日）、または最新版とする。各メーカーのアプリケーション

ソフトウェアは Windows Server 2016 で動作確認済である。 

③ ストレージ容量 

電子基準点管理システムのアプリケーション領域に必要な容量とあわせて、各電子基準点から

リアルタイムに送信される観測データを蓄積できるストレージ容量を確保する。 

観測データの保存期間は、1 秒間隔のデータについては 1 年間、記録情報として加工済みの 30

秒間隔のデータについては電子基準点管理システムの更新を行うまでの期間（標準的な更新間隔）

とする。 

ハードディスクの規格は、データ転送速度と信頼性を確保するため RAID1013構成とし、高集積

化を図るため 2.5 インチドライブとする。 

④ バックアップ装置 

電子基準点管理システムの保守性を高め、かつ不測の事態に備えるため、各サーバーのシステ

ムイメージ及び電子基準点関連データを定期的に外部メディアにバックアップする。バックアッ

プデータはシステム障害時における復旧用のデータとして利用されるため、バックアップメディ

                             

13 複数のハードディスクをまとめて一台の装置として管理する技術方式の一つ。（出典：IT 用語辞典参考） 
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アは保管が容易で信頼性が確保でき、復旧に要する期間を多く要しない形式とする。バックアッ

プ間隔は 1回／月の頻度とし、バックアップに必要な容量を準備する。 

バックアップソフトウェアは、バックアップ作業の効率性を考慮し、バックアップの時刻や内

容をスケジューリングする基本機能のほか、システム全体のイメージ取得、データベース等のア

プリケーションを稼働したまま取得するオンラインバックアップ、バックアップサーバーのリモ

ート管理ができる製品とする。 

⑤ ネットワーク機器 

各電子基準点からのデータを受信してネットワーク型 RTK 測量用の補正データを配信するため

の VPN ルーターや SOB の既設ネットワークおよび電子基準点管理システムの各サーバー機器の接

続に必要なスイッチを導入する。 

⑥ 小規模モジュール型データセンター 

SOB ミルプール庁舎のサーバー室にある既存機材と同様に、空調管理、電源管理、無停電装置、

環境モニタリング装置がオールインワンパッケージとなった小規模モジュール型データセンター

とする。電子基準点管理システムのデータセンターユニットは全てサーバーラックの中に格納し、

前面パネル、背面パネル、側面パネル、上板で閉塞する。前面パネル、背面パネルは機密性を保

持するため施錠タイプとする。サーバーラックの規格は 19 インチとする。また、保守性を確保す

るため、サーバーラックへ搭載する際に必要なラックスライドレールやケーブルマネジメントア

ームを装備する。 

無停電装置の最大出力電力容量は、接続される機器の電力がカバーできる容量とし、バッテリ

ー稼働時間は、システムに支障をきたさないよう 15 分以上確保（バッテリー50％負荷時）できる

ものとする。 

サーバー機器を操作するためのキーボード、ビデオ、マウス等（Keyboard, Video and Mouse、

以下「KVM」）装置は、省スペース化を図るため、薄膜トランジスタ（Thin Film Transistor、以

下「TFT」）モニター、キーボード、タッチパッドの一体型のものとする。また、各サーバーに接

続するための入出力切り替え装置及び入出力ケーブル、ソフトウェア等のインストールや更新作

業用の USB 外部デバイスを導入する。 

⑦ 運用監視ソフトウェア 

電子基準点管理システムの保守性を高めるため、各サーバーの運用状況を監視するソフトウェ

アを導入する。運用監視ソフトウェアは、システムやサービスが適切に稼働しているかどうか外

部から調べる死活監視ができる仕様とする。また障害発生時への管理者への通知や自動復旧、ま

たは外部からの復旧を行えるようにし、障害対応にかかる時間やサービス停止時間の短縮を図る。

また、各サーバー等の CPU やメモリ、ディスク、ネットワーク等のリソースの使用状況をモニタ

リングすることで、システム負荷状況を把握することができ、システムリソースを適切に分配し

て安定して運用することができる仕様とする。 
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⑧ デスクトップ PC 

デスクトップ PC は、SOB テジガオン庁舎にて電子基準点の受信状況のモニタリングや観測デー

タの抽出、基線解析ソフトウェアによりデータ解析を行うものである。また、業務に必要なオフ

ィスソフトウェアを導入する。 

⑨ セキュリティ対策 

電子基準点管理システムの信頼性、機密性、保全性を高めるためアンチマルウェア対策ソフト

ウェアを導入する。外部から Web サーバーへのアクセスは公開ポートであるハイパーテキストト

ランスファープロトコル／ハイパーテキストトランスファープロトコルセキュア（Hypertext 

Transfer Protocol/Hypertext Transfer Protocol Secure、「HTTP/HTTPS」）通信のみとする。

内部ネットワークから各サーバーへのアクセスは SOB のネットワーク管理者により接続許可を受

けた端末及びユーザーのみとする。これらの設定ができるネットワーク機器を導入する。 

C-2 電子基準点管理システム・ソフトウェア 

電子基準点管理システム・ソフトウェアは、全国に配置された電子基準点から観測データを収

集し、それらを蓄積し、配信するためのソフトウェアである。あわせて、ネットワーク型 RTK サ

ービスも実施できることが必要である。その他に、遠隔で電子基準点の稼働状況を把握する機能

も含む。なお、トリンブル社製の電子基準点が既に設置されているため、これらも同等に扱える

ことを要求仕様とする。さらに、ネットワーク型 RTK サービスにおいて、主要メーカーの測量機

材に対して補正データを配信できることを要求仕様とする。 

表 ３.１３ 電子基準点管理システム・ソフトウェアの仕様 

構成品 仕様 数量 

電子基準点 

管理システム 

電子基準点の観測データの管理、RTK サービス、電子基準点のモ

ニタリング等を行う統合型ソフトウェア 

条件： 

1) 電子基準点数： 81 点 

既存 6点、屋上設置型 73 点、可搬型 2点：合計 81 点 

2) RTK 移動局数： 100 局 

機能： 

1) GNSS 観測データ 

 上述の捕捉する GNSS 衛星の観測データの収集 

 GNSS 観測データの通信監理 

 GNSS 観測データの配信 

フォーマット：RINEX2.x & 3.x を含むこと 

データ取得間隔：1秒、2秒、5秒、30 秒サンプリング 

組み合わせ：「GPS のみ（QZSS 含む）」、「GLONASS のみ」、

「GPS（QZSS 含む）＋GLONASS」 

 GNSS 観測データのデータ取得間隔の編集 

2) RTK 

 ネットワーク型 RTK の補正データの生成 

 ネットワーク型 RTK のサービス提供（ユーザ管理含む） 

1 
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構成品 仕様 数量 

補正データのリアルタイムデータ配信 

フォーマット： RTCM 2.x、RTCM 3.x を含むこと 

 他の主要メーカーの測量機材への補正データの提供 

3) 電子基準点 

 機材の稼働状況のモニタリング 

 機材の遠隔メンテナンス 

 観測データの品質モニタリング 

4) 変位モニタリング 

 電子基準点の座標変位のモニタリング 

5) その他 

 既存 6点（トリンブル社製）の管理を同様に取り扱う機能 

動作条件： 

1) 動作環境：Windows Server 2016 Standard 

2) 言語：英語 

同上マニュアル  インストール・マニュアル 

 ソフトウェア操作マニュアル 

 媒体：CD－ROM もしくは DVD、及び印刷物 

 言語：英語 

1 

座標計算 

ソフトウェア 

 電子基準点の観測データから電子基準点の座標計算を行う

ソフトウェア 

動作条件： 

1) 動作環境：Windows 10 Pro for Workstations 

2) 言語：英語 

1 

同上 マニュアル  インストール・マニュアル 

 ソフトウェア操作マニュアル 

 媒体：CD－ROM、DVD、及び印刷物 

 言語：英語 

2 

 

 4) 験潮儀システム 

D-1 験潮儀システム・水位計ユニット 

水位計ユニットは、験潮儀システムのセンサー部分であり、海面の潮位変化を計測する機材で

ある。既存の験潮儀はフロート式だが、国際的な潮流ではフロート式から電波式の験潮儀に切り

替える動向があること、バングラデシュ国においても BIWTA や BWDB において電波式の験潮儀の導

入が進みつつあること、フロート式に比べて電波式は可動部分が少ないため故障や劣化の度合い

が少なくメンテナンスが容易であることから電波式の水位計を採用する。 

表 ３.１４ 験潮儀システム・水位計ユニットの仕様 

構成品 主要な仕様 数量 

電波式水位計  海面の潮位変化を計測するセンサー 

 計測範囲：0.5m から 11m を含む範囲 

 計測精度：10mm より高い 

 水面の変動速度追従性能： 秒間変位 2 メートルまで対応 

1 
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構成品 主要な仕様 数量 

アンテナコーン  電波式水位計に取り付けることによりその機能を高める 1 

取付金具  電波式水位計（アンテナコーン装着）を験潮所建屋床板に固

定するための金具 

 材質：電波式水位計を支える十分な強度と塩害に耐久性のあ

るもの 

1 

格納庫  データ記録・送信ユニットと電力供給ユニットを格納する 

 材質：塩害に耐久性のあるもの 
1 

レーザー距離計  電波式水位計により計測した値の正確さの検証を行う 

 3 次元座標値が計算可能な機能 

 距離計を固定するための取付金具と三脚付属 

1 

マニュアル  媒体：CD－ROM もしくは DVD、及び印刷物 

 言語：英語 
２ 

 
① 計測範囲 

験潮所における計測基準が験潮所床板の下 11m にあるため、これを最大範囲とする。電波式水

位計には不感帯があり、一般的に 0.5m 以内の計測ができないものが多いため、これを最小範囲と

する。 

② 計測精度 

既存の験潮儀の計測精度以上のものとする。 

③ 追従性能 

波が荒れた水面でも計測が可能なように追従性能を規定する。 

④ レーザー距離計 

気象庁の研究報告によると、電波式水位計で計測した値の正確さの確認のためにハンドヘルド

型レーザー距離計による計測値との比較を 1 回／年の頻度で実施している。チョットグラム験潮

所においては潮位差が非常に大きく 5m を超える。そのため、日本において電波式水位計の正確さ

が確認されていることがそのまま当てはまるとは限らない。また、潮位差が大きいために干潮時

には電波の放射面が大きくなることから、電波が験潮所建屋の脚部に当たらないよう水位計を験

潮所建屋から離して設置する計画である。このため、三脚に固定したうえで水位計と海面との距

離を三次元で計測する必要がある。気象庁の用いる機材よりも大型となるが、測量に用いるトー

タルステーションよりも小型で安価な仕様とする。 

D-2 験潮儀システム・データ記録・送信ユニット 

データ記録・送信ユニットは、水位計により計測された潮位変化を記録し、記録されたデータ

を送信する機材である。既存の験潮儀によるデータは SOB 職員が現地に出張して回収しているが、

データに異常があった場合にその発見が遅れ、欠測期間が長引くという欠点がある。データ回収

業務の効率化と欠測期間の短縮化を実現するために、データを常時送信する方式を採用する。 
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表 ３.１５ 験潮儀システム・データ記録・送信ユニットの仕様 

構成品 主要な仕様 数量 

デジタル記録計  水位計ユニットから出力されるアナログデータをデジタル

化し、記録する機器 

 入力電流範囲：電波式水位計の出力に適合すること 

 A/D 変換精度：+/-10 mm 未満 

 通信機器（3G ルーター）への信号出力間隔：6秒及び 1分を

選択できること 

1 

3G ルーター  デジタル記録計から受け取ったデータをインターネット（3G

モバイル通信）を介して送信する通信機器 

 通信用アンテナ付属 

1 

モバイル通信用 

SIM カード 

 データ通信に用いる 

 バングラデシュ国のモバイルデータ通信に適合すること 

 2G、3G 対応 

1 

マニュアル  媒体：CD－ROM もしくは DVD、及び印刷物 

 言語：英語 
2 

 
 
① デジタル記録の A/D（アナログーデジタル）変換精度 

既存験潮儀の測定精度が 1cm である。同等以上を要求仕様とする。 

② デジタル記録の信号出力間隔 

既存験潮儀と同様に出力間隔 6秒とし、かつ解析に便利な 1分間隔を選択できる仕様とする。 

③ 通信ルーター 

携帯電話網を利用してインターネットにアクセスし、データを送信する。チョットグラムにお

いては 3G モバイル通信が利用できる。通信機材は、バングラデシュの通信に関連する法令等を遵

守する。 

D-3 験潮儀システム・太陽光発電ユニット 

太陽光発電ユニットは、水位計ユニットとデータ記録・送信ユニットの動作に必要な電源であ

る。験潮所周辺には系統電源が引き込まれていないため、太陽光発電による電力供給を採用する。 

表 ３.１６ 験潮儀システム・太陽光発電ユニットの仕様 

構成品 主要な仕様 数量 

充放電 

コントローラー 

 太陽電池から蓄電池への電力供給と蓄電池から水位計ユニ

ット及びデータ記録・送信ユニットへの電力供給を制御する 
1 

蓄電池  密閉型 

 1 週間の無日照時に電力供給が継続できる容量 
1 

太陽電池モジュール  蓄電池並びに水位計ユニット及びデータ記録・送信ユニット

双方へ電力を供給できる出力 
1 

太陽電池架台  太陽電池モジュールを支持・固定する 

 材質：太陽電池モジュールを支える十分な強度と塩害に耐久

性のあるもの 

1 

マニュアル  媒体：CD－ROM もしくは DVD、及び印刷物 

 言語：英語 
2 
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① 蓄電池 

1 週間の無日照時に蓄電池から継続して電力供給が行えるよう、容量を設定する。 

② 太陽電池モジュール 

チョットグラムにおける年平均日射量 4.55kWh/m²/日、システムロス 73%に基づき、1日の消費

電力を賄え、かつ蓄電池への電力供給を行えるシステム容量を設定する。 

D-4 験潮儀システム・データセンターユニット 

データセンターユニットは潮位データを収集、表示、保存、配信するためのハードウェアであ

る。SOB ミルプール庁舎内に設置する。 

表 ３.１７ 験潮儀システム・データセンターユニットの仕様 

構成品 主要な仕様 数量 

サーバー  以下の機能を有すること 

 験潮儀からのデータを蓄積する 

 通信が正確に行われているかを記録する 

 SOBのネットワークシステムに適合したネットワーク環

境を形成する 

 SOB の Digital Mapping Center に設置し、初期化設定

する 

 サイバー攻撃に対するセキュリティを確保する 

1 

KVM  モニター：17 インチ以上、LCD 

 キーボード：英語用 

 マウス：２ボタン以上 

1 

マニュアル  媒体：CD－ROM もしくは DVD、及び印刷物 

 言語：英語 
2 

 
D-5 験潮儀システム・ソフトウェア 

ソフトウェアは、潮位データを収集、表示、保存、配信するためのソフトウェアである。SOB

ミルプール庁舎内に設置する。 

表 ３.１８ 験潮儀システム・ソフトウェアの仕様 

構成品 主要な仕様 数量 

験潮儀ソフトウェア  サーバシステムにインストールして、以下の機能を持たせる

こと。 

 験潮儀からのデータを蓄積する 

 通信が正確に行われているかを記録する 

 SOBのネットワークシステムに適合したネットワーク環

境を形成する 

 SOB の Digital Mapping Center に設置し、初期化設定

する 

 サイバー攻撃に対するセキュリティを確保する 

1 

ソフトウェア 

操作マニュアル 

 媒体：CD－ROM もしくは DVD、及び印刷物 

 言語：英語 
2 
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構成品 主要な仕様 数量 

インストール用 

CD-ROM または DVD 

 媒体：CD－ROM もしくは DVD 

 言語：英語 
1 

 

(3) 据付計画 

協力対象とする機材のうち、屋上設置型電子基準点システムと験潮儀システムの設置に際して

据付工事が必要となる。 

据付屋上設置型電子基準点システムは公共建築物の屋上に設置する。アンテナは衛星からの電

波を障害なく受信するため、階段室や給水棟の屋上等、建築物の最高部（最も高い位置）に設け

ることが望ましい。一方、太陽光発電ユニットは最高部に設ける必要がないため、電子基準点シ

ステムの電子基準点ユニット（アンテナ含む）と太陽光発電ユニットとは一体とせず、据付対象

箇所の状況（据付可能な面積、障害物の有無・高さ・位置等）に応じて柔軟に対応できるよう計

画する。 

避雷設備は、据付対象建築物への影響を少なくできる避雷突針とし、保護角 45 度内にすべての

機材が収まるように計画する。また、避雷突針から地盤までアース接続する。 

機材基礎は、強風時にも機材が静止した状態を保てるよう、直下の梁等にアンカー（あと施工

アンカー14）で固定する。あと施工アンカーを設置するためには、既存の建築物の鉄筋を避けて穿

孔する必要があるため、鉄筋探査機を用いて慎重に位置を決定する。また、アンカー及び上部ボ

ルトの径と埋め込み深さ、設置位置は Bangladesh National Building Code (2006)で定められる

各地域の設計基準風速に基づき決定する。 

験潮儀システムの水位計ユニットは、既存の験潮所のはねだしスラブに設置する。太陽光発電

ユニットを備えており、系統電源との接続はない。 

３-２-３ 概略設計図 

本プロジェクトで据付工事を行う機材について、下表のとおり概略設計図を示す。 

表 ３.１９ 概略設計図 

No. 図面名称 

1 屋上設置型電子基準点システム・機材レイアウト例（平面図・立面図） 

2 験潮儀システム・機材レイアウト例（平面図・立面図 ） 

                             

14コンクリートが固まってからドリルで穿孔し、アンカーボルトを打ち込むタイプのアンカーボルト。 
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図 ３.５ 屋上設置型電子基準点システム・機材レイアウト例（平面図・立面図） 

 

 

 

図 ３.６ 験潮儀システム・機材レイアウト例（平面図・立面図 ） 
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３-２-４ 調達計画 

３-２-４-１ 調達方針 

(1) 基本事項 

本プロジェクトのうち、日本側の負担事項（協力対象範囲）は一般無償資金協力のスキームに

則って実施される。無償資金協力は、日本国政府とバングラデシュ政府が事業目的・実施機関・

無償資金協力の条件と金額について承認し交換した公文（Exchange of Notes、以下「E/N」）に

基づいて提供される。E/N に続いて支払い条件、バングラデシュ政府の責任、調達の条件を定義

するための贈与契約（Grant Agreement、以下「G/A」）が JICA とバングラデシュとの間で締結さ

れる。無償資金協力のもとでの調達にかかる手順の詳細については、E/N 及び G/A 署名時に JICA

とバングラデシュとの間で合意される。本無償資金協力（以下、「本事業」）においては、JICA

は事業の適切な実施を促進する立場に立ち、生産品･役務は、無償資金協力のスキームに従って調

達、供与される。 

(2) 調達方法 

無償資金協力の資金は、原則として、日本国または被援助国の生産物ならびに日本国民または

被援助国民の役務を購入するために使用される。なお、無償資金協力の資金は、JICA 及び被援助

国政府（または政府が指定する当局）が必要と認める場合には第三国（日本国または被援助国以

外）の生産物の購入、または役務の購入にも使用することが可能である。ただし、無償資金協力

を実施するにあたって必要とするプライムコントラクター、すなわち、コンサルタント、調達業

者は「日本国民」に限定される。 

生産品、役務の調達をする資格のある入札参加者間に不公平が生じないよう、原則として調達

業者は、競争入札によって選定する。入札図書は、コンサルタントがバングラデシュ側と協議の

上で作成する。 

(3) 相手国側実施体制 

本事業にかかるバングラデシュ側の主管官庁は国防省、実施機関は SOB である。プロジェクト

を円滑に進めるために、コンサルタント及び請負業者とバングラデシュ側関係機関との密接な連

絡及び協議が不可欠であるため、SOB は本事業の担当責任者を選任する必要がある。 

(4) コンサルタント 

 1) 入札開始前における業務 

コンサルタントは、協力準備調査において実施した業務と調査結果についてレビューする。ま

た、レビュー後に入札図書を作成し、バングラデシュ政府から承認を得ることで、業務の一貫性

を保つ。 
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 2) 入札段階における業務 

コンサルタントは入札の実施段階において、以下の業務を実施する。 

 入札図書案（主として仕様書）の編纂・作成 

 入札会の開催支援 

 質問回答･アメンド案の作成 

 入札評価の実施及び評価表・評価レポート案の作成 

 契約交渉の補助 

 3) 調達監理段階における業務 

コンサルタントは調達監理段階において、調達業者から出荷された機材が要求された仕様及び

数量に則っているか、適切に設置されているか、適切に動作するかを確認する。また、初期操作

指導等が必要とされた機材については適宜立会い、当該指導が円滑に実施されているか監理する。 

(5) 調達業者 

我が国の無償資金協力のスキームに従い、一般公開入札により選定された日本国法人の調達業

者が、契約締結の上で本事業に必要な資機材及び役務を提供し、機材を調達する。資機材調達の

完了後もアフターサービスが必要と考えられるため、事業完了後の連絡及び調整についても十分

に配慮する必要がある。 

３-２-４-２ 調達上の留意事項 

(1) 精密機械の輸送 

本事業で調達する機材は精密機械であるため、海上輸送時にはケース梱包で輸送する。また、

混載による機材損害を避けるためプロジェクトサイト別の梱包とし、最終仕向け地で据付工事の

直前に開梱する。 

(2) 電子基準点システム 

メーカーの現地代理店が複数存在している。既存の電子基準点の保守は SOB との契約のもとに

現地代理店が実施した実績があり、訪問メンテナンス等を中心としたアフターサービス体制の構

築が可能である。これら現地代理店を通してスペアパーツの調達は可能である。ただし、既存の

電子基準点のスペアパーツを調達する際に、これらの機材がバングラデシュの市場に恒常的に流

通していないものであるため、通関に時間がかかったトラブルがある。円滑な通関手続きのため、

関係当局との事前の情報共有が望ましい。 

(3) 電子基準点管理システム 

バングラデシュには ICT コンサルタントや ICT 機材現地代理店等、ICT 関連企業が多く存在し、

サーバー機材、ネットワーク機材、コンピューター機材等は現地での調達が可能である。これら

現地 ICT 関連企業は、ネットワークの構築からスペアパーツの調達、保守に至るまで、包括的な
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サービスを行っており、本プロジェクトでの活用に支障はない。 

電子基準点管理ステムのソフトウェアは、電子基準点システムのメーカーからの調達となる。

電子基準点システムと同様に現地代理店を介在する、メーカーと直接の契約を締結する等の体制

を構築し、アフターセールスサービスを供給することが必要となる。 

(4) 験潮儀システム 

験潮儀システムの水位計ユニット機材については現地代理店が存在しない。このため、機材調

達先を選定するうえでスペアパーツ調達方法、メンテナンス、アフターサービス体制に配慮する

必要がある。 

(5) 輸出入にかかる法律 

輸入・輸出管理法（Imports and Exports (Control) Act, 1950）の下、バングラデシュ輸入政

策令（Import Policy Order 2015-2018）が制定され、輸入禁止品目、輸入規制品目が策定されて

いる。本プロジェクトで協力対象とする機材は当該品目には該当しないが、再生中古品及び中古

品は一部の例外を除き全般的に輸入を禁止されている点に留意する。 

また、同政令には船積前検査が義務付けられる品目が規定されており、この品目の中に一般機

械があり、本プロジェクトで協力対象とする機材も含まれる。船積前に第三者である検査機関に

より信用状（Letter of Credit、以下「L/C」）等の関連書類に基づく船積前検査を行い、バング

ラデシュの税関に検査報告書を発行する必要がある。 

関税は関税法（Customs Act, 1969）で定められている。税率は品目ごとに異なり、毎年更新さ

れている。 

(6) ソフトコンポーネントの円滑な実施準備 

ソフトコンポーネントを円滑に開始するためには、機材据付工事、調整・試運転及び初期操作

指導等を工程どおりに完了させる必要がある。そのため、調達業者は日本国内での機材調達及び

現地における据付工事等の所要期間を考慮し、各種業務に向けて事前に周到に準備することが求

められる。 

３-２-４-３ 調達・据付区分 

本事業の日本国側とバングラデシュ側の実施範囲は、以下のとおりである。 
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表 ３.２０ 調達・据付区分 

業務内容 日本国側 
バングラ 

デシュ側 

１．機材 ―― ―― 

 ■機材調達 ○   

 
■機材運転用 

動力源の確保 

（電子基準点システム、験潮儀システム） ○  

（電子基準点管理システム）  ○ 

２．機材納入先・納入後保管場所の確保   ○ 

３．機材の輸送・通関関係等 ―― ―― 

 ■チョットグラム港までの機材の輸送 ○   

 ■輸送中の一時保管場所の確保 ○  

 ■最終仕向地（機材据え付け場所）までの機材の輸送 ○   

 ■通関業務   ○ 

 ■免税措置（関税、付加価値税等）   ○ 

 ■機材の輸入許可の取得   ○ 

 ■機材の据え付け工事等 ○  

４．銀行取極めと支払授権書の発行 ―― ―― 

 ■銀行取極めの実施   ○ 

 ■支払授権書（A/P）の発行   ○ 

 ■上記銀行手続きに係る諸費用   ○ 

５．本業務関係者の出入国・滞在に必要な許認可・手続き 

及びその諸費用 
  ○ 

６．本業務実施に必要な許認可手続き   ○ 

７．無償資金協力に含まれない関連業務にかかる費用の負担   ○ 

８．コンサルティング業務 ―― ―― 

 ■入札図書作成支援 ○   

 ■入札及び調達監理にかかるコンサルティング業務 ○   

 ■ソフトコンポーネントにかかるコンサルティング業務 ○  

９．納入機材検収の実施 ―― ―― 

 ■納入機材検収の実施及び立会い ○ ○ 

 ■納入機材の証明手続き ○ ○ 

10. 事業実施のための機材の適性利用  ○ 

11. その他 ―― ―― 

 ■建物安全性の確保  ○ 

 ■環境社会配慮上の手続き  ○ 

 

３-２-４-４ 調達監理計画 

(1) 基本方針 

コンサルタントは、当該契約が適正かつ円滑に履行されるよう、調達業者の業務を監理する。

調達監理の目的は、機材調達が契約書で規定される仕様書に則って、所定の品質を確保し、正し

く調達されることを監理することであり、品質、規格、機能等が契約書の規定と相違がないかを

確認するものである。また、品質管理データ、写真等の記録や機材調達にかかる書類等の適切な
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整理、保管についても監理する。 

(2) 調達監理計画 

コンサルタントの調達監理業務は、以下のとおりである。 

① 機材製作図確認・照合（日本） 

調達業者が要求仕様に則った機材を設計しているか確認する。 

② 製品検査（日本） 

機材の製作過程において、要求仕様を満足した機材を製作しているか確認する。 

③ 出荷前検査（日本） 

機材の出荷直前において、要求仕様及び数量に則った機材が出荷されるか確認する。 

④ 船積み前機材照合検査（日本） 

機材が製造会社近郊の国際荷積港から船積みされる直前において、要求仕様及び数量に則っ

た機材が船積みされるか確認する。 

⑤ 現地調達監理（バングラデシュ） 

日本で船積みされた機材を仕向地で受け入れ、要求仕様及び数量に則った機材が到着し、適

切に機材が据え付けられ、正常に動作しているのか確認する。 

⑥ 検収・引渡し（バングラデシュ） 

先方実施機関の確認のもと、要求仕様及び数量に則った機材が調達されているのか最終確認

し、引渡す。 

なお、コンサルタントの調達監理要員は、以下のとおりである。 

表 ３.２１ コンサルタントの調達監理要員 

要員 業務内容 派遣期間 

調達監理技術者 

（業務主任） 
プロジェクト全般の管理、検収・引渡し等 適宜（計0.53 M/M） 

調達監理技術者 

（電子基準点システム） 

電子基準点機材の据付確認（主要箇所） 

調整・試運転、初期操作指導実施状況確認 
適宜（計2.53 M/M） 

調達監理技術者 

（建築工事） 
設備基礎等の施工状況確認（主要箇所） 適宜（計0.47 M/M） 

調達監理技術者 

（験潮儀システム） 

機材の据付、調整・試運転、 

初期操作指導 実施状況確認 
適宜（計0.93 M/M） 

調達監理技術者 

（電子基準点管理システム） 

電子基準点管理システム機材の据付、調整・

試運転、初期操作指導 実施状況確認 
適宜（計1.07 M/M） 

常駐調達監理技術者 現地調達監理、全点の設置状況確認、検収等 適宜（計8.90 M/M） 

検査技術者 

（製作図確認・照合） 
製作図確認・照合 適宜（計0.40 M/M） 

検査技術者（立会検査） 製品検査、船積前検査等 適宜（計0.50 M/M） 

調達監理技術者 

（メーカー保証満了前検査） 
メーカー保証満了前検査 適宜（計0.40 M/M） 
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３-２-４-５ 品質管理計画 

現場到着後に機材に不具合があった場合、工期に大きな影響が発生する。そのため、機材に関

しては製作工場にて出荷前検査を実施する。予めメーカーより検査要領書等を受領し、各機材の

準拠規格、試験方法等の試験の健全性を確認する。また、測定器、試験装置等は、試験内容に準

じて適切な仕様で、かつ必要な校正等が施されていることを確認する。 

 施工現場で実施する試験項目と試験時期は下表のとおりである。 

表 ３.２２ 機材の現場試験項目と実施時期 

ユニット 試験項目 自主検査 竣工検査 

屋上設置型・可搬型 

電子基準点システム 

電子基準点ユニット 

 

外観検査 〇 〇 

電源検査 〇 〇 

受信検査（GNSS 受信機） 〇 〇 

通信検査（インターネット VPN 接続） 〇 〇 

接続検査（対データセンター） ― 〇 

屋上設置型・可搬型 

電子基準点システム 

太陽光発電ユニット 

 

外観検査 〇 〇 

接地抵抗測定 〇 〇 

絶縁抵抗測定 〇 〇 

太陽電池モジュール試験 ― 〇 

計測試験 〇 〇 

保護・制御確認試験 〇 ― 

電子基準点管理システム 

データセンターユニット 

外観検査 〇 〇 

電源検査 〇 〇 

内部構成検査 〇 〇 

ネットワーク検査 〇 〇 

ディスク検査 〇 〇 

OS 検査 〇 〇 

セキュリティ検査 〇 〇 

システム/データバックアップ検査 〇 〇 

接続検査（対電子基準点） 〇 〇 

験潮儀システム 

水位計ユニット 

データ記録・送信ユニット 

外観検査 〇 〇 

電源検査 〇 〇 

出力検査（電波式水位計） 〇 〇 

通信検査（インターネット接続） 〇 〇 

接続検査（対データセンター） 〇 〇 

験潮儀システム 

太陽光発電ユニット 

電子基準点システム・太陽光発電ユニッ

トに準じた検査 

〇 〇 

験潮儀システム 

データセンターユニット 

電子基準点管理システム・データセンタ

ーユニットに準じた検査 

〇 〇 

●外観検査： 

納入された機材の外観に異常がないか。 

●電源検査： 

納入された機材の電源が正常に稼働するか。 
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●出力検査： 

納入された機材からの出力が正常であるか。 

●内部構成検査： 

納入された機材が仕様に記載されている構成と合致しているか。 

●ネットワーク検査： 

納入された機材のネットワーク設定がネットワーク管理者により指定されたとおりか。関連

する機材のネットワークの疎通確認ができるか。 

●ディスク検査： 

納入された機材のディスクに異常がなく、正常に稼働するか。RAID 構成が適切に構築されて

いるか。指定された容量が確保できているか。 

●OS 検査： 

指定された OS がインストールされ、システムを運用するための初期設定（ユーザー登録、ド

メイン登録、システム監視）がされているか。 

●セキュリティ検査： 

OS やネットワーク機器のファームウェアが最新のものとなっているか。サーバーへのアクセ

スコントロールが適切に設定されているか。パスワード設定が安易ではないか。 

●システム/データバックアップ検査： 

 システムのバックアップイメージの取得、データの自動バックアップが正常に稼働するか。

バックアップデータからの復旧が問題ないか。 

●接続検査（対電子基準点）： 

各電子基準点の稼働状況を適切にモニタリングできているか。各電子基準点から送信される

観測データを正常に受信できているか。各電子基準点にオンデマンドで通信ができるか。 

 
据付工事については、コンクリートの品質を確認するため、サイトごと及び打設日ごとに供試

体を採取し、封かん養生15の上で圧縮試験を行う。また、コンクリートのワーカビリティを確認す

るため、スランプ試験を行う。型枠の残存期間は、材齢による場合は気温が 0℃以上 5℃より低い

場合は 8 日間、5℃以上 10℃より低い場合は 5 日間、10℃以上の場合は 3 日間とし、コンクリー

ト強度による場合は圧縮強度が設計強度の 50％に達したことを確認できるまでの期間とする。鉄

筋については、ミルシートの確認による品質検査を行う。 

３-２-４-６ 資機材等調達計画 

(1) 電子基準点システム 

メーカーの現地代理店が複数存在しているが、電子基準点ユニットの機材を調達した経験のあ

る現地業者はない。同機材はバングラデシュで製造・流通していないため、日本製品、または、

第三国製品を原則とする。電子基準点ユニットの機材は、専用ソフトウェアとの連動試験を行う

ことが望ましいため、本邦調達として日本国内で試験を行う。機材製作、据付工事、調整試運転、

初期操作指導等にかかる期間を確認し、工程に反映する。 

また、電子基準点システムの据付工事には機材基礎等の工事が含まれるが、これらは現地でも

一般的に行われる工事であり、現地建設業者により施工可能なため、現地調達が可能である。 

                             

15 水分の増減が無いようにして（密封して）行う養生。 
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なお、既存の電子基準点は、落雷等により GNSS 受信機の故障が発生している。長期間にわたっ

て観測の欠損が出ることを避けるため、交換部品として GNSS 受信機の代用機も協力対象に含める。

また、各機材には雷対策として接続線上に避雷器を設けるが、過電流があった場合には交換が必

要になるため消耗品として整備する。 

(2) 電子基準点管理システム 

サーバー及びネットワーク機材はバングラデシュで普及しており、システム構築からメンテナ

ンスを担うことができる現地 ICT 関連会社が多数存在するため、データセンターユニットは現地

調達が可能である。 

電子基準点管理システムのソフトウェアは、電子基準点システムと同様に、バングラデシュで

製造・流通していないため、日本製品、または、第三国製品を原則とする。 

(3) 験潮儀システム 

水位計ユニットの現地調達はできないため、本邦調達（日本製品）を原則とする。海外への輸

出対応が可能な本邦メーカーが１社に限定される恐れがあるため、メーカーからの供給証明書に

より競争性が確保できることを確認した。 

(4) 必要機材の輸送方法、経路 

 1) 海上輸送（輸入・荷揚げ） 

海上輸送にて海外から資機材を調達する場合には、バングラデシュの 2 箇所の国際港（チョッ

トグラム、モングラ）に荷揚げされる。両港には荷揚げ用設備も整備されており、大型もしくは

重量物の荷揚げにも支障はない。チョットグラム港で輸出入貨物の94％以上を取り扱っているが、

近年チョットグラム港は混雑し、着岸待ちで荷揚げに期間を要することが多いため、工程計画の

策定に留意する必要がある。ここから目的地への輸送手段は、道路輸送、鉄道輸送及び河川を利

用した内陸水運輸送の三つの手段がある。 

 2) 道路輸送 

バングラデシュでは、道路輸送はトレーラーによるコンテナ輸送やトラック輸送が一般的に行

われている。鉄道輸送・内陸水運輸送に比べて一般に輸送に要する期間が短い。一方で、バング

ラデシュ国内には多くの河川があり、河川を通過するため橋梁や渡船場まで大きく迂回する必要

に迫られる場合もある。 

 3) 鉄道輸送 

バングラデシュでは鉄道網が発達しており、大きな輸送手段の一つとなっている。ただし、鉄

道による輸送期間が道路輸送より多く要する、所要期間が不確定である等の問題点がある。なお、

鉄道による輸送は施設、設備の老朽化のため減少傾向にある。 
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 4) 内陸水運輸送 

内陸水運の延長は、乾季は 3,500km、雨季は 6,000km に及ぶといわれている。しかしながら、

積み下ろし等に必要な大型のクレーン等の設備が配備されていることは少なく、大型もしくは重

量物の運搬が可能な場所は限定される。なお、荷揚げの後、トラックによる輸送が必要となる。 

(5) 輸送計画 

本事業で調達される機材は、日本国側負担によりバングラデシュ国内の最終仕向け地まで輸送

される。本邦調達機材は、日本の国際港において荷積みされた後、チョットグラム港へ海上輸送

される。この海上輸送に 40 日間程度を見込む。チョットグラム港に到着した機材は、チョットグ

ラム港で免税の手続きを得た後、通関検査を受けることになる。免税手続きに 10 日間、その後の

通関検査に 10 日間程度を見込む。その後、最終仕向け地に向けて機材を内陸輸送する。最終仕向

け地の公共建築物の多くは先方実施機関である SOB の所管ではないため、現地で荷受けする人員

がおらず、据付工事の作業者が現場にいるタイミングで適宜輸送する必要がある。このため、バ

ングラデシュの各主要都市のセキュリティを確保できる倉庫（チョットグラム、ダッカ、クルナ、

ラジシャヒ）に一時的に保管する計画とする。 

また、工期短縮のため電子基準点システムの機材は総ての機材の製作完了を待たず、2 回に分

けて輸送する計画とする。 

表 ３.２３ 輸送手段及び経路 

項目 輸送手段 輸送経路 所用期間 

日本からの海上輸送 海上輸送 日本～チョットグラム港 約 40 日 

免税手続き     約 10 日 

通関検査     約 10 日 

バングラデシュ 

国内輸送 

内陸輸送 

チョットグラム港～ 

チョットグラム、ダッカ、クルナ、 

ラジシャヒ内倉庫 

約 5日 

内陸輸送 主要倉庫-各サイト 約 85 日(最長) 

合計     約 150 日（約 5ヶ月） 

 

(6) 据付工事計画 

本事業で調達される電子基準点システムの機材は、高い据付精度が求められるため、日本人技

術者による監督のもと、現地代理店の技術者を活用して据え付ける計画とする。工期を短縮する

ため 3チームが平行して据付工事を実施し、1点あたりの所要日数は 7日間を見込む。 

機材基礎や避雷針、フェンス等を設置する工事は現地建設業者により実施する計画とする。降

雨の影響を避けるため、可能な限り 10 月～3月の乾季に建築工事を実施する。工期を短縮するた

め 3チームで実施し、1点あたりの所要日数は 7日間を見込む。 

電子基準点管理システムの機材は、現地業者により設置する。期間は 2週間程度を見込む。 

験潮儀システムの機材の設置は電子基準点システムと同様に日本人技術者による監督のもと、
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現地建設業者を活用して据え付ける計画とする。建築工事に 7 日間、機材設置に 7 日間程度を見

込む。 

(7) 調整・試運転計画 

本事業では、機材の据付後、システムの調整・試運転を実施する。工期を短縮するため、個々

の電子基準点システムの設置と同時に接続試験を実施する。このため、電子基準点管理システム

機材は先行して機材の設置、調整試運転を完了しておく必要がある。 

３-２-４-７ 初期操作指導・運用指導等計画 

初期操作指導の目的は、納入機材の円滑な運用開始を可能とし、適切に維持管理を行う方法を

SOB 職員が学ぶことにある。初期操作指導の対象は、納入機材の運営維持管理に携わるすべての

SOB 職員とする。基礎的な機器操作や知識の習得を初期操作指導で実施し、応用的技術の習得及

び運用作業の習熟はソフトコンポーネントを通して技術指導、支援を行う。 

電子基準点システム（屋上設置型、可搬型）については、GNSS 受信機、GNSS アンテナ、充放電

コントローラー、ルーター、電源制御装置等の機器について、機材納入後に機材調達業者による

初期操作指導を実施する。初期操作指導には、基本的な機器の使用方法に加えて、メンテナンス

方法と注意点、機器の日常点検方法、機器間の接続と機器の交換方法、トラブル時の対応方法に

ついての指導と操作マニュアルの納入を含むこととする。 

電子基準点管理システムについては、データセンターユニットのハードウェア、ソフトウェア

について、操作、管理、トラブル対応に関する初期操作指導を機材納入業者により実施する。特

にデータ配信サービスを停止させること無く運用できるように、トラブル発生時の操作対応につ

いて、想定されるトラブルをカバーできるように指導を実施する。電子基準点管理システムのソ

フトウェアについては、機材調達業者により操作マニュアルが納入され、データ収集、解析、配

信、バックアップ、通信監理、ユーザー管理について、初期操作指導を実施する。 

新設する電子基準点の座標計算は、初期操作指導として機材納入業者が実施する。近隣国の国

際 GPS サービス（International GPS Service、「IGS」）点の座標を固定して、既存の電子基準

点を含めて、全ての電子基準点を対象として計算する。座標計算の基となる観測データは、対象

となる電子基準点を同時に観測して得ることとする。なお、既存のバングラデシュにおける測地

網（標石基準点）との調整（座標計算結果を国家測地網として採用するか否かの判断、国家測地

網として採用するために必要な電子基準点と標石基準点の観測結果の調整、その他一切の作業を

含む）は、本事業では対象とせず、事業完了後、SOB が実施するものととする。 

験潮儀システムについては、機材納入業者による操作マニュアルの納入と初期操作指導を実施

する。機材に関する指導には、基本的な操作方法に加えて、メンテナンス方法、点検方法、レー

ザー距離計を用いた験潮儀の校正方法を含む。 
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３-２-４-８ ソフトコンポーネント計画 

本プロジェクトで調達する電子基準点システム、電子基準点管理システム、験潮儀システムを

運営維持管理する SOB は、既に 6 点の電子基準点と 1 台の験潮儀を保有し運営・維持管理を行っ

ている。このことから、SOB は現時点で調達機材の運営維持管理に関する一定の技術力を保持し

ていると判断される。しかしながら、機材調達業者による初期操作指導の後、各機材の運用を円

滑に開始し継続するためには、以下のような課題がある。これらの課題を解決するため、本プロ

ジェクトではソフトコンポーネントによる技術指導が必要である。 

表 ３.２４ SOB の運営・維持管理上の課題 

No. 課題 

課題１ 
可搬型電子基準点ネットワークシステムの初期設定に関する技術と知識の蓄積が

なく、SOB 独自で運用を開始・継続することができない 

課題２ 
験潮所の潮位観測データに関して、新旧機材での連続性を確保するための技術と知

識がない 

課題３ 
ネットワーク型 RTK 測量用データの配信と、ネットワーク型後処理キネマティック

測量用データの提供に関する経験と技術力がない 

課題４ 
電子基準点データの利活用に関する知識が十分でなく、利活用促進の広報活動を行

うための技術と経験がない 

 
ソフトコンポーネントの実施により以下の成果が期待できる。 

表 ３.２５ 期待されるソフトコンポーネントの成果 

No. ソフトコンポーネントの成果 

成果１ 
可搬型電子基準点設置等を含めた電子基準点ネットワークシステムの運用を開

始・継続することができる 

成果２ 験潮所の観測データの連続性を確保することができる 

成果３ 
ネットワーク型 RTK 測量用データの配信と、ネットワーク型後処理キネマティック

測量用のデータを継続的に適切な品質で提供できる 

成果４ 
公共セクター及び民間セクターにおいて、電子基準点データの利活用促進を図るこ

とができる 

 
具体的な活動内容と規模については以下のとおりとする。 

表 ３.２６ ソフトコンポーネントの活動内容と規模 

成果 活動 活動内容 規模（M/M） 

成果 1 
活動 1 可搬型電子基準点設置・システム初期設定に係る技術指導 0.83 

活動 2 基線解析ソフトを用いた座標決定作業に係る技術指導 0.87 

成果 2 活動 3 並行観測による器差特定を行うための技術指導 0.97 

成果 3 活動 4 観測データの配信とユーザー対応のための技術指導 0.67 

成果 4 
活動 5 

配信データの精度検証及びユーザーに対する技術講習を 

実施し、利活用を促進するための技術指導 
1.20 

活動 6 電子基準点の利活用の普及・促進のための広報に係る技術指導 0.80 

合計 5.34 
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なお、ソフトコンポーネント計画の詳細は、別添の「ソフトコンポーネント計画書」のとおり

である。 

３-２-４-９ 実施工程 

本事業における実施工程は、下表のとおりである。 

表 ３.２７ 事業実施工程表 
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

(交換公文締結）

（現地調査）

 （仕様レビュー等）

（入札図書作成）

（入札図書承認）

（入札・契約） 計6.0ヶ月

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18

（製作図作成） 計17.5ヶ月

（機器製作）

（海上輸送）

(内陸輸送)

(建築工事)

(機材据え付け工事)

(調整・試運転)

（初期操作指導）

（機器調達）

(機材据え付け工事)

(調整・試運転)

（初期操作指導）

（機器製作）

（海上輸送）

(内陸輸送)

(建築工事)

(機材据え付け工事)

(調整・試運転)

（初期操作指導）

（検収・引渡し）

（ソフトコンポーネント）

：国内作業 ：現地作業

電
子
基
準
点
シ
ス
テ
ム

電
子
基
準
点

管
理
シ
ス
テ
ム

験
潮
儀
シ
ス
テ
ム

実
施
設
計

機
材
調
達

 

 
なお、本事業実施時の事業関係者の安全対策については、SOB は武装警護を手配することが可

能であり、武装警護に必要な費用を日本側で負担する必要はない。 
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３-３ 相手国分担事業の概要 

(1) 一般的な相手国負担事項 

無償資金協力事業の実施にあたり、バングラデシュ側に求められる措置及び現地調達品に対す

る付加価値税（VAT）の取り扱い等、一般事項として合意している事項は、以下のとおりである。 

 本事業に直接・間接的に関わる関係所管への概要説明と連絡 

 本事業に必要なデータ・資料の提供と日本への持ち出し許可 

 本事業にかかるバングラデシュ側要員の人件費及び諸経費 

 贈与に基づいて購入される生産物の港（または空港）における陸揚げ（荷下ろし）、通関

及び国内輸送にかかる手続きが速やかに実施されるための支援 

 認証された契約に基づき、調達される生産物及び役務のうち、日本国民及び第三国人に課

せられる関税、内国税及びその他の財政課徴金の免除 

 認証された契約に基づいて調達される日本国民及び第三外国人の役務について、その役務

の遂行のための入国及び滞在に必要な許可及び便宜供与 

 認証された契約に基づいて調達される日本側施工業者及びコンサルタントに対するバング

ラデシュ側での諸税の免税措置 

 適正使用：贈与について建設される施設及び購入される機材が、当該計画の実施のために

適正かつ効果的に維持され使用されること、並びに、そのために必要な保管場所及び要員

等を確保すること。また、贈与によって負担される経費を除き、計画の実施のために必要

な維持・管理全ての経費を負担すること。 

 再輸出：贈与に基づいて購入される生産物はバングラデシュから他国へ再輸出してはなら

ない。 

 銀行取極（B/A）：バングラデシュ政府または「指定された当局」は、日本国内の銀行にバ

ングラデシュ政府名義の口座を開設する。日本政府によって認証された契約に基づいてバ

ングラデシュ政府もしくは指定された当局が負う債務の弁済に充てるための資金を右口座

に「日本円」で払い込むことにより贈与を実施する。 

 日本政府による払い込みは、バングラデシュ政府またはバングラデシュ政府が指定した当

局が発行する支払い授権書に基づいて「銀行」が支払い請求書を日本政府に提出した時に

行われる。 

 支払い授権書：バングラデシュ政府は、銀行取極を締結した銀行に対し、支払い授権書の

通知手数料及び支払い手数料を負担する。 

(2) 本事業特有の相手国負担事項 

本事業を実施するにあたり、バングラデシュ側に求められる本事業特有の負担事項として合意

している事項は、以下のとおりである。 
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 調達機材の検収検査立会い 

 調達機材の保管場所・スペースの確保（設置する建築物の使用許可取得、安全性の担保等

を含む） 

 調達機材の運営・維持管理 

 運営・維持管理にかかる組織・人員・予算の確保 

 設置場所の継続的な確保 

 設置場所のネットワーク使用料の確保 

 IP-VPN 回線の確保 

 ソフトウェアの更新 

 機材（ソフトウェア含む）の保守管理 

 建物安全性の確保 

 
これら相手側負担事項（プロジェクト実施中及び完了後の運営・維持管理に係る人員や予算等）

については、バングラデシュ側で作成する本プロジェクトの開発計画提案書（Development 

Project Proposal、以下「DPP」）の国家経済評議会執行委員会（Executive Committee for National 

Economic Council、以下「ECNEC」）による承認により、確約されることとなる。具体的な手続き

は、SOB が DPP を作成し、国防省を通じて ECNEC に提出し、ECNEC により審査・承認されることと

なる。DPP 承認後、本事業を開始する旨をバングラデシュ側と合意している。 

電子基準点設置場所について、本調査の段階では建築物選定のための調査許可を取得している

が、バングラデシュ側による安全性・堅牢性の担保を前提に、入札公示に先立ちバングラデシュ

側が電子基準設置許可を取得することで合意している。 

電子基準点管理システムの機材は、SOB ミルプール庁舎に設置される計画である。当該庁舎に

はすでにサーバーが設置されており、安定した電源、空調が確保されている。また、設置スペー

スにも余裕があるため、本プロジェクトによる調達対象機材の据付には支障がない。ただし、増

設後に必要となる電源容量の増強及び電源ケーブルの敷設、ネットワーク接続等については、SOB

の負担事項とする。 

３-４ プロジェクトの運営・維持管理計画 

(1) 運営維持管理体制 

本プロジェクトで調達する機材は、SOB の測地課が運営・維持管理を担当する。測地課は 2011

年に設置した 6点の電子基準点（データサーバーを含む）及び 1992 年に設置した験潮所の運営・

維持管理を行っており、現在までに体制を確立してきた。現時点で SOB が保有している機材と測

地課の運営維持管理体制は下表のとおりである。 
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表 ３.２８ SOB の現状の運営・維持管理体制 

保有機材 数量 運営・維持管理体制 備考 

電子基準点 6 点 7 名（測地課） 
4 名はデータサーバーを兼務(*)、 

2 名は験潮所を兼務 

データサーバー 1 点 4 名（測地課） 4 名とも電子基準点を兼務(*) 

験潮所 1 点 2 名（測地課） 2 名とも電子基準点を兼務 

* 電子基準点とデータサーバーの運営・維持管理を兼務する担当者 4名のうち、2 名は海外研修中 

 
本プロジェクト実施後は、電子基準点が 81 点（既存 6点、屋上設置型電子基準点システム：73

点、可搬型電子基準点システム：2 点）となる。電子基準点の数量の増加に伴い、取り扱うデー

タ量とユーザー数が増大することが想定される。験潮所については、験潮儀システムの新規導入

を行い、プロジェクト実施後一定期間（最大 2年を想定）は新旧の機材で並行観測を行う。 

電子基準点システム（屋上設置型・可搬型含む）の運営業務について、電子基準点は平時には

無人で運営が可能であり人員体制の強化は必要ではない。一方、電子基準点数の増大により拡張

する電子基準点管理システムについては、受信するデータ量が増大する。また、配信／提供する

データの種類も増加する。さらに電子基準点データの利用者の増大が想定されるため、ユーザー

登録や問い合わせ対応、データ提供対応等の頻度が増す。これらにより、電子基準点管理システ

ムの運営業務の規模は拡大し、運営体制の強化が必要となる。験潮所に関しては、現状では観測

データを現地に赴いて回収していたが、本プロジェクト実施後は験潮データがリアルタイムでデ

ータセンターに送信されるため、並行観測実施後は、運営に必要な人員は削減できる。 

維持管理業務について、電子基準点は常時設置点数が 6点から 79 点に増大するため、維持管理

体制の強化と業務の効率化が必要となる。電子基準点管理システムについては、管理対象の規模

が大きくなるためトラブル発生の頻度も増大すると想定され、維持管理業務量が増大に対応でき

るよう体制強化が必要となる。験潮所の維持管理については、これまで年に一回実施していた観

測井の泥の除去作業が不要になるが、観測精度の調整等を行うため現地訪問の頻度は現状程度（1

回／年）が必要であり、現状と同様の体制で対応可能である。 

表 ３.２９ 運営維持管理計画 

機材 数量（規模） 運営業務 維持管理業務 

電子基準点 

システム 

電子基準点の数量が

増加する（6点→81点） 

平時は無人で可能であり、

現状の体制で対応可 

業務量が増大するため、

体制強化、効率化が必要 

電子基準点 

管理システム 

整備内容が拡張する 

（1点） 

ユーザー数、配信データが

増大するため、体制強化が

必要 

規模が拡大するため、体

制強化が必要 

験潮儀 

システム 

機材の更新を行う 

（1点） 

並行観測期間後は人員削

減可（並行観測期間は現状

体制と同等が必要） 

現状のままで対応可 
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(2) 人員配置・体制強化計画 

本プロジェクト実施後の各機材の運営維持管理業務について、上述のとおり電子基準点システ

ムの維持管理及び電子基準点管理システムの運営・維持管理業務について、体制強化が必要であ

る。一方、SOB の計画では職員増員は見込まれておらず、また、SOB 内での人員配置（異動を含む）

計画でも、測地課の人員についての増員予定は無い。しかしながら、海外研修を実施していた 2

名の技術職員が復職後に運営・維持管理業務に携わる予定であるほか、13 名の測地課の技術職か

ら新たに機材の維持管理を担当する職員を教育することで体制強化を図る計画である。新たな測

地課の職員に運営・維持管理業務を担当させる場合には、円滑に教育を行い、技術力を向上させ

るため、運営・維持管理業務の作業内容を SOB がドキュメント化しておく。また、教育の一部は

ソフトコンポーネントに含まれる。 

(3) 運営計画 

本プロジェクトで整備する電子基準点システム、及び電子基準点管理システムにより、以下の

機能が発現される。 

 
 電子基準点データ収集、解析、保管 

 スタティック測量用データの生成 

 RTK 測量用データの配信 

 ネットワーク型 RTK 測量用データの配信 

 後処理キネマティック測量用データの生成 

 ネットワーク型後処理キネマティックデータの生成 

 配信データ利用者の登録/管理 

 
電子基準点管理システムは 24 時間 365 日停止することなく運用される予定であるが、夜間及び

休日を含め、平時の運用は無人で実施される。平時は電子基準点のデータ利用者のユーザー登録

と管理のみで、配信処理はシステムが自動で処理を行う。ただし、後処理用データ提供の際は、

提供データのメディアへの記録処理が必要になる場合がある。 

験潮所の運営については、新旧機器での並行観測終了後は観測データの配信が自動化されるた

め、業務が軽減される。 

(4) 維持管理計画 

電子基準点の維持管理について、現状では 3 か月毎にバックアップデータの回収を主目的とし

て現地を訪問し、機器の点検、清掃等のメンテナンスを実施している。プロジェクト実施後は電

子基準点の数量が増加するが、効率的な維持管理業務を実現できる機材構成・仕様とすることで、

大幅な体制強化は不要である。具体的にはバックアップデータの回収及び GNSS 受信機のファーム

ウェアの更新をダッカからリモートで行う。また、電源制御装置を導入することで GNSS 受信機が
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ハングアップした際の再起動もリモートで行うことができる機器構成とする。さらに、避雷針、

避雷器での落雷対策や太陽光発電設備の設計を工夫することで、可能な限りトラブルの発生頻度

を低減し現地訪問メンテナンス回数を削減する。 

現地でのメンテナンス作業は、既存の電子基準点の維持管理経験があるため SOB が実施できる

が、効率的かつ均一な維持管理を実施するため、手順が SOB によりマニュアル化されることが望

まれる。なお、電子基準点システムの GNSS 受信機が落雷等により故障した際は、SOB 職員が現地

を訪問し本プロジェクトで納入するスペアパーツと交換することで復旧対応を行う。 

電子基準点管理システムの維持管理業務は、以下の作業項目が想定される。 

 電子基準点データの定期的なバックアップと管理 

 ユーザー情報の管理 

 システムのアップデート 

 システム機器の点検 

 トラブル発生時の対応 

 
平時の維持管理業務は、既存のデータサーバーの維持管理経験に基づき、作業項目ごとにマニ

ュアルとチェックリストを SOB が作成し、それらに従って作業を行う。この作業は測地課の担当

職員及び SOB が雇用している IT 技術者が分担し定期的に実施する。システムトラブル発生時は機

材調達業者から納入されソフトコンポーネントで更新した運用マニュアルに従って原因の切り分

けを行い、必要な処置を講じる。具体的には、測地課担当職員及び SOB の IT 技術者で対応できる

ケース、現地代理店もしくは機材納入業者での対応が必要なケースに切り分け、応急処置と保守

／修理対応を適切に行う。夜間や休日等の無人運用時にトラブルが発生した場合の対応方法につ

いても運用マニュアルに記載し、設定したサービスレベルを確保する。トラブル対応を外部の民

間業者に委託する場合は、可能な限り委託費用を低減した契約内容を検討し、維持管理費の抑制

を図る。 

験潮儀システムの維持管理については、平時は年に一度の現地訪問による機器の点検、校正、

清掃を行う。作業項目ごとに実施方法とチェック項目をドキュメント化し、業務の効率化を図る

ことが望まれる。トラブル発生時はスポット対応が必要になるが、電子基準点と同様に可能な限

りトラブルの発生頻度を低減する機器構成を設計する。 

３-５ プロジェクトの概略事業費 

３-５-１ 協力対象事業の概略事業費 

(1) バングラデシュ側負担経費 

本事業の概略事業費のうち、先方実施機関 SOB の負担経費は、以下のとおり見積もられる。 
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表 ３.３０ バングラデシュ側負担経費 

（約 207.6 百万円） 

負担事項・内容 数量 単位 単価(千 BDT) 金額(千 BDT) 

銀行取極めに係る手数料 1 式 478 478 

税金に係る費用 1 式 160,338 160,338 

SIM カード購入費 76 式 1 76 

合  計 160,892 

 

(2) 積算条件 

 1) 積算時点 

本計画の現地調査は、平成 30 年 6 月 1 日に終了した。したがって、積算時点は 2018 年 6 月と

する。 

 2) 為替交換レート 

為替交換レートは以下のとおりである。 

 USD 対日本円交換レート：1 USD＝108.75 円 

 BDT 対日本円交換レート：1 BDT＝1.29 円 

 3) 調達期間 

調達期間は、「3-2-4-9 実施工程」に示したとおりである。 

 4) その他 

積算は、日本国政府の無償資金協力の制度を踏まえて行った。 

３-５-２ 運営･維持管理費 

(1) 概要 

本プロジェクトで協力対象とする機材を運営・維持管理するために必要な経費の概算は、下表

のとおり試算される。なお、プロジェクト完了後 1年間は補修に必要な費用を計上していない。 
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表 ３.３１ 運営・維持管理費用の概算（単位:千 BDT） 

運営維持管理費用 プロジェクト完了から 1年間 2 年目以降 

電子基準点 

システム  

（屋上設置型・可搬型） 

定期点検 1,346 1,346 

故障対応 0 5,426 

消耗品（バッテリー） 0 5,853 

通信費 1,024 1,024 

小計 2,370 13,649 

電子基準点 

管理システム 

ハードウェア保守費 0 2,199 

ソフトウェア保守費 0 9,313 

通信費 840 840 

電気代 388 388 

小計 1,228 12,740 

験潮儀 

システム 

定期点検 30 30 

通信費 14 14 

小計 44 44 

合計 3,642 26,433 

 
これら運営・維持管理に必要な予算は DPP の承認とともに確保される予定である。 

なお、電子基準点データの利用料は国庫に納入され、SOB の収入として計上されない。また、

外部委託する場合を除き、運営・維持管理は SOB の職員によって実施されるため、運営・維持管

理にかかる人件費を別途計上する必要はない。 

(2) 電子基準点システム（屋上設置型、可搬型含む） 

定期点検に係る費用として、全国各地に設置した電子基準点システムの現地訪問に要する費用

を想定した。訪問頻度は、1 点あたり 1 回／年とした。電子基準点システムの位置により訪問メ

ンテナンスに必要な費用は異なるが、試算では交通費、宿泊費、日当を含め 1回あたり 30 千 BDT

とした。 

故障対応に必要な費用は、瑕疵担保期間終了後の 2 年目以降に発生すると想定した。機材の故

障発生数は既存の 6 点の電子基準点の過去 6 年の実績値から試算した。故障発生は落雷に起因す

るGNSS受信機や通信機器の破損が多く、特にGNSS受信機の交換修理にかかる費用が高額となる。

本プロジェクトでは落雷を考慮した機材設計と機材選定を行っており、本費用の低減は可能であ

ると想定した。 

消耗品にかかる費用は、主にバッテリーの定期的な交換費用を想定して計上した。 

通信費は、各電子基準点で観測したデータを電子基準点管理システムに送信するための携帯電

話回線網の使用料として、既存の電子基準点の実績値に基づき試算した。 

(3) 電子基準点管理システム 

ハードウェア保守費は、定期的な機材の点検とデータバックアップに加えて、トラブル発生時

の機材の交換、修理に必要な費用を計上した。機材調達業者との保守契約（メンテナンスパッケ
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ージプラン）を締結することを想定し、現地業者のヒアリング結果に基づいて費用を算出した。 

ソフトウェア保守費は、電子基準点管理システム・ソフトウェアのメンテナンスプログラム費

であり、ソフトウェアのアップデート、問い合わせによる保守対応に係る費用である。運営・維

持管理費の中で大きな負担になるため、可能な限り低減することが望まれる。ただし、本プロジ

ェクトのシステムを継続的に運用するためには、機材メーカーが提供するメンテナンスプログラ

ムへの加入が必須であると判断し、試算計上した。 

通信費は、電子基準点管理システムからの情報をインターネット上に配信するための通信に係

る費用である。この費用は、既存のデータセンターの通信費の 5 倍程度の費用が必要と想定し、

過去の実績に基づき試算した。 

電気代は、電子基準点管理システム全体の機材運用に必要な電気消費量を試算し、ダッカでの

電気使用量単価に基づいて試算した。 

(4) 験潮儀システム 

現地訪問（1 回／年）による定期点検を想定して費用を算出した。通信費については、電子基

準点システムと同様に試算した。 

(5) 耐用年数 

本プロジェクトで協力対象とする機材は、将来の更新が必要である。主要機器の耐用年数は下

表のとおり想定した。SOB の長期的な予算計画には、耐用年数後の機材更新を考慮した費用を計

上しておくことが必要である。 

表 ３.３２ 主要機材の想定耐用年数 

機材名 想定耐用年数 

電子基準点システム 

（屋上設置型、可搬型） 

GNSS 受信機 10 年 

アンテナ 15 年 

太陽光発電に係る設備 20 年 

電子基準点管理システム 
サーバー類 7 年 

ストレージ類 7 年 

験潮儀システム 水位計等 10 年 

 
運営・維持管理及び機材更新に必要と想定される費用は、本プロジェクトの開発予算、及び SOB

の一般予算のうち機材費、修理・メンテナンス費が充てられる。プロジェクトの自立発展性を確

保するため、運営・維持管理や機材更新に必要な費用の多くは DPP の承認とともに確保される予

定であるが、あわせて SOB が一般予算を継続して確保することが望まれる。 
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第４章 プロジェクトの評価 

４-１ 事業実施のための前提条件 

本プロジェクトの実施にあたり、前提となる主な事項は下表のとおりである。これらは、適切

なタイミングで確実に実施されることが必要である。 

表 ４.１ 事業実施のための前提条件 

項目 実施時期 

許認可 

DPP の ECNEC による承認 E/N 署名まで 

屋上設置型電子基準点の据付・使用に必要なすべての許認可 

（建築物所有者の許可を含む） 

入札公示まで 

便宜供与 

荷揚げ及び通関手続き 適宜 

免税手続き  適宜 

無償資金協力に含まれない一切の費用負担 適宜 

機材納入に伴う検収検査立ち合い 適宜 

運営・維持管理 

プロジェクト対象機材の運営・維持管理に対する予算の確保 機材調達完了まで 

プロジェクト対象機材の運営・維持管理に対する人員の確保 ソフトコンポーネント 

実施前まで 

 

４-２ プロジェクト全体計画達成のために必要な相手方投入（負担）事項 

(1) 運営・維持管理体制（予算・人員）の整備 

プロジェクトの効果を発現し、持続するため、バングラデシュ側は運営・維持管理体制を継続

して維持する必要がある。特に、本プロジェクトで計画する電子基準点管理システムをプロジェ

クト完了後も継続して活用するためには、保守契約が必要である。 

 また、SOB はこれまでに電子基準点の運営・維持管理を行ってきた経験があるものの、本プロ

ジェクト完了後には電子基準点の設置数・設置範囲が飛躍的に大きくなる。ソフトコンポーネン

ト等で習得した技術が継続・拡大するよう、適切に人員を配置する計画である。 

(2) 利用の普及・促進、ユーザー開拓 

バングラデシュにおいて電子基準点は 2011 年に 6点が導入されたが、その近傍において政府機

関や大手の測量会社等に利活用されているに過ぎない。本プロジェクトの完了後には、インフラ

開発等における測量業務、地籍測量業務、基準点測量業務、地形図作成等の測量分野における利

活用の普及・促進が進むことが大きく期待される。 

また、ナビゲーションシステムへの活用、農業機械等の自動運転への活用、建設機械の情報化

施工への活用、モバイルマッピングシステム（mobile mapping system、「MMS」）による鉄道・

道路周辺障害物調査への活用、物流・在庫管理への活用、地滑りの早期発見・予測への活用等、
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国際的には電子基準点の利活用事例は多岐にわたる。こうした利活用を実現するため、測量分野

以外の潜在的ユーザーを開拓していくことが望まれる。 

４-３ 外部条件 

(1) 上位目標・プロジェクト目標に対する外部条件 

本プロジェクトの目標及び上位目標を達成するための外部条件は以下のとおりである。 

 デジタルバングラデシュ等、バングラデシュの上位計画に係る方針に変更がないこと。 

 インフラ開発等、バングラデシュの経済成長が継続すること。 

(2) 期待される成果に対する外部条件 

プロジェクトに期待される成果を発現するための外部条件は以下のとおりである。 

 本プロジェクトで計画する機材を運営・維持管理するための体制や予算が維持される。 

 政治活動やデモに伴う投石等の故意の行動や自然災害により本プロジェクトで計画する機

材が損傷しない。 

４-４ プロジェクトの評価 

４-４-１ 妥当性 

(1) 裨益対象 

本プロジェクトは、バングラデシュ全土において高精度で効率的な測量・地図作成を可能にし、

インフラ整備の効率化を実現するとともに、地理空間情報のデジタル化・高度活用のための基盤

を整備するものである。バングラデシュ全国民が受益可能な経済成長の加速化に寄与するものと

期待される。したがって、本プロジェクトの実施により、多数の貧困層を含むバングラデシュ一

般国民が裨益するものと期待できる。 

(2) 上位計画への貢献 

本プロジェクトは第 7 次五か年計画及びデジタルバングラデシュに大きく貢献する事業と位置

付けることができ、バングラデシュの長期計画に資すると期待できる。 

(3) 我が国の援助方針との整合性 

本プロジェクトは、バングラデシュに対する我が国の国別援助方針における重点分野の一つ「中

所得国家に向けた、すべての人が利益を享受する経済成長の加速化」に関連した「経済インフラ

整備」に合致している。 

なお、我が国は 2018 年時点で複数の円借款を実施中であるが、既にインフラ開発プロジェクト

で電子基準点を活用した実績がある。具体的には、クロスボーダー道路網整備事業準備調査、ダ

ッカ都市交通整備事業、マタバリ超々臨界圧石炭火力発電事業（うちアクセス道路建設）等の測

量業務で使用されており、今後も継続してインフラ開発プロジェクトで活用されていくと考えら

れる。このように、本プロジェクトは我が国の援助方針や動向と整合したものである。 



第 4章 プロジェクトの評価 

４-３ 

４-４-２ 有効性 

(1) 定量的効果 

本プロジェクトの実施により、以下のような定量的効果が期待できる。 

表 ４.２ プロジェクトの定量的効果 

指標名 基準値（2018 年） 
目標値（2023 年） 

（事業完成 3年後） 

電子基準点の利用が増加する ユーザー数 

（すべての分野）： 

10 ユーザー 

 

測量分野以外での利用： 

1 分野 

 

 

280 ユーザー 

 

 

5 分野 

電子基準点の故障率が減少する 年間故障発生率： 

約 7％ 

 

3％ 

RTK 測量可能範囲が拡大する 測量可能な面積： 

17,000 km2 

（国土面積の約 12％） 

 

141,000 km2 

（国土面積の約 96％） 
 
  算定根拠は、以下のとおりである。 

 1) 電子基準点のユーザーが増加する 

 ユーザー数について、RTK 測量を通年利用するユーザー数は 3～4 ユーザー（SOB、バング

ラデシュ地籍局を含む）であり、期間限定（1か月～数か月）で利用するユーザーが 2～3

件である。スタティック測量を利用するユーザーは、年間で 2～3 件である。以上から、

合計で最大 10 ユーザー程度となり、これを基準値とする。 

 バングラデシュ国内では、すでに約 80 セット（軍事利用を除く）の GNSS 受信機が存在す

る。本プロジェクトにより電子基準点網が整備されることで、すべての受信機が登録され

て有効活用されると期待できる。さらに、インフラ開発等が活発化していることも踏まえ、

RTK 測量の登録ユーザー数が 1.5 倍／年程度に増加することが期待できる。したがって、3

年後には 3.4 倍に増加すると期待し、目標値を 270 ユーザーとする。また、スタティック

測量のユーザー数も同様に 3.4 倍に増加すると期待でき、10 件の利用が期待できる。した

がって、ユーザー数は 280 を目標とする。 

 ユーザーの分野について、測量分野（測量を専門とする機関・業者）以外では、1分野（水

資源管理）のみである。これを基準値とする。 

 世界的には、測量分野以外にも、建設・物流・農業・天然資源管理・教育等の分野で電子

基準点が活用されている。バングラデシュでも同様の利活用が期待され、目標値を 5分野

とする。 
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 2) 電子基準点の故障率が減少する 

 電子基準点 6 点について、2018 年現在、RTK 測量、スタティック測量ともに利活用可能な

電子基準点は 3 点である。一方、2 点は RTK 測量、スタティック測量ともに利活用できる

状態にない。落雷により受信機が破損したものと考えられる。また、1 点はスタティック

測量に活用できるものの、RTK 測量が実施できない。データ通信機能が機能していないも

のと考えられる。 

 既存の電子基準点は 2011 年に導入され、7年間に 6点中 3点に故障が発生した。これまで

の年間故障発生率は「故障した電子基準点数」／「導入した電子基準点数」／「年数」で

算出される。 

 高温多湿で落雷が多い、大気汚染対策が不十分である等、バングラデシュは我が国に比べ

て機材の故障が発生しやすい状況であるが、我が国の技術を導入することにより故障発生

率を抑えることができると考える。 

 3) RTK 測量可能範囲が拡大する 

 RTK測量は電子基準点の近傍に限定されてきた。電子基準点からの距離は30km以内である。

2018 年現在の測量可能範囲は、「電子基準点から 30km 範囲の面積」×「点数」で算出さ

れる。 

 本プロジェクトの実施後、ネットワーク型 RTK 測量の導入により電子基準点網の範囲にお

いて精度の高い測量が実現される。バングラデシュ全土の約 96%がこの範囲にある。 

(2) 定性的効果 

定性的な効果としては、以下があげられる。 

 測量に係るユーザー満足度（測量に要する時間、精度等）が上昇する 

 地理空間情報が効率的に作成できるようになる 

 潮位に係る高度な利用（気象、海象の影響による異常な潮位変化の検出、除去）が実施

されるようになる。 

 農業機械の自動運転等、位置情報を利用したサービスが充実する 

４-４-３ 結論 

以上の内容により、本プロジェクトの妥当性は高く、また有効性が見込まれると判断される。
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